
第１章

デジタルネットワーク社会の幕開け
～変わりゅくライフスタイル～

　

情報通信ネットワークが急速に高度化し我々の牛活を変化させつつある、現代は、

トフラーが｢第三の波｣で述べているとおり、農業革命、産業革命に匹敵する変革期

であるといえる。

　

最初の情報通信ネヽバヽワークである電信にし1835年、モールスによって、また、

無線系情報通信ネットワークである無線電信は、1895年、マルコーニによって発明

された。以来、今目まで、電話、テレビ等の有線系・無線系情報通信ネットワーク

が登場し、我々の生活に大きな影響を与えてきた。

　

近年、情報通信ネヽツトワークが、デジタル技術の進展により、インターネットの

普及、デジタル放送の開始、モバイル革命等に見られるように、急速に高度化しつ

つある。

　

高度化された情報通信ネヽバヽワーク、すなわち、デジタルネットワークは、①空

間の制約を取り払い、相手が世界中のどこにいても、情報のやりとりが可能となる、

②時間の制約を取り払い、いつで乱相手に情報を届けることが可能となる、③詰

報発信コストが低廉化し、多様な情報が流通し多くの人がこれを享受できる、士

情報の複製コストがかからないため、同一の情報を多くの人で共有できる、などの

特性を有する。

　

こうした特性を有するデジタルネヽツトワークは、加入者系光ファイバ網の整備等

に伴い、今後急速に普及するものと予想され、一般社会動向と関連しながら、国民

生活に[多様な選択]と[自由な参加]の機会を提供レ[個性の発揮]ができる、より

豊かで開かれた｢デジタルネットワーク社会｣を実現するものと考えられる、

　

本特集においては、デジタルネットワークが生活に与えている変化と影響につい

て、生活を、家族・友人関係、コミュニティ活動、仕事、趣味・娯楽等の要素に分

け、社会全体の大きな変化を踏まえて、アンケート調査等を基に分析を行う、

　

また、｢デジタルネットワーク社会｣を実現するためには、ネットワークセキュリ

ティ、プライバシーの保護等の課題を解決するとともに、情報リテラシーの向上に

積極的に取り組む必要がある。本特集においては、これらの点について節を設けて

詳述した。

　

さらに、以卜の分析を踏まえて、真の豊かさを行得できる｢デジタルネットワーク

社会｣の特徴を述べることとする。
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情報化の動向

１

情報通信ネットワークにおけるデジタル化の進展

　

情報通信ネットワークのデジタル化於急速に進展しつつある背景には、デジタル情報処理

を可能とするデジタル機器の発展がある、こうしたデジタル技術の発展に伴い、社会経済活

動における様々な活動を、情報通信ネットワーク上で行うことが可能となっているっ

　

このようなネットワークのデジタル化の進展を情報流通センサス』エの発信情報量と消費

情報量の概念を使用して表すと、通信のデジタル化に伴い、発信情報量に占めるデジタル情報量

の割合は増加しており、今後、全放送メディアのデジタル化、インターネットの普及が進めば、

消費情報量に占めるデジタル情報量も急速に増加するものと考えられる(第１－１－１[ﾀく|参照]。
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数値で見る家庭の情報化

(1)指標で見る家庭の情報化

　

我が国の家庭における情報化の進展を、情報を人手するための月役の多様化及び情報を人

手するために支出した費用の二つの側面からとらえることとしそれぞれについて情報装備

指標及び情報支出指標旧うを作成した(第↓－１－２図参照)｡

　

ア

　

情報装備指標

　

情報装備指標は、家庭における様々な情報通信機器の保有数と加人している情報通信ネッ

トワークの数を指数化して、その推移を表したものである｡

　

２年度を100とした８年､度の指

数は161.7(対前年度比20.6ポイント増)となっており、家庭における情報装備が人きく伸びて

きていることが分かる(第１－１－２図参照)‥

　

二れを指標を構成する項目ごとに兄ると、情報通信機器の保有数では、パソコン、ファク

シミリ等の伸びが大きくなっており、指数は120.5 (対前年度比3.9ポイント増)となっている｡

一方、加入している情報通信ネットワークの数では、ＣＳデジタル放送、ケーブルテレビ、

携帯・自動車電話、ＰＨＳ、パソコン通信、インターネット等が増加しており、指数は

202.9([司37.3ポイント増]となっている、二のように、加入している情報通信ネットワークの

数の大きな伸びが、情報装備指標の伸びに、より大きく寄与していることが分かる(第１－

１－３図参照)……、

　

イ

　

情報支出指標

　

情報支出指標は、家計支出における情報通信関連支出の推移を表すものであり、情報通信

機器の購入、情報通信ネットワークへの加入・継続及びパッケージ型情報ソフトの購入に係

る名目支出を品目ごとの消費者物価指数で除レ指数化したものである｡

　

２年度を100とし

た８年度の指数は121.0(対前年度比10.6ポイント増)となっており、情報通信関連支出は大き

く仲びている(第１－１－２図参照)、
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情報装備指標の項目の推移
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年度 61 62 63
一
瓦 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

情報通信機器保有数 76.8 82.5 91.0 94.4 100.0 104.9 111.4 113.3 114.9 116.6 120.5

加入情報通信ネットワーク数 77.6 81.0 84.9 92.1 100.0 109.5 117.7 127.2 140.7 165.6 202.9

　

これを指標を構成する三つの項目ごとに見ると、通信機器、パソコン・ワープロが特に増

加している情報通信機器では、指数は156.7 (対前年度比29.9ポイント増)、電話通信料が増加

している情報通信ネットワークでは、指数は123.9 (同9.2ポイント増)といずれも近年増加傾

向となっている。一方、パッケージ型情報ソフトでは、雑誌・週刊誌が増加しているものの、

指数は93.0(同0.2ポイント減)となっており、７年度に引き続き減少傾向である(第１－１－

４図参照卜
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(2)収入弾性値から見る家庭の情報化

　

家計における収入と情報通信関連支出との関係を見るため、昭和46年､から８年までの期問

の家計支出各項目について、支出の収入弾性値(収人が１％増加した時の支出の増加率)の比

較を行った(第１－１－５図参照)、
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家計支出各項目における収入弾性値
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（注）１

　

［情報通信関連サービス］に含まれるのは次のとおりである．

　　　　

郵便料、電話通信料、放送受信料、映画り寅劇等入場料、複写機使用料

　　

ｊ

　　

ﾚ|青報通信関連財」に含まれるのは次のとおりである．

　　　　

通信機器、ラジオ、テレビ、ステレオセット、テープレコーダ、ビデオテープレコーダ

　　　　

パソコン・ワープロ、オーディオ・ビデオデｆスク、オーデｆオ・ビデオ未使用テープ

　　　　

オーディオ・ビデオ収録済テープ

諸

雑

費

　

これより、家計支出各項目の中で最も収入弾性値が高いのは、情報通信関連財の3.0%で

あり、情報通信関連サービスが2.1%でこれに続いている。一方、新聞、雑誌・週ﾄ|出入書

籍等のいわゆるパッケージ型情報ソフトが含まれる｢教養娯楽｣の項目が低くなっている

　

以

上より、今後の所得の増加に対レ情報通信関連財及び情報近信関連サービス支出は、その

増加以上の伸びを見せる可能性があることが分かる、
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家庭への情報通信の普及状況

　

家庭における新しい情報通信の普及状況を!砲るため、保有率、加入率が近年伸びてきてい

る情報通信機器及び|青報通信ネットワークを収り十丿ず、それぞれの５年から９年までの期聞

の推移について、郵政省の｢平成９年度通信利用動向調査(世帯調査)JO年10月、以下｢動向

員査(世帯)]とい引等に基づき概観する｡

(1)情報通信機器保有状況

　

情報通信機器の保有率について見ると、各機器とも増加傾向であり、９年においては、フ

ープ‾ロが50.0％(対前年比8.3ポイント増)、パソコンが28.8%([司6.5ポイント増]、ファクシミ

リが26.4% (同5.7ポイント増)となっており、特に伸びが大きくなっている(第1-1-6図

参照)｡ﾕ
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世帯における主な情報通信機器保有率の推移
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ドバ|二～り年･のビデオカメラの煩について使丿田は普及率を川いた

(単位：％)

吊 ５ ６ ７ ８ ９

ワープロ - - 42.6 41.7 50.0

パソコン - - 1回 22､3 28.8

フマクンミリ 1よO □.7 16.1 20.7 匹.1

ビデオカメラ 25溺 ご).り SI.:4 32.3 じ四万

カーナビゲージLjン - 1.5 2.0 3､3 Ｔ¬

批背回報偏心 - - - - :仁



(2)情報通信ネットワーク加入状況

　

情報通信ネットワークの加入率について見ると、各ネットワークともばぼ加入が伸びてき

ているが、９年においては、携帯電話が46.0% (対前年比21.1ポイント増)、ＰＨＳが15.3%

(同7.5ポイント増)、インターネットが6.4%㈲]3.1ポイント増)となっており、特に増加の伸

びが大きくなっている(第１－１－７図参照)。
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世帯における主な情報通信ネットワーク加入率の推移
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(単位：％)

年 ５ ６ ７ ８ ９

ＢＳ放送（ＮＨＫ） 26.5 22.5 29.8 31.6 35.4

ケーブルテレビ 6.8 8.7 8.6 11.4 10.1

ＣＳ放送 2.2 1.5 2.3 1.6 2.7

パソコン通信 - - 2.6 4.6 5.7

携帯電話 3.2 5.8 10.6 24.9 46,0

PH S - - 0.3 7.8 15.3

インターネット - - - 3.3 6.4

４

　

情報通信の普及の各国比較

　

我が国と情報先進諸外国との間で、国民生活のそれぞれの側面において、情報化に関する

比較を行ったこい丿白卜

　

国民生活の情報化について、８年における我が国の状況を100として、件宅川電話回線む日
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携帯電話(ＰＨＳ)加入率

無線呼出し加入率

一日本
一米国
一英国
－ドイツ

　　

韓国
-シンガポール

通信料支出額

ＶＴＲ保有率

各腫資料により作成

　

斤自

　

海夕卜各国の通信料支］出額を円換算する際に使用した為替レート（暦年平均値）は次のとおり

　　　　

１米ドル=94.06円ぐ７年上

　

１ポンド= 169.88円（８年上　１マルク= 65.63円日年）、

　　　　

１ウォン= 0.12円ぐ年ぺ　１シンカホールトル= 77.75円ト1年）

国名 日本 米国 英国 ドイツ 韓国 シンガポール

住宅肝電話回線加入率 100.0 106.6 92.0 100.6 122,0 141,8

通f.料支出額 100.0 83.5 66.9 54.0 43.6 57.2

携帯電話(PHS)加入率 100.0 73.8 52.3 29.3 41.5 124.0
無線呼出し加入率 100.0 152.9 14.9 1回 443.0 603.2
ＶＴＲ保有率 100.0 105.2 99.1 78.2 91.1 99.2
ハソコン保有率 100.0 214.4 121.6 107.8 79.1 112.4
パソコン通信加入率 100.0 72.8 6.3 40.5 - 40.5
インクーネバヽ加入呼 100.0 495.0 315.0 200.0 110.0 600.0
ケーブルテレビ加入率 100.0 542､7 70.9 407.3 180.9 47.3
衛星放送加入率 100.0 18.4 74.9 123.2 18.8 -
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人吽、|冊帯における通信料支出細、携帯電話(我が国においてはＰＨＳも含もヽ･｡)力日｡入率、無

線呼出し㈲入率、ＶＴＲ保有率、パソコン保有斗、パソコン通信加人率、インターネット加

た仁

　

ケーブルテレビ㈲大率及び衛星放送加入率の状況を見る(第１－１－８図参照)。

　

住宅肝電話回線加人率、携帯電話(ＰＨＳ)加人率、無線呼出し加人率、インターネット加

人率において、シンガポールの指数が最も高くなっている。ムフロン保有率では、米国の指

数が最も高く、他の国の約２倍となっている、パソコン通信加入率では、我が国が最も高く、

次いで米国となっている、ケーブルテレビ加入率では、米国、次いでドイツが、我が国を含

め他の国を大きく引き離している、衛星放送加人率では、ドイツが最も高く、我が国がそれ

に次いでいる、通信料支出額では、我が国の指数が最も高くなっているっ

第１－１－８図

　

国民生活の情報化に関する国際比較

衛星放送㈲人率

ケーブルテレビ加入率

イ

ターネット加入率

パソコン通信加入率

住宅用電話回線加入率

　　　

650

ノコン保有率
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情報通信メディアの普及予測

　

郵政省が行った「インターネットビジネスに関する研究会丿に報告によれば、インター

ネットの利用者数は、９年(1997年）には1ﾕ55万人に達した

　

また、利川ltt帯数は287川け

帯（世帯普及率6.4%)となっている．

　

また、200ジ目二おける利用者数、利川世帯故について兄ると、利用行故は4,136万人と、

97年の3川副二拡大するぼか、利用世帯数は1,929万世帯（|（t帯首及率41.8%)と、現在の携

帯・自動車電話並みに、半数近い世帯でインターネットが導人されると川則している（第

１－１－９表参照）．

第１－１－９表情報通信メディアの普及予測

1997年 2005年 2010年

インターネット普及

　（注１）

利用者数 1,155万 4,136万 4,459万

利用世帯数

世帯普及率

287万

　6.4%

1,929万

　41.8%

2,755万

　54.9%

地上放送（注２） 世帯普及率 100% - 100%

衛星放送（注２） 世帯普及率 - - 85％

ケーブルテレビ（注２） 世帯普及率 10.1% - 41％～60%

携帯・自動車電話（注２） 普及率 46.0% - 46.9%～51.9%

ＰＨＳ（注２） 普及率 15.3% - 21.9%～25.9%

郵政省資料等により作成

　

（注）1

　

1997年における普及率は、97年時点の総人「1比、2005年及び2010年における普及率は、

　　　　

「［1本の将来推計人口（り↑こ１月推計）」（廿会保障・人目問題研究所）による総人門の

　　　

推計値を用いて偉出、

　

旧ﾐ）２

　

地ﾄ放送、衛星放送、ケーブルテレビは、E放送高度化ピジョン2010 ( 9年１小による

　　　

なお、2005年における推計は行っていない、

　　　　

衛星放送は、ＢＳ、ＣＳの区分を設けず、ケーブル経由60％、直接受信25％と想定

　　　　

携帯・自動車電話、ＰＨＳは、電気通信枝術審議公答申y携甘電話等の付句利用方策ﾉ
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第２節

　

生活と通信

１

生活の変化と情報通信メディア利用

(1)生活時間及び家計支出から見る生活の変化

　

情報通信の利用により、生活がどのように変化したのかについて生活時間及び家計支出の

㈲から概観する、その際に、まずは日本人の全般的な生活の変化をとらえ、さらに情報通信

メディアの利用による変化について検討する。

　

ア

　

日本人の生活の変化

　

(ア)生活時間の変化

　

[]本人の生活時間の状況が、昭和61年から８年の10年間で、どのように変化してきたのか

（％）
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第１－２－１図

　

生活時間の変化

・

・

■

- -
- - -

-

G1

｀ヽ、_

　

３

週全体

　

８

ノ

61

｀ヽ､＿

　

３

乍口

　

８

ノ

才ll勁生活基本調査ﾉ（総務庁）により作成

61

｀ヽ､＿

　

３

　　　

８

土曜日ノ
61

　　

3

　　　

8

゛｀‾日曜日く年）

(単位：時間.分)

週川本 乍目 L曜日 日曜日

午 61 :4 ８ 肌 ３ ８ 61 ３ ８ 61 ３ ８

レ欠活動 10.25 10.25 打順5 10.17 10.14 10.24 10.22 10.27 10.43 11,11 11.14 11.23

ニ払活動 7.4.S 7.39 7.13 8.27 8.26 肘)5 回2 6.54 6.01 4.45 4.31 4.07

匹払情動 5.訂 ri.fid 則2 5.16 5.20 回1 6.07 6.39 7.拓 8.03 8.15 8,?>0



を、総務庁の｢社会生活基本調査｣を基に慨観すると、げ事等の義務的な性格の強い活動にか

ける時間は減少し、各人が白山に使える時間加増人寸引頃向にある

　

同調査により、生活時間の全般的変化をより詳細に兄ると、食事等のレ欠活動は微になが

ら増加傾向にあり、週全体では１日10時問25分から10時間35分、比較的伸びの大きい卜耀目

では10時間22分から10時間43分に増が日しているI仕事等の２次活動は労働時間の短縮及び週

休２日制の普及に伴って、全体的に減少傾向であり、週全体では１日７時間48分から７時間

13分、土曜日では７時間32分から６時間↓分へと減少している｡白由時間である３次活動は

増加傾向にあり、週全体では１日石時間47分から６時間12分、土曜日では特に増加しており、

６時間７分から７時問16分になっている(第１－２－↓図参照)、

　

３次活動の中では｢テレビ・ラジオ・新聞・雑誌｣が１日２時間18分から２時間33分へと拡

犬しており、８年では、Ｓ次活動の約41％を占めている、また、｢趣味・娯楽｣が31分から36

分、｢スポーツ｣が10分から13分へと増加している(第１－２－２図参照卜

　　　　　　　　　　　　　　

第１－２－２図

　

３次活動の変化

７

６

５

４

３

２

０

(時問．分)

■その他

口受診・療養

口交際・けき合い

口社会的活動

ロスボーツ

ロ趣味・娯楽

口学習・研突（学業以外）

口休鏝・くつろぎ

ロテレビ・ラジオ・新聞・雑誌

ロ移動（通勤・通学を除く）

61 ３

「什会乍活基本調だ」（総務庁川二より作成

８ (年)

(単位：時間.分)

年 61 ３ ８

移動O誼勤・通学を除く） 0.21 0.21 0.24

テレビ・ラジオ・新聞・雑話 2.18 2.23 2.33

陣鐘・くつろぎ 1.21 1.21 1.15

学が・研究（学業以外） 0.12 0.12 0.12

趣味・娯楽 0.31 0.36 0.36

スポーツ 0.10 0.11 0.Ｂ

社会的活動 0.02 0.05 0.04

交際づヽj'き合い 0.28 0.29 0.27

受診・旅費 0.09 0.09 0.07

その他 0.13 0.10 O､]0
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第１－２－３図

　

家計支出の推移

Ｓ

－

㎜

＝

㎜

㎜

・

・

㎜

｜ ｜ ！
｜

Ｓ Ｓ ｜
Ｓ ｜

･･１ ｉ
ｌ ｊ ｊ ｊ ;’

回 ,.･1

62

　　

63 几
２ ３

‾家計調査年報］（総高庁）により作成

４ ５ ６ ７ ８

ロその他

ｌ教鏝娯楽

ロ教育

ロ交通・通信

ロ保健医療

口被服及び履物

口家具・家事用品

口光熱・水道

ロ住居

ロ食料

９

　

（年･）

(単位：％)

吊 62 63 几 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

食料 28.3 27.7 27.5 27.6 27.4 27.0 26.6 26.4 25.9 25.8 25.8

にj; 5.0 玉9 4.9 4.8 5.1 5.5 5.6 6.1 6.5 6.8 6.7

九烈・水道 5.8 5.6 5.4 5.5 5.5 5.5 5.7 5.9 6.1 6.2 6.3

家tレ家本川品 4.5 4.3 4.3 4.3 4.4 4.2 4.0 4.1 4.1 4.0 3.9

㈲]lj及び履物 7.5 7.6 7.7 7.8 7.7 7.4 7.1 6.7 6.5 6.3 6.2

保健[宋療 2.6 2.7 2.8 2.9 2.8 2.8 3.0 2.9 3.0 3.2 3.3

交通・通信 9.4 9.5 9.5 9.5 9.4 9.4 9.9 9.9 10.1 10.7 10.5

教育 4.3 4.4 4.5 4.7 玉3 4.6 4.5 4.7 4.7 4.5 4.6

教鏝娯楽 9.3 9.6 9.8 10.0 10.0 10.2 10.4 10.3 10.0 10.1 10.3

その他 23.2 23.6 23.6 23.1 23.4 23.4 23.3 23.0 23.1 22.5 22.4

　

(イ)家計支出の変化

　

川本人の家計支出の構成比が、昭和62年から９年の10年間で、どのように変化しているの

かを、総務庁の｢家計調査年報｣に基づき概観すると、教養娯楽や交通・通信に対する支出の

占める割合が増加している、

　

同調査により、家計支出に占める各項目の割合をより詳細に見ると、構成比が増大してい

るのは、主に教養娯楽費(9.3%から10.3%)､交通・通信費(9.4%から10.5%)､住居費(5.0％か

ら6.7%八保健医療費(2.6%から3.3%)である(第1－2－:3図参照)．

　

さらに、昭和62年からり年について、教員娯楽費の内訳を見ると、テレビの占める割合が

3.2%から2.0％へと減少しているのに対して、パソコン・ワープロが1.5%から3.0%へと増大

している．同様に、交通・通信費については、通信機器が構成比自体は小さいが、0.48%か

ら0.70％へと大きく拡大している、

　

イ

　

情報通信メディアの利用と生活の変化

　

(ア)生活時間の変化

　

情報通信メディアの保有者及び加入者を対象に、郵政省が実施した｢情報通倍と生活に関

するアンケート丿９年12川、以卜｢生活調査｣というトトにより、生活[|抑胆]変化につトて

慨観する.



(％)

60

50

40

30

20

10

０

且

な

　

時

づ

第１－２－４図

　

情報通信メディア利用者の生活時間の変化
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個ﾓ活調査」により作成

(眉引

団田ぐりい
ファクシミリ 拐帯蜜語 PH S インター

ネット

ハツコン

通信

ＣＳ公道 ケーブル

テレビ

寝る時刻が遅くなった 社9 42.5 48.3 53.7 54.7 43.5 37.2

寝る時問が滅った 34.6 36.8 40.り 45.4 46.4 40.7 32.8

げ乍時開か増えた 25.2 31.4 2り.8 3□ 32.9 18.3 20汀

余暇時聞か減った 19.6 21.6 24.7 19.4 20.2 15.9 13.6

　

生活時間の変化として、睡眠時問、仕事時間及び余暇時間を兄ると、睡眠時間では、PH

Ｓ、インターネット及びパソコン通信の利用者の乙割程度が｢寝る時刻が遅くなった｣と回答

しており、また４割程度が｢寝る時間が減った｣と回答している(第１－２－４図参照)I仕事

時間については、携帯電話、インターネヽバヽ及びパソコン通信の利肝者の３割以上が｢仕事

時開か増えた｣と回答しており、余暇時間については、携帯電話及びＰＨＳの利用者の２割

以上が｢余暇時聞か減った｣と回答している、

　

以上により、情報通信メディアの利肝者は、睡眠時間、余暇時間加減少しfL事時聞か増

加する傾向にあるといえる、

　

さらに、生活時間の利用の仕方に関する変化を概観すると、ＣＳ放送、ケーブルテレビの

利用者では、｢テレビを見る時間が増えた｣とする回答者が多く、逆にインターネットの利用

者では、[テレビを見る時間が減った]とする回答者が多かったり唯誌や本を読む時問にし各

メディアの利用者とし｢増えた｣とする回答者よりも｢減った｣とする㈲匠者の方が多い(第

１－２－う図参照)つ

　

(イ)家計支出の変化

　

｢生活調査｣により、家計丈出の変化について概観する、

　

通信費用については、各メディア利用者ともら～６割程度が｢通信にかかる賞川が増えた．
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情報通信メディア利用者のテレビ視聴時間等への影響
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(単位：％)

ファクシミリ 携帯電話 PH S インター

ネット

ハソコン

通信

ＣＳ放送 ケーブル

テレビ

テレビを兄る

時間が増ぇた
22.8 19.7 18.8 12.9 11.7 46.7 33.7

テレビを児る

時問が減った

28.1 30.2 32.1 39.4 38.9 18.7 25.1

雑誌岸本を読む時開か

増えた

21.2 21.1 19.0 20.0 20.0 18.7 17.3

誰詰や本を読も付間が

滅った

22.8 23.2 25.3 24.2 24.8 24.4 26.6

１４
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情報通信メディア利用者の支出に対する意識の変化
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(項目)

(単位：％)

ファクシミリ 携帯電話 PH S インター

ネット

パソコン

通信

ＣＳ放送 ケーブル

テレビ

通信にかかる費用が

増えた

57.6 60.0 65.1 68.2 凪7 46.3 50.2

通信にかかる費用を

意識するようになった

36.3 34.9 40.3 45.2 42.3 35.0 30.3

情報の値段や価値を

考えるようになった

29.7 26.3 32.1 41.0 36.3 27.6 29.4

色々なサービス・商品の価格

比較をするようになった

35.4 36.0 38.6 38.2 34.9 31.3 30.0

と回答している。｢家計調査年報｣からも、家計支出での通信に関する費用の微増傾向が読み

とれたが、本調査でも同じことがいえる。

　

また、通信費の増加に伴い、各メディア利用者のＳ～４割程度が｢通信にかかる費用を意

識するようになった｣、ﾚ|青報の値段や価値を考えるようになった｣と回答してお以通信に

かかる費用､情報の価値について意識するようになった二とが分かる(第１－２－Ｇ[ﾒ|参り㈲
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情報通信メディアの生活各分野への影響

(中に：％)

ファクシミリ 携帯電話 PH S インター

ネット

パソコン

通信

ＣＳ放送 ケーブル

テレビ

友人との情報交換が増えた 43.3 37.6 46.3 41.7 37.2 30.5 30.7

活動範囲が広がった 27.3 23.2 27.8 24.0 24.6 15.4 22.3

会社や学校以外での知り合い

が増えた

24.2 21.4 26.1 25.8 25.7 14.2 18.6

仕事時聞か増えた 25.2 31.4 29.8 31.3 32.9 18.3 20.7

時間が有効に使えるにように

なった

27.6 24.4 25.0 28.6 27.8 19.5 21.4

多くの情報を集めてから物事

を判断するようになった

38.8 37.0 40.9 50.7 47.6 30.9 32.5

テレビを見る時間が増えた 22.8 19.7 18.8 12.9 11,7 46.7 33.7

テレビを見る時間が減った 28.1 30.2 32.1 39.4 38.9 18.7 25.1

雑誌や本を読む時間が増えた 21.2 21.1 19.0 20.0 20.0 18.7 17.3

雑誌や本を読む時間が減った 22.8 23.2 25.3 24.2 24.8 24.4 26.6

精神的に豊かになった 22.2 18.1 22.7 19.3 18.4 26.8 22.3

趣味が増えた 25.7 25.6 21.6 31.8 33.3 26.8 24.1

海外の出来事・国際問題への

関心が高まった
23.7 20.6 19.0 19.6 16.1 22.8 30.7

乍活調査_により作成

(2)情報通信メディアの生活各分野への影響

　

[生活許査]によ以情報通信メディアが生活の各分野にり･える影響について概観する(第

１－２－７表参照)

　

ﾄ友人との情報交換が増えた]、｢活動範囲が広かっと｣、｢会社や学校以外での知り合いが

増えた｣といった乍活の変化について、回答者の割良が高かったメディアは、主に、ファク

シミリ、ＰＨＳ及びインターネットであった．

　

これらの項日は、家族・友人関係やコミュニ

ティ活動に関わＯがあるといえるので、この結果より、ファクシミリ、ＰＨＳ及びインター

ネットが家族・友人関係やコミュニティ活動に影響をケえていることがうかがえる．また、

携帯電話よりもＰＨＳの方が、二の目的に利用されていることが分かる、

　

｢仕事時間か増えた｣、｢時問が竹効に使えるようになった｣、｢多くの情報を集めてから物

乍を判断するようになった｣といった生活の変化について、回答者の割合が高かったメディ

アは、士に、インターネット、パソコン通信及び携帯電話であった．このような項目は、け

令と関係があるといえるので、これらのメディアは、仕事時聞、仕事の在り方に影響を与え

ていると考えられる

　

さらに、前述の結果と併せて、携帯電話とＰＨＳでは、使用目的が異

なっている二ともうかがえる.

　

｢テレビを兄る峙問か増えた(減った)]、｢雑誌岸本を読む時間が増えた(減った)｣、｢精神

的に豊かになった｣、｢趣味が増えた｣、｢海ﾀﾄの出火令・国際問題への関心が高まった｣とい

った、趣味・娯楽と関係するといえる生活の変化については、ドビ、インターネットパソ

コン通信、ＣＳ放送及びケーブルテレビのメディア利用者の㈲答割壮が高い傾向が見られ、

これらのメディアが趣味・娯楽にを蓉をケえていると考えられる．特に、精神的な豊かさ、

海外へ削却にヽについて、ＣＳ放送及びケーブルテレビが影響のある二とがうかがえる.
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家族・友人関係と新しいコミュニティ活動

　

ここでは、家族・友人関係の変化、また、地城、ボランティア等の折しいコミュニティ活

動について分析を行う、

(1)一般的動向

　

ア

　

家族の役割

　

経済企|由i庁の｢ず成７年皮国民生活選好度訓介｣によれば、どの年代でも家族の役割とし

て､｢経済生活の安定｣、ド・供を生み育て、教行すること｣などの機能より、〔//〕いに助け今い、

支え今うこと｣、｢休息・安らぎを得ること｣という精神的機能をより巾祝す引頃向にある(第

１－２－８図参照)‥
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男性20政代 33.7 10.4 1.0 19.5 33.3 21.5 61.6

30硯代 33.0 15.9 1.7 15.7 39.7 28.4 征6

40歳代 37.7 10.5 0.8 11.9 35.0 34.2 53.1

50晟代 50.8 7.8 4.1 15.6 22.り 24.( 57.0

女性20政代 26.1 10.9 1.4 17.8 46.7 23.2 59.6

30政代 24.9 14.8 - 15.3 牡5 30.8 57.0

40政代 34.3 10.0 2.2 1よ7 34.4 34.1 63.7

50晟代 45.9 8.1 5.0 12.4 20.5 2;-!.:-! 68.0
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イ

　

社会的活動における関心の広か刃

　

社会的活動とは、総務庁が行った｢社会生活基本調査｣の定義によれば､｢報酬を目的としな

いで自分の労力、枝術、時間を提供して、地域吐会や個人・団体の福祉増進のために行う活

動｣をいう。８年に行われた同調査によれば、何らかの社会的活動を行ったことのある人の

割合は、26.9%であり、地域社会への奉仕を行ったことがある人の割合は18.8%となってい

る(第１－２－９表参照)。

　

ウ

　

ＮＰＯ、ＮＧＯの団体数

　

市民の社会活動を促進する民間非営利組織、非政府組織の台頭が顕著であるが、経済企画

庁が８年に行った｢市民活動団体基本調査｣によれば、８年９月末現在で日本における、市民

活動団体の数は、85,786団体である。また、それらの団体の活動分野は、社会福祉系が

37.4%、地域社会系が16.9%、教育・文化・スポーツ系が16.8%、環境保全系が10.0％となっ

ている(第1－2－10図参照)、

第１－２－９表

　

社会的行動の種類別行動者率
(単位：％)

総数 男 女

社会的活動

　社会奉仕活動

　　地域社会や居住地域の人に対する奉仕

　　福祉施設等の人に対する奉仕

　　児童・老人・障害者に対する奉仕

　　特定地域（へき地や災害地等）の人に対する奉仕

　　その他一般の人に対する奉仕

　　公的な奉仕

　社会参加活動

26.9

25.3

18.8

　3.1

　5.5

　2.1

　4.5

　0.9

　4.9

25.6

24.2

18.8

　2.3

　4.0

　2.0

　5.0

　1.1

　4.3

28.1

26.4

18.9

　3.9

　6.9

　2.2

　4.0

　0.7

　5.5

　

「８年版社会生活基本調査」（総務庁）により作成

注）「社会的活動」

　　

報酬を目的としないで、自分の労力、技術、時間を提供して地域社会や個人一団体の福祉のために行っている活動。

　　

複数回答につき今計値は合わない｡

第1－2－10図

　

市民活動団体の主な活動分野

保健医療系

　

4.7%

環境保令系

　

10.0％

　

ヽ

その他

5.7%

無回答

4.0%

　　　　　　　　　　　　

国際交流

　　　

教育・.丈化・

　　　　　　　　　　　　　

・協力系

　　　　

スポーツ系

　　　　　　　　　　　　　

4.6%

　　　　　　

16.8%

「巾民活動団体基本調だ」（り年:丿）：経済副帥□により作成

剛宍）本調査においては、|継続的、自発的に什ﾌﾞこ的活動を行う、縦刊全巾杓としない

　　

団体で、公益法人けL団法人、財団法ﾉﾋﾞｶﾞ）てないもの］を､↑汀に活動団体と定義レ

　　

調だの対象としている



(2)家族・友人関係と情報通信メディアの利用実態

　

ア

　

P H S

　

(ア)利用実態

　

ＰＨＳは、家族・友人とのコミュニケーショント段として、プライベートな利川が巾心にご

ある

　

このことは、第

　

ペニ、ＰＨＳび)利JI川|的を已ると／水族とのコミュニケーション

(阻4％)や/て人とのコミコ_ニケーション(56.9%)を引丿ているか)割白がμいこと汗乍活訓

だ｣)、第二、ＰＨＳは15.3% ( 9年)川口訃に冷灰してお㈲｢動向副だ{|リ})｣)、利川尚屈

性について兄ると、女性の割介が高く、し婦、ハートの剖介白高いこと(第1－Lビー川すぢ

照)、第ペニ利川時間について兄ても、20峙から丿|ﾔまでの夜間における通馴目|数比率が多

いことから分かる(第１－ツー1⑤ぐ即照)
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ＰＨＳの利用者属性
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(イ)生活の変化

　

ＰＨＳ利川者の乍活の変化について兄ると､家族・女人との会話等が増加する傾向がある、

また、ＰＨＳ利川者の多くが、家族・友人とのコミュニケーションが乃軽にできるようにな

った点について開待どおりの効米があったと回答している。このことから、ＰＨＳにより、

相手がどこにいても連絡がとれるようになった結米、家族・友人との絆が強まったと考えら

れる｡

　

また、会社関係以外の知人が増加レ活動範囲が拡大する傾向にあるげ生活調査])、

　

イ

　

ファクシミリ

　

(ア)利用実態

　

ファクシミリは、26.4%∩年)の家庭が保有している(｢動向調査(世帯)｣)。ファクシミリ

の利用者は、ぼば男女同率であるが、主婦の利川が高い割合(23.6%)を示している(第1－

2-13図参照)、利用頻度は、｢よく利用する｣及び｢ときどき利用する｣との回答が約60％を

占めており、よく利用されている什生活調査｣几また、ファクシミリの利川目的としては、

通販の申し込み(44.0%)､アンケートの応募・投稿(33.8%)、様々な情報の人手(33.3%)、友

人との親密なコミュニケーション(29.5%)が挙げられており、友人とのコミュニケーション

に使われている面もある汗生活調在｣)、

性

　

別

年齢

職

　

業

第1－2－13図

　

ファクシミリの利用者属性
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「生活調査」により作成
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70～
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(イ)生活の変化

　

ファクシミリ利用者の生活の変化について兄ると、家族・友人との会話等が増える傾向に

ある

　

これは、ファクシミリ利用者は、相くﾄが不在の場合であってもコミュニケーションが

図れるようになり、家族・友人との連絡加容易化して意思の疎通が円滑に行えるためと考え

られる、また、様々な情報を容易に人Ｔできることから、環境問題、ボランティア等の仕会

四題への関心が高まる㈲向にある汗生活調介]卜



(3)新しいコミュニティ活動と情報通信メディアの利用実態

　

ア

　

インターネット

　

従来は、有線定話やオフトーク通信が、その同報性、速針けによって、地域コミニフ｡ニティ

内の情報共行化に寄りしていたが、近年、インターネットホームページや電ｆメールを活川

レ情報提供やコミュニティ内の情報共行を行う新しいコミュニティが現れつつある

　

イ

　

有識者インタビュー

　

情乱論、ネットワーク論、意思決定論などを通して、ボランタリーな組織原理を研究レ

ＶＣＯＭプロジェクトにてヽは、地城コミュニティの情報化、障害者の社会参加の什組み作

りなど、ネットワークコミュニティの実験を実施している蒙戸郁右慶唐義塾大学人学院教授

にインタビューを行った。

　

(ネットワーク型組織)

　

組織には､｢統制型甘巾場型甘ネットワーク型｣の３つの形態がある寸統制型]は従来の官僚

組織や企業組織のような組織であり、｢市場型｣は１人１人が独立して活動する組織である、

コミュニティ活動は､｢ネットワーク型｣組織にあたる。

　

自己利益のために｢統制型丿市場型｣組織からは｢いい情報｣しかでてこない、[ネットワー

クヤ]は､｢危ない情報甘悪い情報甘楽しい情報｣がでてくる吋能性があり、それが強みでもあ

るが、統制力や直接的な経済的動機を持たないレネットワーク型｣組織は、脆弱な組織である、

情樅の独占ではなく、情報共石によって強みを産み出し、脆弱性をつながりに転じていくこ

とが、｢ネットワーク型｣組織の存在価値である、そして、情報通信ネットワークは、そのた

めの情報共行のト段として活川できる、

　

例えば、藤沢巾(神余川県)で電fづこ議室プロジェクトを行っているが、ゴミ問題が話題に

なった時、市がゴミ処理に関する硯察会を実施したことが契機となり、それまで単純に市を

批刊してきた巾民も、llfの対応に理解を示すようになった‥これは、情報の独占よりも、情

報辿信ネットワークを辿じた情報共有の方が、結果として強みを増す例である。

　

(ネットワークが普及した社会)

　

インターネットにより、|[t界は均一化する面がある

　

一方、他とは違う面、附けが尊重され、

多様化する面もある。その巾で、他とつながることで個人の様々な能力を発汗する場が提供

され、誰でもがﾋ役になれる世界が実現されるともいえる｡

　

しかしながら、情報通信ネットワークが普及した社会は、楽観的にいえば、多様で豊かな

社会であるが、悲観的にいえば、統制のとれない危ない社会であるともいえるう

　

これからは、１人が複数の人的ネットワークに参加していくと考えられる。目本人は、歴

史的に[結甘講打座]等様々な複数の人的ネヽツトワークに参加するのが得意であったことか

ら、今後の見辿しは明るいと考えてよいのではないか。

　

ウ

　

先進的な活用事例

　

(ア)地域コミュニティ活動

　　

二田｢lf(兵庫県)ゆりのき台白治会の取組は、インターネットを活用してコミュニティ活動

を活性化させた好劃列であるといえる｡

　

ホームページ開設のきっかけは、発腱途卜のニュータウンだからこそ｢街づくりには情報

の共有が人切｣という思いからであった‥自治会内の夫子電気メーカー什いやシステムエン

ジニアらマルチメディアに柏通したメンバーがボランティアで協幻レ

　

９年２川、自治ﾆﾔと

しては全川でも珍しいホームページを発足させた。
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ホームページの内容で注目を集めているのが、什民の意見交換のスタースである｢街のビ

ジョン作Ｏを目指す什民トーク｣で｀ある。地域の問題、行政への唆望等が多数寄せられ、

様々な不齢川からの共感・反発など、街の発展のための意兄で溢れている。

　

住民のインターネット利川率について、り年川川にアンケートを実施巾士だところ、自

治会のホームページを見だことがある人は、47％おり、そのうち81％の人がホームページは

役にゲつと回答している

　

課題としては､円青報内容の史新や充実のための乍業が負担]､リンツーネットを使えない

メンバーがいる｣､｢一部の人に負担が集中｣などの情報リテラシーの差異に起囚する問題が挙

げられている｡

　

(イ)広域的コミュニティ活動

　

インターネット等のネットワークにより、誰でも１軽に簡単に情報の受発信が可能となっ

たことから、関心を同じくする者の地域性に限定されない広城にわたるコミュニティが新た

に成立しており、ネット上で自由かつオープンな双方向のコミュニケーションが積極的に行

われている｡

　

寸ｊ

　

W 0 M (Women's Online Media)は、全国各地の女性ブルーフ間のネットワーク作り

　　

を目的として、７年に、会社員、主婦、学生等女性７人により設々lされた任意団体であ

　　

り、インターネットにより子育て等の女性のための情報を収集・提供している。子育て

　　

については、ホームページ上で｢保育所|吉報｣等の提供を行っているほか、電子メールに

　　

より｢釧川｢育児甘f育てと仕事の[而立]などの問題についてメンバー間で意見交換を行

　　

っている、ＷＯＭへの参加は、インターネット!lで吋能であるため、メンバーが増え、

　　

９年９川現在、31人が参加している。

　

②

　

この他、インターネットLで地域コミュニティ情報の交換などを行う｢おがれ27｣(北

　　

海道)等、様々なコミュニティがインターネットヒに存在する。

(4)ボランティア活動と情報通信メディアの利用実態

　

ボランティア団体においては、従来は、情報提供や会０問の情報交換は定期的に発行する

機関誌によるものが中心であったが、近年、インターネットホームページや電子掲示板(ホ

ームページll)を利川して、メンバー間の情報交換を実施したり、広く

　

一般向けに広報活動

を行う佃｣が見られる｡

　

ボランティア団体のホームページ開設の効果としては、｢活動内容か社会により広く知ら

れるようになった｣寸他のボランティア団体との交流が活発になった｣､｢メンバーの数加増大

した｣､｢メンバ-ImJJ:の情報交換が活発になった｣などのボランティア活動の活発化か挙げら

れている〔郵政省調介卜〕(第1－2－14図参照)、

　

これはヽもともとボランティア活動に参加したいという意欲のある人が、インターネット

を通じてその活動に閔する情報に接する機会を得た結米、偵極的な収組を行うようになった

ためと号えられる＝またヽインターネットを利川することで簡単に情報交換できることから、

ボランティア団体相仔問・メンバー相斤問のつながりが強まったと考えられる。



第1－2－14図

　

ボランティア団体のホームページ開設の効果

情報がメンバーにすばやく行

き渡るようになった

メンバー同士の情報交換が活

允になった

他のボランティア団体との交

流が活発になった

海外との交流が活発になった

会報や機関誌の発行にかかる

Ｌ間やコストが削減できた

活動内容が社会により広く知

られるようになった

メンバーの数が増人した

活動がより円滑に行えるよう

になった

活動全体が活発になった

その他

特にな1

０
10 20

「郵政省資料」により作成

30 40 50

N＝83

60

(％)

（5）効用と課題

　

情報通信ネットワークの発達により、時間、空間を問わずに誰とでも情報交換ができるよ

うになることから、①家族・友人関係の絆がさらに強まり、②社会的関心を同じくする者ど

うしの新たな人的ネットワークが構築され、③ボランティア活動団体相互のつながりの強化

やボランティア団体の活動の活発化などの効用が生じている。

　

課題としては、ネットワークに参加するための情報通信機器・ネットワークに対する情報

リテラシーの問題や通信料等の費用負担軽減等が挙げられる。
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仕事

(1)一般的動向

　

企業の情報化が急速に進腱するｰ方で、労働力の高齢化、就業形態の多様化など、雇用構

造も大きく変わりつつある。

　

ア

　

企業の情報化

　

郵政省の｢平成９年度通信利用動向調査(:ふl業調査)｣(９年10月､以ト｢動向調査(企業)｣とい

引によれば、企業におけるＬＡＮの利用率は、産業平均で75.2%け寸前年度比8.6ポイント

増)、イントラネットの導入状況は、産業平均で21.4%である。導入予定のある企業を加える

と、それぞれ、83.0%、43.0%となる(２章７節参照)。これにより、企業活動の仕組みが大き

く変わりつつあり、企業にとって情報通信の有効活用が不可欠なものとなっている。

　

イ

　

労働時間

　

総実労働時問は、昭和63年以降、労働基準法(}i40時間労働への移行)の改正を背景に減少

しており、現在は戦後最低の水叩にあるといえる(第1 － 2 －151メ|参照)。

　　　

第1 - 2 -15図　年間総実労働時間の推移

(所定内労働時間)

(総実ﾂﾊﾞ勅時問)
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丿?働宵）により作成

（汗）年川］労即行開放は、汚巾りjハi'i'rl2(;'vレ小数巾以ト在回捨/E人したものである

９（年）

　

ウ

　

労働力人口の高齢化の進展

　

労働力人目に占める55歳以ﾄの川合を兄ると、目本は２年べ199㈲〕|ﾔ点で欧米卜要各国上

Ｏも高い水塵にあり、将来的にも、我が(㈲T)労働万人､[1に占める55巌以[ﾕの割合は、川加す

ると臼どされている(第1 - 2 -16図参照)
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第1－2－16図

　

労働人口に占める55歳以上の割合（男女計）
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エ

　

就業形態の多様化

　

雇用労働者の就業形態は多様化する傾印二あり、正規の職員・従業Ｏの割合は低下傾向に

ある一方で、ハート、アルバイ|づの非旧見従欠員は、その割介、数と引二増力日傾向にある

(第1－2－17図参照)
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就業形態の多様化
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オ

　

通勤距離の増加

　

職場と仕口の遠隔化か進んだことを背帽二、勤労者の通勤か離は増加する傾向にある(第

↓－2 －18表参照)ﾕ

第1－2 －18表　平均通勤距離の推移

(単位：ｈｌ)

犬 50年 ２年 ７年

首都圏全域 23 24 24

中京圈全域 21 22 25

近畿圈全域 21 20 22

：７年版人都市交通センサス_（迎輸省）により作成

(2)仕事分野における情報通信メディアの利用実態

　

ア

　

携帯電話

　

(ア)利用実態

　

携帯電話は、プライベートな目的よりも、什事で使われることが多い。このことは、第一

に、携帯電話の利用目的を見ると、仕事の効率化を挙げている者の割合が約５割と高いこと

汗生活調査])、第二に、携帯電話の世帯保有率は、推O％(9年)であるが、携帯電話を半分

以ﾄ什今日的で使用すると回答している世帯が68.9%にのぼることで分かる(｢動向調査(世

帯)｣)｡

　

さらに、携帯電話とＰＨＳの利肝者を比較すると、携帯電話の方が仕事に多く使われてい

る。このことは、第一に、利用者属性について見ると、男性の割合が高く、会社員、自営業

の割合が高くなっていること(第↓－2－19図参照)､第二に、昼間の利用回数と↓日当たり

の通話回数がいずれも携帯電話の方が多いことから分かる(第1-2-12図参照)。

竹

　

別

吊

　

齢

貝

　

哀

第1 -2-19図　携帯電話の利用者属性

川悦,り,洲だ」により什成
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なお、｢ヽ|勺」な丿口曳山､誹I川丿動向訓似廿拍引.ＩＭＯ]いい目O 巾によれば、携帯電話は. Il"

業所の約６剖がに行してお０、携什l払辞川士川川回数が多いのは、閃白石∧心気・ガス・

水逆業、建設業竹であり、デスクワーク以外の業務かしこある業節で特に刊川にれている

　

(イ)仕事の変化

　

携帯電話を使川することにより∧lm,リバ乱トご削かど二からでかjf能であＯ、場所にと

らわれないでfトJfができ、け小の効ご則ﾋを促していると号えられる

　

これは、携帯巡謡の使

川頻度が鳥い人ほど、f目付)効率化について則時とかＯの効米があったと言えていることか

らも明らかである(第１－ご－20図参照)

　

しかしながら、

　

う‘では、携帯yに肝|｣川片の多くが、け匍け問白増え、余暇時問が減った

と感じており／心話をど二でも受けられるという携甘心話の機能が、いつ、どこにいて剖Ｌ

事が入るという弊刀を生んでいるといえるに乍活調査])

第1 -2-20図　携帯電話の使用頻度と満足度
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イ

　

インターネット

　

(ア)利用実態

　

インターネットの使片川的としては、仕奏とプライベートの両方があるが、企業における

インターネットの導人社よ帽二進腱しており、什事で使われる二とが多くなってきているっ

　

二のことは、第一に、よ業におけるインターネットの導入状況について見ると、産業全体

で７年度辻7％、8年､度50.4%、り年度68.1%と急激に導入されてお（特に金融・保険業、

製造業での導入比率が高いこと汀動向調査(企業)｣)、第二に、インターネットの保有目的と

しては、仕事(14.2%八仕事とプライベート(18.1%)となっていること汗情報通信とライフ

スタイルに関するアンケーＵ(８年12月、以下｢ライフスタイル調査｣という、ド1o)、第三に、

インターネットの効果として仕事の効率化(32.8%)、家で仕事ができる(21.1%)を挙げてい

る人が多いこと汗生活調査｣)、から分かる。

　

さらに、仕事におけるインターネットの利用実態を見ると、利用者属性としては、男性30

代以ト、会社員・会社役員・公務員が多い(第１－２一21図参照)。利用の目的としては、情

報収集(67.7%)､連絡相談(30.2%)、巾場調査(9.6%)が多く、利用場所は、勤務先の職場

(45.6%)、自宅(28.8%)、また、利用頻度としては、毎日１時間未満(32.8%)が多い汗ライ

フスタイル調査])、

性別

年齢

職

　

業

第1－2－21図

　

インターネットの利用者属性
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アルバイト
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(イ)仕事の変化

　

インターネットを仕事に利川している人の目的としてノ|吉報収集(67.7%)、連絡相談

(30.2%)が挙げられているが、こうしたインターネットを利川しか|冑報検索、連絡は、国内

外を問わず、リアルタイムで可能であり、付淳の効率化を促していると考えられる汀ライフ

スタイル調介])、

　

なお、インターネットについて川打寺どおりの効.服があった項目として、｢様々な情報の人

∩(84.3%几｢情報のずばやいやりとり上68.9%｣、∩毎外と情報のやりとり｣(49.0%)が挙げ

られているけ生活調介卜



　

(ウ)問題点

　

インターネットについては、｢映像が送られてくるのか遅い上｢フうイバシーのにいに、

｢利川料金が高い｣といった点が課題として指悩されているげ牛.活訓介卜

(3)テレワーク

　

ア

　

テレワークの定義

　

テレワークとは、1970年代に出現した新しい労働形態の慨念であり、レヽソコン等の情樅

通信機器等を利出し遠く離れたところ∩汪２ＬＬ)でけ今を行うこと(ｗｏＲＫ)｣をいう

　

ここでは、テレワークを行う場所に首目して:3分類レ①|①七等で行うものを｢ホームオ

フィス｣、②企業の.燧L等で行うものを｢テレコミュート｣、③外部で行うものを｢モハ'イルワ

ーク｣とし、それぞれについて記述する(第1－2－22図参照)

第1－2－22図

　

テレワークの分類

自宅等で行うもの

　

(ホームオフィス)

テレワーク
支社等で行うもの

　

けレコミユーＯ

外部で行うもの

　

(モバイルワー列

ｲ］ SOHO

テレホームワーク

テレコミユート

　

イ

　

テレワークの現状

　

テレワークは、高度情報化の進展や勤労者意識・企業の経営環境の変化等を背けに生まれ

た新たな労働形態であり、｢テレワーク人レI調査｣(社団法人日本サテライトオフィス協会)に

よると、我が国では、80.9万人(テレコミュート人目のみ戸８年耳涌ﾐ)が従事していると抑計

されている。

　

テレワークに適した業務は、個人単位で行う二とができる業務が中心であり、企画書や報

告占の作成、洋服等のデザイン、設計・翻訳、パソコン等によるデータ人力や集計、調だ研

究があると考えられている。

　

ウ

　

ホームオフィス

　

ホームオフィスは、労働に従事する晋により、半自行装晋が行う｢ＳＯＨＯ｣(Small Office

Home Office)、②契約社員(期問限定の雇用契約を結んでいる者)等が行う｢テレホームワー

列、③正社員が自宅で行う｢テレコミュート｣に分類される｢なお＞ﾌﾟ｣)4二ついては、｢テレコ

ミュート｣の項で併せて記述する、ト

　

(ア)ＳＯＨＯ

　

(ＳＯＨＯの現状)

　

ＳＯＨＯとは、Small OfficeHome Officeの略語で、∩営能片が、小さな貸し部川や自宅で

｢独､yして卦|ぷ業を営かこととｰ般には定義できる｡
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(ＳＯＨＯの事例)
－
１

－

　

フリーの音楽プロデューサーＡ氏(束:J;日1ﾓ伴39歳)にインタビューをしたところ、次の

どかＯであった

Ａ氏は、レコードで且llや広告代川店から提示された人まかなコンセプトを基に、歌手、

　

作曲家、作詞家、編排家３の各腫クリエーターを集め、細繊化し、音楽の制作を行ってい

　

る

　　

従宋は、クリエーターとスタジオに集まｏ、録音したテープを試聴しながら曲の調幣を

　

けっていたが、現在で｀は、それぞれのオフィス([勺宅]にいながら、インターネットを介し

　

て、曲の試聴・打ち介せを行っている。

　　

また、新人クリエーターの発振も、新人クリエーターのホームページにアクセスするこ

　

とによって行っているI新人クリエーターにとっても、従来はデビューのために東京近郊

　

にいる必要があったが、インターネットを利川することで、必ずしもけ都閲にいる必要が

　

なくなったという

　　

Ａ氏によれば、自分の好む場所で仕事を行った方が、より創造力を働かせることができ、

　

プロデューサーやクリエーターにとって、ＳＯＨＯのメリットは大きいという。

　

②

　

自宅で雑誌記■Kc7)制作等を行っているＢ美さん(東京在住30歳代)にインタビューをし

　　

たところ、次のとおりであった｡

　　

Ｂ芙さんは、会社を退職レ結婚した後、丿｢前にll京した、勤め先を探したが、通勤

　

事情等により適当なところがみつからなかった。自宅でづ植オペレーターの腕を活かす方

　

法はないかと考えていたところ、ネヽパヽ上でつき含いがあった出版社に勤める友人から、

　

映【由川係業界紙制作のための基礎データの打ち込みを紹介された。データを自宅で作成レ

　

通信を使い納品するという形でこの業務を受けることにした。これがテレワークのきっか

　

けだった｡

　　

その後、仲間５人と｢配七女性オペレータ井戸端会議｣をネットtづ二出没し、情報交換を

　

開始したが、ほどなく、オペレーター、ライター、翻訳者、プログラマーなど、様々な職

　

種のテレワーカーたちが活発に意兄交換する場になった。

　　

翌年には、在宅ワーキングフォーラムを開設した。フォーラムには、在宅で仕事を行う

　

ために役丘つ｢オンラインソフト｣、先輩たちの書き込みをまとめた｢在宅ワーカーのため

　

の営業指南丿確定申告の方法｣などがあ０、在宅ワーカーを志す人たちのより所となって

　

いる｡

　　

Ｂ万さんによると、テレワークをし尹く活かせるコツは、家族にけ事の内容に対して理

　

解を求め、家族など身近な人とのコミュニケーションをトｙく保つこと、とことん話し合

　

うことだという

　

(イ)テレホームワーク

　

ベンチャー企業のＣ社(神奈川県所在)は、社長を含めて社いはわずか２人であり、アパー

トの

　

づでに所狭しとヽレい丿２ンを使いヽ障宍片向けの柿助機器の企画開発をするが、同社

ではヽテレホームワークを行う契約仕口のＤ氏(束京在住23歳)が大きな幟力になっている。

　

Ｄ氏は脳竹ﾐ麻庫の障宍を持つがヽ努力の木ヽ第丿引青報処川技術者等の資格を取得レ

　

９

年づ川|から|甫|:の契約社０として71{宝勤務を就けている．Ｄ氏は、Ｃ礼が障害者向けに発売

する特殊キーボードのコントロールフ･ロブラム開発などのソフトウェア部分を担当している



が、打ち今わせなどを除き、日常の情報交換は電f･メールでべ丿とｏしているため、友何｢。

丈障は

　

･-切ないとのことである

　

将来的には、Ｃ社の例のように、情報通祐ネットワークの是達がづ往片猷川か万代ﾌﾞこ今川

加させ、障害片の社会参加を促進するものと期什される

　

エ

　

テレコミュート

　

テレコミュートの伜｣として、郵政省が実施している､武行がある｡

　

郵政省では、り年10月から、川家公務いとしては我が国で初めてのテレワークを､川丿七て

いる。これは、本省等のベースオフィスと職０の自宅やその近辺のオフィスをり糾副|線等で

接続するものである

　

現在、テレワークの､浅行の対象となるのは、本方・郵政叶究所・開申:

郵政肘に勤務する職いであり、横浜巾(神余川県)とｙ川巾(東京部)に設置されたテレワーク

センターに勤務する方式(約170名の職いが交代で参加するゲ定)と乍七勤務方代ｎyl)によ

り実施されている｡また、１人のテレワークの回数は、原則として週ゴ目|程度となっている

(第1－2－23図参照)ﾕ

　

現在のところ、テレワークのメリットとして｢通勤時I川が短くなった且時臣外方働か減少

しか丿家族と一緒に食事ができる｣という意兄が引ずられてお以肉体的・精神的な疲労の

軽減についても効米があると奸詐である‥

　

郵政省では、二のテレワーク試行を11年八月まで実施し突務能率向ﾄの度今い、勤務時

間管理や服務竹川の状況について検証を行うこととしている

第1－2－23図

　

郵政省のテレワーク

テレワークセンタ

　　

Ｏ川に横浜）

　　　　

ベースオフィス

(本宵、郵政研究所、匯lqt郵政り)

郵政i柚･'汗|･によ0 n成

十一ムオワｆス
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モバイルワーク

　

(ア)技術的背景

　

データ通信に適したデジタル伴動体迫f乱田の整備、ｌｓＤＮ公粘七謡の増加などの通信イ

ンフラの允吹をそけ、モバイルワーク八ご増している

　

また、移動体通儒では、昨年の春か

らＰＨＳ他業行が32kbpsのデータ通信サービスを開始レサ後は、携帯電話でも大容量の

データが送れるＣＤＭＡ叶卜Ｄy割多元接続)技術による高速データ通信サービス(64kbps)

が、開始されるや定であり、モバイルワークの環境は、ますます整備されつつある。

　

(イ)モバイルワークへのニーズ

　

企業の34％が、外出先からインドラネットへ接続できる環境を構築していると回答してお

り、今後具体的な接続仁七がある企業とあわせると、約７割の企業でのモバイルワークの利

片丿環境の整備が見込まれる｡内訳を兄ると、サービス業・その他、製造業等において接続で

きる環境構築の割合が高い(第1－2－24図参照)。モバイルワークに適するのは、労働の場

所・時問か固定的でない営業等の職種であＯ、こうした職腫では、いつでもどこでも、音声、

データ等によって会社との連絡加可能な携帯電話・携帯端木等への強いニーズがあると考え

られる｡

第1－2－24図

　

外出先等からのイントラネット接続率

令

　

休

建,心気

製造業

運輸り匝討業

卸ソレ小売業，飲食店

企剛ト保険業

サービス業・その他

０



　

(ウ)モバイルワークの実施例

　

人手コンピュータメーカーのＥ社(本社｡牡京)の場介、営業マンを中心に、[削印二紳られす

に効率的に仕事をできる勤務体制が必要だという要望が強いことから、釧巾1か所にサテラ

イトオフィスを設置レ同社のシステムソフトサービス部門、営業部門と令川呉汁あるＳﾄ2

会社を対象に、り年訓|から、モバイルワークを開始した

　

同什では、ノートブックパソコ

ンと32kbpsのＰＨＳを、全営業職4,000人とS K 1,500人(出張機分の多い人を対象川二配備し

か、

　

また、外部からでも情報検索を可能とするため、イントラネットを構築レプロジェクト

に関する情報についてＷＷＷで参照できるようにしているなど、ＳＥ技術情報として過去に

手がけた事価｣、技術情報パターンの共有化を行っている、

　

同社の場介、モバイルワークを導人する二とて、移動時問を圧倒的に短縮でき、スピーデ

ィな結米報告もできるようになった。これにより、社員には、効率よく1｢1の仕雅を終え、

帰宅時間も早まり、牛活にゆとりが持てるようになったと好評とのことである。

　

(エ)課題

　

今後、モバイルワークが企業に根付いていくためには、ハード・ソフトの両面で課題が残

されている。

　

ハード面では、バッテリー容量が小さいために携帯用のミニノートの連続稼働時間は、ム

:3時間に限定されており、かなりの重量のある斤備バッテリーを常に持ち歩かねばならない

ため、モバイルワーカーの負担於大きい点が挙げられる、

　

また、ソフト面では、情報の電‾f化、職場で発生する各種情報の共有化システムの構築、

の２点が挙げられる。
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米国のテレワーク事情

　

世界に先駆けて1り80年代後半からテレワークが普及し始めた米国では、1995年時点で910

万人の労働者がテレワークを実践していると兄られている(第1－2－25図参照)。

　

米国におけるテレワーク普及の要因としては、①米国では企業内の業務分担が明確で、仕

事の評価が成果中心であることから、オフィスを分散させやすいこと、①経費削減の観点か

ら、可能な業務についてはアウトソーシングを行うことが通常であること、が挙げられ、テ

レワークが定着しやすい環境にあるといえる、また、車社会である米国では、排気ガスによ

る大気汚染が深刻な問題であり、自動車通勤を抑制する必要があることから、テレワークの

普及が求められることも要因と考えられるっ

　　　　　　

日本

　　　　　　

米国

　　　　

欧州令体

　　　　　　

英国

　　　　

フランス

　　　　　

ドイツ

　　　　

スペイン

　　　　

イタリア

その他の欧州諸国

０

第1－2－25図

　

主要国におけるテレワーク普及状況
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テレワーカー数（ニト人）

〔注〕日本のデータは1996年現在、米国のデータは1995年現在、その他の国については1994年現在

　　

JALA International.Inc.のホームページ、Kone and Wynne (1996)、（社）口本サテライト

　　

オフィス協会(1997)により作成

(4)効用と課題

　

ア

　

効用

　

仕事分野に情報通汀メディアが普及することにより、①仕事の効率化、乍産性の向しか図

られる、寸通勤時間削減、地方勤務・在宅勤務の増加などにより｢ゆとり｣の創出、⑤)自動車

交通量の減少による環境浄化、①)高齢者、障害者雇用の㈲進などの効用がある。

　

イ

　

課題

　

機器のハード面等では、映f剰ム送速度が遅い∩ンターネッＯ、パソコンの重量が重い

(モバイルワーク八通信料金が高い、などの課題がある、また、新しい勤労者管理の在り方

などを確ゲする必要がある。



４

　

趣味・娯楽

(1)一般的動向

　

ア

　

生活時間の変化

　

ＮＨＫ放送文化研究所の｢乍活時間の時系列変化｣によると、人問の行動を、睡眠や食乍の

ドり予ご需行動]､什･jFや学校、家令等の｢什会生活行動｣、レジャーやテレビ硯聴等の汀|山時

間行勁]のぐつのタイプに分け九場介、自山時問行動に費やす||､賢㈲よ･けして増加㈲向にあ

る_

　

総州府の｢田民乍活に関する世､倫調介｣によると、生活の様々な分野の中で、｢今後、生活

の、どのような面に幻を入れたいか｣と闘いたところ、[レジャー・余暇生活]に力を入れた

いとする者が、鳥い割合を占めている(第1－2－26図参照)。

　

また､｢レジャう寸劃97｣によると、７年調査と比較して、８単調査で参加人目が人きく仲

びたレジャーは、外食、川内旅行、ドライブ、園芸・庭いじり、テレビゲームであり、逆に

大きく減ったのは映画、海水浴であった｡現在の傾向として、キャンプなどの野外活動に対

す引剥心の高まりと、テレビゲームやパソコンなど電ｆメディアを川いた娯楽の増加が特徴

的である、

(‰)
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第1－2－26図

　

今後、特に力を入れたい生活面

52.5 r37.5 62.5

［国民生活に関する世論,凋改］（総fl=［1府］により作成

（註∩丿動瞰∧心気製|止水隠などの耐久消費財の面

4.5 9｡5

吊）

　

㎜■-

ぷ

　

2

j･.-

jl」

認

印

〆●“
－

iill

属

４

｜
趣
味

娯

楽

３５



>sJ
j

-⌒ぶ

趣
味

娯
楽

３６

　

イ

　

放送番組の中での趣味・娯楽番組の多様化

　

ＮＨＫ放送文化研究所の｢乍活時間の時系列変化｣によると、自由時間のうちテレビ視聴時

開か、平目で約８割、上目で約７割と大きな割合を占めている、また、傾向としては、昭和

55年以降若干の減少㈲向にあったが、２から７年では平目で7.7%増加しており、テレビ視

聴は余暇時間の過ごし方として非常に大きな存在となっているっ

　　

'方、放送番組の中での娯楽番組の位置づけを見てみると、日本民間放送連盟の｢番組統

計｣によると、娯楽分野の放送番組は、一貫して40％前後と放送番組中で高い割合を占めて

いる(第1－2－27図参照卜

(年)

　

ｊ

　

３

　

４

６
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８

第1－2－27図

　

地上波民間放送の10～12月の平均放送時間
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放送のチャンネルの多様化

　

テレビ放送は、従来は地上波放送だけであったが、ケーブルテレビ、ＢＳ放送、さらには

ＣＳ放送の普及により、祝聴可能なテレビ放送チャンネルは、数百チャンネルに増加レ視

聴の選択の幅加増大している、また、チャンネルの多様化により、従来はなかったスポーツ、

映肉、尚楽等の趣味・娯楽等のヴ門チャンネルが出現し、より選択の幅が広かった(第1－

2 －28図参照几

(2)趣味・娯楽分野における情報通信メディアの利用実態

　

ア

　

ＣＳ放送、ケーブルテレビ

　

(ア)利用実態

　

趣味・娯楽分野におけるＣＳ放送とケーブルテレビの利用者属性を見ると、ＣＳ放送では

30代、40代の年齢層や男性の割今が高く、ケーブルテレビでは50代、60代の年齢層や女性、

特にfﾐ婦の割合が高くなっている(第1 - 2 -29図、第1－2－30図参照)。
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ＣＳデジタル放送の分野別チャンネル数
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ＣＳ放送の利用者属性
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実際の炭聴状況については、ＣＳ放送視聴者の64.4%、ケーブルテレビ炭聴晋の83.8%が、

祝聴可能なチャンネル徽は11チャンネル以卜あるとしている(第1－2 －31図参照卜

　　

り八祝聴頻心については、ＣＳ放送とケーブルテレビともよく刊川している人は６割弱、

ときどき利川している人江約３割と、約９割の人が炭聴している(第1－2－32図参照)。

　

また、ＮＨＫ放送、衛星放送及びケーブルテレビの↓か川の料金の刎ﾑ額の平均は７年が

1.551円、８午が1,669円、９年が2,233円と初めて2,000円を超えた汀俯向訓介(財帯)｣)。

　

これらの結米から判断すると、従来総合編成されていた放送と輿なり、今門チャンネルを

各自の趣向に今わせて選択するスタイルが出現している……また、テレビの祝聴スタイルとし

ては、従来の受動的な視聴に加えて、比較的能動的な視聴小増万日してくると考えられる。

ケーブルテレビ

CS放送
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視聴可能なチャンネル数
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(イ)生活の変化

　

ＣＳ放送とケーブルテレビについて、汀1分の趣味に今う番組の祝聴｣に関しての同時と効

果について見ると、｢期詩レその効果があった｣又は｢期詩しなかったが、効果があった｣は

それぞれ高い割合を占めており、番組の内容については、趣味・娯楽の充実を図るという目

的に合致レ満足している人の多いことが分かる(第1－2－33図参照)

　

また、視聴している分野では、ＣＳ放送、ケーブルテレビとも趣味・娯楽分野が多いが、

ケーブルテレビでは、ニュースや人気二戸報といった地域と密接に関係のある番組がよく視聴

されている(第1-2-34図、第1－2－35図参照ト、
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自分の趣味に合う番組の期待と効果
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（ウ）今後求めるサービス

　

ヶ－ブルテレビは九フごイバ四万人による人ゴハし良品質化や、通仁サービスの提供等に

よＯ地域の総汗的な情報通にインフラとしての発服が期待されてお大利肝者サービスの向

llが期侍される

　

厨サービスの利川意向については､「ビデオ・オン・デマンド」が62.9%、

∩レター礼バ付勧咬サービス］が36.4%､∩払詐サービス」が1よ6％となっている汗生活調

た丿

　

（エ）問題点

　

ＣＳ放送、ヶ－ブルテレビについては、「万日人料や炭聴料金が高い」、「番組表がわかりに

くい」などについて不満を感じている（第１－２一36図、第↓－に－37図参照）、

加]入料や祝聴料公

加高い

番組衣がわかりに

くい
チャンネルのL刀特

に時間かかかる

番組メニューが允

実していない

番組の内容かおも
しろくない

アンテナの設置や

機器の,役山が面倒

画質が悪い
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(オ)他メディアとの代替

　

ＣＳ放送加人後におけるその他メディアとの↓頷州寺問の変化について兄るり｢減った｣もの

は｢レンタルビデオの利用回数｣､｢ＣＳ放送以外のテレビ放送を兄る時問ブ」頓となってトる

接触時間が変わらないものとしては､[新聞を読む時間]､口丿邦語を読む時則｣となってお

り、ＣＳ放送は専門性が強いので、映像メディアとＣＳ放送は代替関係にある

　

り八活字メ

ディアとＣＳ放送では、関辿がないことが分かる(第1 － 2 －381ズ|参川卜

　

また､ケーブルテレビ加人後におけるその他メディアとの接触峙間の変化について兄ると、

企メディアにおいて｢変わらない｣という回答が多く、ケーブルテレビはＣＳ放送より他メデ

ィアの代替が小さいといえる(第1－2－39図参照卜
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ＣＳ放送加入前と後の各メディアの接触時間の変化
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インターネット．パソコン通信

　

(ア)利用実態

　

往味・娯楽分野におけるインターネットとパソコン通∩の利川者属性は他のメディアと比

較して、女性が少なく、GO歳以llの利用者では極端に少なくなっている(第↓－2 －40図、

第↓－２一肌図参川ト
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プライベートな目的でインターネ･パヽを利川している場所は丿|宅]が77.:叩らと、人T⑤占

めている(第1-2-42図参照)また、インターネットのフうイペー∩|的の利叩卿水ソ毎

日]が35.6%丿１週問に数回]が俑ぶ％となっておｏ、よく利川されている二とが分かる(第

1－2－43図参照)プライベートの利用時問郊で言｢23時～リヤ｣の深夜の利川が１割占めて

いる(第1－2－44図参照)I
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インターネットのプライベートな利用時間帯

「ライフスタイル調だ」により作成

　

(イ)生活の変化

　

インターネットで提供されている各種情報のうち、ユーザーの接触率が高い分野は、｢趣

味・娯楽｣、｢ニュース｣、｢企業｣であり(第1－2－45図参照)、インターネットは趣味・娯楽

分野にとって服要なものとなってきている。

　

｢趣味・娯楽｣に関して効果があったかどうかについては、インターネットで63.0%が、パ

ソコン通信で63.2%が効米があったとして、概ね満足している(第1 - 2 -46図参照几
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　関防しなかつたか、　関防したか　その筒貼ぶ ∩力緊かあ,,た　　「関防はすれ

期待し、その効果かあった

　　　　　48.5

1
　　　14.7

　　１

】り.2
とちらてもない

　　　26.7

　!9｣待しなかつたか、　関防したが．その効緊は
｢初栄かあ,,た　　｢明待はすれ

期待レその効果があった

　　　　　47.3
15.7 10.5

とちらてもない

　　　26.5

｜　　　　　　　　・　　　　　　　　｜　　　　　　　　・

0

　　　　　　　

21.J

｢牛_活調査Ｕ二上り作成

如 60 X(J 1卵バ％J

　

(ウ)問題点

　

問題点としては｢映像が送られてくるのが遅い｣､｢利川料金が鳥い｣､｢代金支払の時にクレ

ジットカード番号を送信するのが不安｣､｢プライバシーの侵害やいやがらせが不安｣と、利用

環境やセキュリティ・プライバシー保護に問題があるとしている(第1－2－47図、第1－

2 －48図参照レ
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インターネットの問題点
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パソコン通信の問題点
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づ則川人ユーザーの中にもホームページを作成している人が増えているが､｢生活調査｣に

よると、現在州川中又は過去にホームページを作成したことのあるユーザーは40石％、今後

作成したいと考えているユーザーは3回％にのばっている

　

しかレホームヘージを公開するﾄで気がかｏなことは汀自分の名前や住所などを勝手に

使われる｣丁電トメールなどで嫌がらせを受ける]､｢ページの史新に手間がかかる｣となって

お肌プライバシー保護の問題が.ト位を占めている(第1－2－49図参照ト

自分の名前やぼ所など

を腿トに使われる

電j！メールなどで嫌か

らせを受ける

ヘーンの更新にＬ問加

かかる

サーバーの利川料かか
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アクセス数か少ない

その他
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ホームページ公開の問題点
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今後の利川意向については、65.0%が｢非常におもしろくこれからも続けたい｣としても①

今後も様々な分野で普及・活用される二とが予想される、

(3)先進的な活用事例

　

ア

　

インターネットによる個人情報の発信

　

あるバスケットボールチームの代表の東:京都人田区白ﾐ件のＡさん(32歳)は、チームの紹介

をホームページに↓葛載している。現在、チームには100人以上の会いが登録されているが、

その２割はホームページを見てチームに加人してきた人である

　

ホームページを掲載する前

は他のチームと糾丿習試合をしたことがなかったが、それも実現し、アクセス数は１年半で

7,000件にもなった、また、外国にHﾐんでいる人から、近々日本に行くので練習に参㈲させ

てぼしいといったメールが届いたこともある、Ａさんは幸いにして嫌がらせのメールは受け

たことはないということであるが、電話番号や住所等の個人情報はネットトには掲載しない

など注意を払っているという、

　

イ

　

インターネット放送

　

インターネットが普及レまた、映像や音声をパソコンで再乍できるソフトが充実してき

たのに従って、多数のユーザーに向けて、インターネットを通して映像・音声を配信するサ

ービスがあり、このようなサービスは｢インターネット放送｣と呼ばれる二とがある。ユーザ

ーはホームページ|ﾕで映像、占声ファイルをダウンロードしながら再生することにより、ぼ

ぼリアルタイムで映像、音声を受信する二とができる、従来はイベント中継等の単発的な内

容の番組が多かったが、現在では定期的に放送番組を提供するバングーネット放送局]も数

多く登場している｡

　

コミュニティ放送局の逗子・葉山コミュニティ放送(株)では、８年11月から、インターネ

ットで自局のＦＭラジオ番組を流していたが、９年11月からは動画像も流し始めた、インタ

ーネット放送を開始したきっかけは、インターネットそのものに対する興味に加え、コミュ

ニティ放送では出力が小さく、放送エリアが限られてしまうため、インターネットを使い広

い放送エリアをカバーしたいという考えがあったからだという。放送開始当初は一日のアク

セス数は1,000件位であったが、現在は3,000件に伸びている。外国からのアクセスを想定し

米国のサーチエンジンに掲載している結果、アクセスの約３分の１は米国からのものが占め

るようになった。英語の放送はそれほど多くはなく、世界を意識しないで、地域特性を出す

放送を心がけている｡ﾕ｡

(4)効用と課題

　

ア

　

効用

　

様々なメディアの出現と、メディアの新しい活用により、趣味・娯楽の世界は多種・多様

化してきた。放送のチャンネルの多様化により番組選択の幅が広がり、専門的な視聴ニーズ

にもこたえる二とができるようになった､､、また、インターネットで、多様な情報を取肘する

ことが可能となり趣味・娯楽分野における選択の幅が広がるとともに、個人の情樅発信の機

会が生まれ、人的交流の輪も広がっている。

　

イ

　

課題

　

ｃｓ放送、ケーブルテレビでは、コンテント不足及び料金等の課題、インターネットはセ

キュリティ・プライバシー保護、通信料金及び伝送速度等の課題がある。
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消費(ショッピング)

　

田民乍活の多様化、即今化は、消費者の消費構造にも変革を及ばしている。

　

通信服売は、女性を利川者層の中心として｢に場の拡大を続けている｡また、インターネッ

トを利川した通信販売の形態であるインターネットショッピングは、端末と回線があれば、

いつでしどこからでも商品やサービスを購入できる形態として、国民生活の中に浸透しつ

つある｡

　

二二では、インターネットの普及によって、ショッピングの形態が今後どのように変化レ

どのようなメリットを消費者にもたらすのかなどについて、郵政省が実施したアンケート調

査(一般消費者向けアンケート(以下、｢一般向け調査｣という)及びインターネット利用者向

けアンケート(以下、｢利用者向け調査｣という)ド川二より分析する、

(1)一般的動向

　

通信販売の巾場規模は、昭和58年度以降一貫して上昇傾向をたどり、７年度においては

2.1兆円、小売業販売総額に占めるシェアは1.46%となっている(第1－2－50図参照)。
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また、通信収売の利川度について兄ると、「過去に通仁収売を利川しかことがある」と言え

た人の剖介が40.6%に達し、特に20、30矢代の片年女性の利川とか多くなっている町川－

ツー51図参照卜
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通信販売の利用度
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さらに剔丿収売の購人媒体を已ると、バけ牡回二おいて媒体として多いのは｢川内カタ

ログ｣、｢テレビショッピング｣である｡

　

また、｢インターネッＵは、７年時点においてはま

だ小さい(0.1％バ第1－2－52日参照)、

第1－2－52図通信販売の購入媒体（フ年）
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(2)インターネットショッピングの現状

　

インターネットショッピングの市場は、８年度(９年１月)に285億円、９年度(10年１月)

に818億円と、着実に拡大を続けている巾仁、

　

ア

　

インターネットショッピングの認知度

　

｢一般向け調査｣によれば、インターネットを利用した通信販売の形態があることを知って

いる人の割合は64.8%であったが、インターネットを利用して｢実際に商品を買ったことが

ある｣と答え七人の比率は1.3%であった､．また、利川征験者は鼎|生か概して高く、女性の利

用率が高いﾘ股の通信販売とは利片丿者層が異なっていることが分かる(第1-2-53図参

照)

　

イ

　

インターネット利用者のインターネットショッピング利用経験

　

｢利用者向け調介且二よれば、インターネットを利川して｢実際に商品を買ったことがある｣

と答えた人の比率は36.3%であり、インターネット利川者のぐ皆川がインターネットショッ

ピングを経験している(第1－2－54図参照)ﾕ



第1－2 －53図「一般向け調査」によるインターネットショッピングの認知度及び利用度
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「利用者向け調査」によるインターネットショッピングの利用経験
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インターネットショッピングで購入した商品

　

[刊田行㈹け訓査]によれば、インターネットショッピングで賜人した商I I・サービスは、

｢コンピュータ、ソフトウェア｣等のコンピュータ関連商品及び｢本・紺誌・丈具｣、｢食料品｣

等となっている(第1－2－55図参照ト

第1－2－55図インターネットショッピングでの購入商品
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(3)インターネットショッピングの今後の動向

　

ここでは、｢一般向け調査｣及び[利川者向け訓査]によ肌

　

インターネットショッヒンプに

対する意識について分析するー

　

ア

　

インターネットショッピングの利点

　

いずれの訓査においても、｢買い物に行く引削が省ける上及び｢好きなときに買い物や｣ﾀ約

ができる]が|二位に挙げられている、

　

また、インターネット利用者は、このぼかにし｢ど二からでも買い物や｣ﾀ約ができるこ

と｣(59.5%)及び｢最も安い価格で商品を購人することができること丿37.8%パ‘Fを引丿る割付

も高くなっておりご一般消費者よりも、剣淳にインターネットを使うことにより多くの利点

を感じていることが分かる(第1－2－56図参照卜
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インターネットショッピングの利用者

　

ﾚ

　

一般白け訓介]二打いて、インツーネットシヨ｀ソピング引‾廿ひ叩｣川したい上叉は｢利用し

かい｣と回えている人の内訳⑤叩づりに兄る七丿州トごは20巌代から40巌代までの層で、利川

立向のある人の割介が40％前後となっているが、剣トごは2㈲計い巧(片％と極めて高く、30

巌代でも42,9%に達している

　　

㈲壮)通即仏レ)刊川度加鳥い引鉄柚ト

　

インターネットシ

りツピングに関心を寄せておＯ、府政的な顧客である二とが分かる(第1－2－57図参照)．
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インターネットショッピングで購入したい商品

　

いずれの調合においても、｢航空・八道面巾券｣、｢ホテルの回切及び｢コンサートづ弁別

等のチケット｣等のj5約系サービスへの則俳が良くなっている二とが特徴的である、

　

また、一般消費者に比べ、インターネット利川行の方が、より多くの商ふＷ川について購

入を希望している二とが分かる(第1－2 －58図参照)｡

第1－2－58図インターネットショッピングで購入したい商品
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片打・健陳丿矢薬・|人療

　　　

卜牡川

　　　　　　　

食料品

　　　　　　　　

酒類

　　

航空・鉄道乗･|ｿ(券

　　　　

ホテルのj4約

　

ｺﾝｻｰﾄ・演劇等の竹寸

　　　　

情報サービス

　　　　　　

金融､商品

　　　　

行政サービス

0｡0

　　

10.0

　　

20.0

　　

30.0

　　

40,0

　　

50.0

　　

60.0

　　

70.0

　　

80.0

　　

90.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(％)

(複数回答単位：％)

一般 利用片

対州 23.2 26.5

服飾邦貨・汽金風 6.6 10.4

水口・家電・家庭用品 12.0 21.6

趣味・娯楽・九字機器 7.0 28.7
コンピュータ、ソフトウェア 5.5 87.3

汗柴CI)、ビデオ等 9.5 41.0

右容・健康・医薬・医療 5.9 9.6

本・邦語・えμ 12.3 机5

対州 5.7 21.2

酒類 2.4 14.1

航空・鉄道恥車券 20.5 42.9

ホテルの予約 17.0 折1

コンサート・演印｣等のチケット 17.1 40.7
情報サービス 6.4 28.5

金融商品 1.9 n.6

行政サービス 8.6 30.5

郵政省資料により作成
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(4)インターネットショッピング普及のための条件

　

インターネットシコッピッブが、帽を片及していくための条什については、｢

　

搬向け調

だ上咬び叩川卜賢月け訓介｣によると、-般消費片ではレいノコンヤインターネヽり･等の操作能

ノバ｢Sよ8％几

　

いいノコンの価格の低廉化｣(11.6%)を挙げているが、利片トどでは(信頼できる

決済トはバ30.0％)や｢プライバシー保護｣(19.0％)を挙げる割合が高いI

　

また、両者とも｢通

仁料争の低廉化｣(7.2と9.6%)を⑤丿ている、

　

また、回様のアンケートをサイバービジネス矢業占に対して行うと、レバノコンやインタ

ーネット筰の操作能力且27.0%)が最も臨く、｢通信料金の低廉化丿20.1%｣、｢信頼できる決

済くﾄは｣(10.3%)が目測二挙げられている一方、｢プライバシー保護｣は2.3%と相対的に低く

なっている｡

　

このことから、インターネットショッピングの安令性、信役凹ﾐに対して、利用者は問題意

識を抱いているが、事業者側では、このことを士分に認識していないといえる(第1-2-

59図参照)。

　　　　　　　　　

第1－2 －59図インターネットショッピング普及のための条件

にﾉｺﾝやｲﾝﾀｰﾊﾄを使い

こなすことができれば

パソコンの価格が女く

なれば

通信料金が安くなれば

商品が安く人トできる

ようになれば

広告等と実際の商IW二

達いがなければ

信頼できる乍業者が商

品一叶七ｽを提供すれば

信頼できる決済于寸吃か

利川できれば

プライバシーか漏れる

ことがなければ

返品・交換ヽ返金での

トラブルがなければ

アフターサービスか良

くなれぱ

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35皿％）

(引ヽlｙ％)

一般 即日者 乍気付

にﾉｺ八①/トトトを使いこなすことができれば 33.8 1.4 27.0

犬ノコンの価格か安くなれば n.6 0.2 □

通f，将士か安くなれは 7.2 9.6 20.1

同心か安く人ドごきるようになれば 3.0 6.9 0.7

広占等と実際の商品に違いかなければ 5.1 2.1 0.2

f，帽てきる巾大八が|㈲IHII ・ サービスを提供すれば 6.8 11.8 8.8

f，帽てきるよ済L一段か刊田てきれは 2.2 30.0 10.3

フライバレーか㈲れる二とがなければ 13.5 19.0 2.3

乱‘Hい交換づ比七てのレラフルかなければ ら.7 :に 1.1
フフツーサー-ヒフ､かｎくなれは 1.り 0.4 1.3

叫Iﾄ‰゛I了ｄト丿げﾄﾞ心



(5)インターネットショッピングに関する最新事例

　

米国にあるＡ桂は、より友治な圧IHI佐晰人したいという消作州ﾉ)ニーズに二九えて、汗夕]

ＣＤの価格情報を捉供している

　

このサービスは、あらかじめ利川行加希叩するレコードr,

やアーティスト官|を人力しておくと、指定されたＣＤの晨析価桁率、晨右方い治俗士拘小し

ている店舗の情樅を捉供するものであし利川尚はインターネット|ニご削引||における価格

を比軟する二とができる、

　

二のほかにも、米田では、コンピュータ関係のハードウェア、ソフトウェア竹について、

利川行が口体的な利川の川途、イメージ乃を人力しておけば、希望するけ様に介う商品や、

それを取り扱う店治を検索して情樅を提供するサービスも提供されている

　

このように、単に買い物の･ト問の肖略といった目的だけでなく、さらに利J目占のニーズビ

合致したサービスが、分裂者によって拙案されてきている

(6)効用と課題

　

インターネットショッピングは、価に丿水/坤｣川意向か高いこととあいよって、今後汗右に

拡人を就け、消賞行にとって場所や時|川に関する制約が解消され、安仙江州iJllMの暇人が可能

になるなど、消費者にとって人きなメリットをもたらすものと同時されている

　

今後、インターネットショッピング加計及していくために、まず必要となるのはパソコン

やインターネットの行作能勺の向llであし

　

さらにれ済y段の信帆叫ﾓの確保、プライバシー

保駿等の、利川のための環境幣備が求められている

６

　

学習

(1)一般的動向

　

情報通信の進展は、初等中ごり教行、高乍i教合機閏といった学校を中心とした数行の分野に

も及んでおり、パソコンやネットワークを活川した新たな万:習形態を生み出すなど、様々な

変化をもたらしている。また、学校教育のみにとどまらず、幅広い年代、地域の人々に乍汎

学習の機会を提供することにも人きな役割を米たしている｡

　

学校における教育分野の情報化については、文部省を中心に様々な収組がいず)れているI

　

初等中等教育分野においては、文部宵が引｢渡から、11年度までを目標として、公ヽツ川ヽ

学校に22台(児巾Jの２人に１台)､巾学校及び汗辿科高等学校に42台(生此の１人に１台)､特殊

教行諸学校に８台(児竜・乍徒の１人に１台)を目標に、数竹川コンピュータの計山的整備を

実施している、また、学校のインターネット接続に関しては、2001年までにすべての中ふ校、

高ごり学校を、2003年までにすべての小学校をインターネットに接続できるよう、計㈱杓な措

置が行われている

　

人学万1の高等数行分野においては、丈部宵が卜年７川二出した｢マルチメディアを活川し

た21世紀の高等教育の在り加二関する懇､淡分叶|押けFべづりド2川の人言浙議了こ笞巾叩遠隔授

業｣の大学設めl怯準における収扱い町について｣などによｏ、①怯盤となるハード(ネットワ

ーク)の整備、②制度の兄直しなど、高乃教育におけるマルチメディア活川のための提､7が

なされた。これを受けて、学内ＬＡＮＩの幣備や、遠隔授業実施のための設似爪子)桧術加厄

められている｡
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乍爪y堕lj分野についてよ教育た日比公民館、カルチャーセンター帽二おける生涯学習

講川仙石吸・講出超が昭㈱毎によＯ徐今に増加しておＯ、特にカルチャーセンターではヽ７

年峻巾の学級・講圧政は8ﾉｿﾞ6ﾕ35件に達している

　

また、人学における公開講中等分有施白毎年増加する㈲向にあｏ、８年度には、実施講座

超がり､29叫牛(実施人学525ルジ)､そ講者数は64万9,027人に達しており、乍爪学習に対するニ

ーズの高まＯが兇られる

(2レ晴報化の現状

　

ア

　

初等中等教育分野における情報化の現状

　

引｢度の初等中等教育における公七学校の教育川コンピュータの設置状況は、設置率が小

学校で号体の90.7％、中学校で99.8%、高等学校で100.0％、盲・聾・養護学校を含か特殊教

行諸な校で98.7%となってお肌設置率は９割を超えている、

　

６年度において、公ヤヅ校の教０のうち、コンピュータを操作できる教員は全教員の

46.5%であるが、コンピュータで生徒を指導できる教いは令体の約19.7%にとどまっている。

　

り年万川現在における公レ学校のインターネッけ谷彭川兄は、9.8%と令体の１割未満と

なっており、コンピュータの設置は進んできているが、ネットワーク接続されずに使われる

ことが多い実態にある、インターネット接続率を学校の腫別ごとに見ると、小学校で7.3%、

巾ふ校で12.5%、高等学校で17.3%となっており、ﾄ位の学校になるほどインターネットに

接続している学校の割合は鳥くなっている(第↓－2 －60表参照)つ

第1－2－60表

　

公立学校のインターネット接続状況（９年５月１日現在）

区分 学校数

　　　　　（Ａ）

接続学校数

　　　　　　(Ｂ)

割合

　　　B/A

小学校 23,851 1,747 7.3

中学校 10,470 1,304 12.5

高等学校 4,160 719 17.3

特殊教育諸学校 917 103 11.2

合計 39,398 3,873 9.8

十佼における情報教育の実態竹に関する馴介|,l課」政部肖）により作成

　

また丿吉報化か進んでいると､iわれる米国の場かをほると、公立学校では。６年から９年

にかけて、毎年約15％のfillびでインターネット接続率がﾄ昇しており、９年時点での接続率

は78.0％である｡り]本では前述のとおり、り年の時点て接続率は9.8%であり、インターネツ

吋副眺の点では、日米で人きな格差を生じている

　

イ

　

高等教育分野における情報化の現状

　

人学教育を始めとする高等教行において、通仁術星によるネットワークの幣備、学術情報

ネットワークの充実、ふ内ＬＡＮの構築といった征盤となるネットワークの幣備が行われて

いる

　

また、意兄交換や情報収集にインターネット乃のネットワークを活用する動きが活発

になってきている

　

さらに近年では、|呵劉云送長雨の進歩により、複数の高乃教育機関間、

|川でパド‰孜行機関の巾の分敞牛ヤンハ利川において、辿祐心星及びISDN回線を刊川し



た遠隔授業が実施されるようになり、それに什い、むj？にごも帽ヽy款の収扱いなと必要な制

度の整備を行った

　

ウ

　

生涯学習分野における情報化の現状

　

生涯学習分野での情樅化の人きな動きのつとして、放送人ずの令国化の推進がある

　

放

送大学は、テレビ・ラジオを通じて広く斤ザド)機言を提供することを目的に昭和58年度に八

八された。以来、乍爪≒ｲ機関として、｢生活科学｣、[産気・社ﾆこ]、｢人丈・∩然｣に関して、

広く且公人に人学教育の機会を提供してきた

　

従犯よパ也|う皮テレビジコン、ラジオ放送に

より実施され、関東地方に放送エリア副混定されていたが、近年の乍川学習へのニーズの高

まりに対応して、10年１川から、ＣＳデジタル放送での放送が問始され、令田での受信が吋

能となった。

　

また、８年６川からサービスが開始されたＣＳデジタル放送における、教行・資格開運の

チャンネル数は７チャンネルであり、令千ヤンネル数の7.1%となってお〇、二れも乍川学

習へのニーズに対応したものといえる。

　

エ

　

学習分野への情報通信メディアの利用動向と学習意向

　

ＣＳ放送、ケーブルテレビの利川者に対して、学習関連番組の効米について聞いたところ、

英会話などの外川語の勉強に関してはＣＳ放送で11.2%、ケーブルテレビで13.6%が、生涯

学習に関してはＣＳ放送で4.2%、ケーブルテレビで13.6%が、効米前あったと川答している

汗牛活訓介｣)｡

　

また、ＣＳ放送による放送人斤てヽの学習意[㈲二ついては、｢放送人学の学生となり、ぜひ

学習したい｣との回答が3.3%、｢とりあえず、放送を兄てみたい｣との回答が26.0%となって

おり、ＣＳ放送による放送人学に対する川時の高さを表している(第1－2－61図参照)

第1－2－61図

　

ＣＳ放送による放送大学での学習意向

特に関心はない

放送人学の学牛.となり、

ぜひ学回したい

とりあえず、

放送を以てみたい

牛.柚I訓だ．により削成

叫伴イ‰）

放送入学の宇土となｏ、

ぜひ孚がしたい

とＯあえず、

放送を以てみたい

特に関心はない 伺］

ＣＳ放送による

放送犬孚ての学渥び向

3.3 26.0 5L6 固.1
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（3）先進的な活用事例

　

ア

　

初等中等教育分野における活用事例

　

（ア）インターネットを利用した情報教育

　

横浜巾川叫小学校(冲余川県)で

は、ﾘ昂爆圧∩叩|ﾐを屯祝した教行活

動のｰつの川々として、昭和60午に

コンピュータを導人して以七、偵知

的に情樅教肯を行ってきている

　

本

校の情報数行の特徴としては、ﾘご卜

がコンピュータに触れ、帽れ、親し

かことを目標に、コンピュータを巡

回の

　

一つとしてf帽斤づけ、丈書・川

表作成、情樅検索に活川できるよう

に、川人差及びづ:年年に応じて迫田

な指導を行っていることが挙げられ

る

　

ドレ度からはインターネット接続

コンピュータの自主的活用風景

を開始レニれを活川してノ|吉報検索、プライバシー保駿及びネチケット卵川二ついて学習

させる数肯を実践している

　

また、ホームページを作成レ児蔵の活動状況、作品及びメッ

セージを積極的に地域や胆界へ情報発儒していることも本校の特徴である、

　

コンピュータは児童がいつでも使川できるように、ネットワーク接続していない40台につ

いては多目的ホールに配附、インターネヽバヽ接続された20台については他の教材と共にオー

プンスペースに分敞配置している‥

　

児似二口レビュー刊白目の契機について闘いたところ、[基本的な使い方は先生から教わ

った]が、その後は汀1分な０に作業するうちにより高度な使い方を覚えている｣という回答

が多く、学校教育を契機に、児尚:が無川なく情樅リテラシーを身につけていることがうかが

える

　

また、｢削11111の製作|けには、お仔いの作品を利川し今っている｣、｢他校の生徒とメー

ルのやｏ収Ｏをしている｣、といっ仁燧兄も肘られ、児帽川の共同作業、ネットワークを利

川した他校との情報交換を∩発的に行っていることが分かる｡

　

教帥側からは、情樅通信を活川した教育によし学習意欲が高ま０、共同で作業する喜び

が心じられるようになったとの意見が得られている、また、インターネットの利用に際して

は、打宍情報の扱いにもレy配胆しているとのことである。

　

(イ)小学校間の遠隔授業

　

川島や山闘地のマ:校方を九ファイバや通f川竹星を利川して、都巾部の学校等と接続レテ

レビニこ議システム等によ以効米的な活川方法に関する研突開発加号国の23地域において行

われている

　

その申で、伊･ﾌﾞ諸島、I?ヶ隔村(qt京高口ヰドドフヶ､lに小学校と巾火区帽旅束小学校(刺京

高)内聞では、卜年度から、出川通卜を利川して、ﾒ回戸川l地の糾汀じゃ課題に対する意兄交

換といった遠隔授業が行われている

　

占ヶ島小学校は、伊一犬か乱由吊制二f川I･'了する川ハにあ

大それに対して丿成畑ド川引よヽ牡京駅八呵川口のすぐ前に位置しているといったように、

山佐山ｹﾞ地果汁は人きく賜なってトるか、その交流によ以高い数行効米が昌られる二七が



期防されている

　

遠隔授｡業は、通f乱伊に刳目いた回線(1.5Mbps)によＤ、テレビ乱液レステムを接続してぽ

われている｡また、衛星通信のみでは[目1線が足りない特ﾍﾞﾍ教い同にか､謡し介う際仁ぼ、Ｉ

ＳＤＮ回線(64kbps)も利川されている(第↓－ツー62川参川卜言lｙを使川し牡糾玉にまは70

から80時問実施している、

　

両校の児童の遠隔授業に対する意兄として挙げられたのは、叶日Lﾍﾞﾉ川り也の様トを知ｏ、

自分のL地と比べることができた｣(青ヶ島)､｢川卜のぞえが分かってＶしかったバ城畑ブ自

分だちと違う意見が聞けて行意義だった｣(城東、酉ヶハ)､[クラスの仲問が増えたような気

がした](城東)であり、お//万いの違いを知ったり、交流か深まったことに対して、メリット

を感じていることが分かる｡

　

両校の教帥からは、｢マルチメデ｀イア機器の数行における効米について翔ることができた｣

(青ヶ島、城東)､｢特にへき地校においては、マルチメディアを活川して旺ﾆ寸|ﾐや帖耶僕集活

用能力を培う必要を実感した｣(II八島)､江川に話し介える関係が築けた判城厄)、といった

好意的な意見が得られている｡

第1－2－62図

　

遠隔授業のシステム構成図
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高等教育分野における活用事例―海外の大学との遠隔授業―

出し紳yりイド人孚院では、吋探ビ

ジネス･､ljt攻コースを中心として、海

外の人才との問でテレビ公議システ

ムを活川した「グローバルクラスル

ーム」と呼ばれる遠隔良久をイ吊か

ら実施している

　

グローバルクラス

ルームでは、米田を始めとする海外

の人学との問で、テレビ会議システ

ムを1.5Mbpぐ）ＩＳＤＮ回線で接続

して遠隔授泉を行うとともに、イン

ターネットを経山した仮想金融巾場

での収引をリアルタイムでシミュレ

ーションする演ガを行っている

　

本授業に出席していたそ講牛に、

授業の感想を求めたところ、∩1本

澗|ｒll9FII常11191踊|際溜Ｆ

にいながら米国の人学の授業をリアルタイムで受けられて興味深かっか]など、他大学の授

業を受講できることに対するメリットについて高い評価が肘られている

　

また、今後の遠隔

授業の付及に対しては、行装の選択の幅が広がることをメリットとして挙げている､づ周題点

としては、｢映ぽがにづらい｣、｢画像・音声がさらに川川である方がよい｣、｢授業がｰ方通

行でヽある｣、∩/砂け)場行パ|､口があるため、授業の[川始峙間、機ぷの設定に注意が必要]が

引ずられている

　

ウ

　

生涯学習分野における活用事例一大学と地方自治体の協力による生涯学習－

　

ｙ稲目]人学では、人才における生涯学習機閉として、エクステンションセンターを昭和56

吊に発足し以来、一般向けの公開講座(オープンカレッジ)として、年間約520の講座を開

設している。

　

ニのオーフンカレッジの一環として、８年上以遠隔授欠か実施されている、

　

遠隔授業は、Iμ証I]エクステンションセンターと水中l↑バ埼|(県)、所沢キャンパス(埼玉

県)の問を、通f,濯｣渥及びＩＳＤＸ回線(64kbps)で接続して行われている(エクステンショ

ンセンター一所沢キャンパス問は、現在のところＩＳＤＸ[卜|線のみであり、衛星回線につい

ては1㈲丿劉妾続j5定]ﾕ

　

木中巾では、巾の協力を得て、本甲巾中リゴご民削でｙ稲田大学の授

泉が受講目f能となっている

　

所沢キャンパスでは、人問科学の数授が授乳を捉供している｡

　

オープンカレッジのニミ唄放は、ｊ対１の割今で、如才が多く、谷間の時問帯では、比較的

年ｲ|ソ)iﾐ婦などの受講行が多い

　

川本的な受講生の感想としては、｢七京の人学の授業が聞

けて良かった｣、｢テレビ｀とは違って迫力がある｣など、好感的な評価が得られている。斤声、

1山沢は｢[川きやすい、鮮明である]といった詐f[H副概ねである

　

また、問題点としては、[授

業内容の進み方がいい]、[講師の話すスピードが迎い]が挙げられている‥

　

エ

　

その他の学習分野における活用事例

　

人Ｌ囲討交ではヽ付如)自叩1講師による授火を、授装風口そのままに撮杉レ通口衛星を

川口して、地方の数ﾊﾟ仏イド川咬に向けて吊目配付している

　

臨場感をもって授業を受けら



れるほか／電話回線を利川して講師に質問することもできるので、地方においても内容の允

実した授業が受講でき、また、授具の選択の幅も広がると奸計である

　

また、i5備校によっては、本校の長業を|帽妾撮影するのではなく丿也方内教土等向けの行

業を別途収録して配信レ地方の教室等において１日複数回使用している例もある

（4）効用と課題

　

ア

　

効用

　

授業にコンピュータを利川したり、遠隔授業を行うことによって、学習における選択肢の

多様化、ネットワークを介した学習機会の増人がもたらされる｡

　

また、初等中等教行におけ

るインターネットを活川した授業は、情報リテラシーのかん鏝とともに、へき地、姉島３地

域に関わりなく、様々な情報を活川した充実した教行を受けることを目f能にする。

　

イ

　

課題

　

回線速度の高速化、回線の信鮒|生の確保、回線使川料の低廉化等が必要であるI初等巾等

教育では、インターネット利川の際の有害情報の排除が慨要な課逝となっているｰ

７

　

医療・福祉

(1)一般的動向

　

ア

　

少子・高齢化の現状

　

我が国の65覗以ﾄ｡の鳥齢者人トIは、総務庁の｢人目推計｣で見ると、1,902万人(８午10川１

日現在)となっており、総人口∩億2,586万人)に占める高齢化率の割合は15.1％となってい

る。二れを｢平成７年国勢調査｣行年10月１日現在)と比較すると74万人、高齢化率0.5%の

増加であるI

　

また、国す社会保障・人目問題研突所の∩|本の将来推計人[1(9年１川推計)｣

で今後の高齢化の推移を見てみると、27年(2015年)には65歳以llの高齢者人「1は3,188万人、

高齢化率は25％を超え、国民の４人に１人以工が65歳以.Lの高齢行という本格的な高齢社会

が到来するものと予測される(第1－2－63図参照)‥

　

また、ﾄ平成９年版厚生白書｣によると、寝たきりや痴呆、虚弱となり援護(介護や支援)を

必要とする要介護者は、約200万人∩年)おり、12年には280万人、37年には520万人に増加

すること加予測されている。

　

一方、厚生省の｢人目動態統計｣(７年)によると、一一一人の女性が一生の間に生か平均了士も

数は1.42人と過去最低を記録しており、先進諸田においても低い水準である
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65歳以上人口の将来推計
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吽）

【二二ｺ総人口

ｒフコ高齢者人口

→一高齢化率

日|本の将来川計人II卜丿回川川計ト|

　

巾卜け|づこ保障一人||問題研究所Jにより作成

年 拡大|］ 高齢者人|｜ 高齢化率

７ 125,570 18,277 14.6

12 126,892 21,870 17.2

17 127,684 25,006 19.6

22 127,623 28,126 22.0

27 126,444 31,883 25.2

32 124,133 33,335 26.9

37 120,913 33,116 27.4

42 117,14り 32,768 28.0

47 113,114 32,787 29.0

52 108,964 33,726 31.0

57 104,758 33,497 32.0

62 100,496 32,454 32.3



　

イ

　

入院患者、外来患者、障害者の現状

　

厚生省の｢患者調査｣で推計入院患者と推計外来患者の推移を兄てみると、それぞれ65歳以

上が増加している(第↓－2 －64図、第1－2－65図参照)、

　

厚生省の｢身体障害者実態調査｣によると、現在、身体障害者の総数は294.8万人であ肌

年々増加している、また、障害の発生時点別で見ると、特に40から64歳の年齢層が多くなっ

ている。

(千人)
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第1－2－64図推計入院患者数の推移
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推計外来患者数の推移
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過疎地域の医療

　

∩大療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点として、おおむね半げ4 knlの区

城内に50人以ﾄが居住している地域で･あって、かつ容いに医療機関を利用することができな

い地区]を｢無[矢地区]というが、過疎地域における無医地区数や無医地区を行する市町村数

は減少しているものの、過疎地域における無医地区はまだ多い(第1－2－66表参照)……

第1－2－66表

　

無医地区の状況

個体ド箇所、％）

区　　　　分 53年10月 59年10月 ６年９月

過　　疎 全　　国 過　　疎 全　　国 過　　疎 全　　国

無医地区数 レ１い

　　(66,7)

↓,750

　　(100.0)

８８７

阻5）

レ２匹

　　(100.0)

725

(72.5)

997

(100.0)

無医地区を有する市町村数 －－－こ）こ）j

　(63.2)

878

(100.0)

463

(66.8)

６い

(1000)

389

(71.5)

545

(100.0)

厚乍省資料により作成

(2)医療と情報通信メディア

　

ア

　

医療・福祉に対する住民のニーズ

　

郵政省の｢動向調査(↑1t帯)｣によると、自宅で利用したい情報通信新サービスについて、

｢画面を通じて医師に健康相談したり診断を受けたりできる｣が40.8%と最も多く、50から59

歳で43.7%、60晟以上では55.3%と50％を越している(第1－2－67図、第1－2－68図参

照)｡

肉面を通じて医帥ご

健康相談したり川析
を受けたりできる

ビデオ・オン・デ

マンド

行政サービスや公

的施設のT･約

銀行や郵便局の残

高照会、振込

画面を通じて趣味

や教員講座に参加

画面で相トの顔を

兄ながら心仙

テレワークやす校

の授業今そける

第1 -2-67図　自宅で利用したい情報通信新サービス
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第1－2－68図

　

「画面を通じて医師に健康相談したり診断を受けたりできる」と回答した人の年齢別割合

60歳以1T

50～59歳

40～49歳
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20～29歳

０

10 20 30

ﾚ通に刊川伺向洲介（［［し臨凋削

　

｜（邱政省）により作成

40 50 60

(％)

　

また、総理府の｢倅らしと情報通Ｕに関する世論訓介｣(７年１月)によると、21世紀のマル

チメディア時代に向けたサービスの利川について、[配七医療支援システム]が45.6%と最も

高く、以ト、(ビデオ・オン・デマンドバ24.6%)、レにｆ新聞](19.6%)となっている

　

さら

に、目常生活において不足している情樅については、[幽よ・医療]が25.7%、｢地元地域｣が

15.6%、[政治・行政]が14.7%となっており、医療に対する関心が高いことが分かるI。

　

イ

　

地方自治体における医療・福祉分野のアプリケーション運用状況

　

り年11月、3,255巾町村(東京都23区を含か)に対し行った｢地域情報化に関するアンケーＵ

によると、46.3%の地方自治体が緊急通報システムを運川しているのに対し、保健医療・福

祉情報提供システムを運用している地方自治体は3.2%、遠隔保健医療・福祉支援システム

を運用している地方自治体は0.9%しかない。しかし、これらシステムについて、2000年ま

でに導入又は2000年以降に導入することを検討している地方自治体が、それぞれのシステム

について豺｡5％、36.8%となっており、必要性を強く感じているのが分かる(第1－2－69図

参Hび)。

(3)遠隔医療・在宅医療

　

ア

　

遠隔医療の経緯及び現状

　

情報近信を活用した遠隔医療は、医療の地域問格差等を是正するため、昭和40年代から、

実験が行われてきた。遠隔医療の定義及び範囲は厚生省の遠隔医療研突班が９年３巾二収り

まとめた[総括班最終牡占書]によると、｢映像を含か患者情報の伝送に基づいて遠隔地から

謝析、指示などの医療行為及び医療に関連する行為を行うこと｣とされている。そして、近

年の情報通信の発達により、伝送速度の高速化、映像の高精細化か可能となり、新たな医療

の可能性が生まれた、また、９年､12月、厚生省では、｢情報通信機器を川いた診療(いわゆる

｢遠隔診療｣)について｣という通達を出し遠隔医療についての基本的な考えを示しか

　

それ

によると、｢遠隔診療はあくまでl削妾の対面診療を補完するものとして行うべきものであ

るりとしている。なお､目本における遠隔医療の事例数は195件に及ぶ(第1－2－70衣参照)
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第1－2－69図

　

地方自治体における医療・福祉関連アプリケーションの運用状況・導入意向
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０

現白で運用中

　　

現白で桧備中

　

2000年までに

　　　　　　　　　　　　　

導入すること

　　　　　　　　　　　　　

を検討中

郵政省資料により作成

2000年以降に
導人すること

を検討中

導人したいが

困難

第1－2－70表

　

日本における遠隔医療の事例数

特に必要性

を感じない

分　　　類
　進行中

(休止中含む)
未確認 実験終了 合　　計

テレパソロジー 17 １ ６ 24

テレラジオロジー 65 10 13 88

眼科的領域 ５ ０ ０ ５

歯科的領域 ３ ０ ０ ３

医用画像一般 20 ２ ２ 24

在宅医療・ヶア 19 ２ 13 34

その他 ４ ３ 10 17

合　　計 133 18 44 195

遠隔区外叶究斑トトい乍度総括班貼I訣（最終案）∩厚生省）により作成

　

イ

　

在宅医療の経緯及び現状

　

仁七［大療は、テレビ電話や専片Jの端末を用いて、血圧、脈拍、心電、体重等の測定を行い、

そのデータを通儒を用いて伝送することにより、これらのデータを基にして健康相談を受け

た（退院後の患行の在宅での療鏝の支援を行っている。主として患者宅において適切な医

療捉供を行い、可能な限圧忠言の精神的・肉体的な白立を支援レ患者とその家族の生活の

質の巾叶俯け順二とを目的としている

　

４年には医帥法において仁七医療が法律Ｌ明らかに

されいノトに:辻幽相刈険法において川甘大療が療谷の給付として法律L位置づけられるなど、

斤宅皿療につトて施策か剛①られてきた



　

ウ

　

先進的な活用事例

　

(ア)遠隔医療診断等のための移動体衛星通信活用技術に関する研究開発

　

７年度から、信州犬学医孚部付屈病院の桧本リサーチセン夕一と所星通信移勁検詰巾との

間で通信放送技術衛早(ＣＯＭＫＴＳ)を行した高柏細医川両保デー夕の仁送実験等を実施し

ており、ヘき地医療の高度化に必要な通信システム及びアプリケ一シヨンの研突開発を実施

している。

　

(イ)高臨場感眼科医療画像伝送技術の研究開発

　

眼科の分野に関する高臨場な‾卜術映像等の江送は、まだ実川のレべルに達しているとはい

えない現状であるので、眼科医疸画愧の特殊性を活かした、３Ｄ[矢燎画像に辿した出縮技術

の研突と、高臨場感を実現するための映像表示技術の最適化に関する研究開発を、り年度か

ら旭川眼科画像リサーチセンターで行つている……

　

(ウ)都立広尾病院の取組

　

郎立広尾病院は、伊豆諸島９島、小笠原諸島２島の基幹病院として位跨づけられているこ

とから、４年から、これらの島への医帥の派遣を開姑したo以前は、島の医帥と広尾病院と

の間で、患晋の治療方法についてデイス力ツシヨンするときには∠心話を使つてレン卜ゲン

写真の様子を伝えたり、フアクシミリでレン卜ゲンづ真を送付していたo

　

しかレ情報通信

機器や回線の進歩により、l萌愧紅送か吋能となり、６年‘IO月から公衆回線を使用レ昂ｙ広

尾病院の款急救命セン夕ーと伊
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その結米、顕微鏡の対物レンズが20倍以|ニご、384kbps以ﾄのに送速度の公衆回線を使用

すれげ、診[析を行うにでト分なレベルの画質が得られ、川析所要時問も適性であり、謝析結

果の1L診率はばぼ100％であった

　

エ

　

効用と課題

　

(ア)効用

　

ヴ門的な医療をすぐに受けることが鼎しい過疎地の人々や、通院刑困難な在宅の高齢帽二

とって、遠隔医療が可能となることで、医療の地域間格差を是lドレ患者の無駄な搬送を避

けるなどの医療の効率化が図られるメリットがある、また、在宅医療により、通院の労力か

ら解放され、健康で安心して暮らせる生活が実現する、さらに、よ０悼門的な分野の|火師か

らの診療を得る二とが可能となり、場今によっては、海外の医師からの診療も可能となる、

　

(イ)課題

　

遠隔医療ではより鮮明な画像をより？くに送するための通信インフラの整備、画像を送受

信する機器の解像度や操伊けの向しか不可欠となっている

　

その他、患者のプライバシー保

護や古川吉報の保護が必要である

　

また、り生省がいト６川二取りまとめた｢21世紀初頭に

向けての在宅[大療について]によると、在宅医療の口的を達成するためににに在宅医療に適

合した医療捉供体制及び|入療保険制度の整備にり日え、患者を中心とし九関係者の密接かつ自

覚的な連携による効率的なシステムの構築が必要である、

(4)高齢者・障害者福祉

　

ア

　

情報通信メディアの高齢者への普及の現状

　

過丿］年間の60歳以Lの情報通信機器の保ｲf状況を兄てみると、７年度と比較してり年度

には、携帯電話は4.9倍、ＰＨＳは4工〇倍、パソコンは2.4倍、ファクシミリは1.4倍と、高齢

者においても情報通信機器が急速に普及している(第1－2－71図参照)、

乱0

:!5.()

300
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20 ｡0

15.0

10.0

5.0

0.0

(％)

批帯電,託

第1－2－71図60歳以上の情報通信機器保有率

　　　　　　　　　　　　　　　

39.9
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ワープロ ハソコン フフクシミ



　

イ

　

先進的な活用事例

　

(ア)シニアパソコン通信学習教室

　

(教室の概要)

　

郵政省、厚生省、金沢巾(石川県パ‘Fがバト度から共同で実施している[情報長寿のまちづ

くり]モデル実験の報告によると、パソコン通信加高齢者問の交流などの乍きがいの創造に

効米が高い二とがわかり、９年･度からは、本格的に地域の社会福祉施設で高齢者向けのパソ

コン通信学習教室を開催している

　

教室は週川剛

　

１サイクル12回で、１押｣の参加人数は５

人である、り年度は前開、後期介わせて20人が受講しており、10年の後期まですでにP約で

一杯とのことである｡121[IIの講義のうち８呵はヴ門の講師であるが、残りの４回は過去の参

加者との交流会を行っている

　

なお、講帥も高齢者であり、高齢者同Lが気軽に教え合い、

コミュニケーションを深めながら学べるようカリキュラムが組まれている、

(利用者の反応)

　

金沢d岫ﾐ住のＡさん(女性)は兼六園の歴史や自然を研究する巾民グループ｢兼六園研究会｣

のメンバーで、７年11月から、パソコン通信のモデル実験に参加レ本格的にパソコン通信

を開始した、最初は、｢兼六園花だより｣を電子掲示板に掲載していたが、人きな反響をよび、

市のホームページでも紹介されるようになった‥現在は、１口２、３通の電子メールが届き、

そのメールを見て、返事を出すことが楽しみで、夕食後の目課となっている、そのため、以

前に比べて睡眠時問が減ってしまったが、生活に幅ができ、パソコン通信・インターネット

なしの生活は考えられないというっ

　

(イ)視覚障害者支援

　

頃海電気通信監理局では、９年８川から、電波を利川して視覚障害者に情報案内や安全喚

起ができるシステムの研究及び実現方策の検討を行うため、｢視覚障害者を支援する情報通

信システムに関する調査研究会｣を開催しており、10年３川二報告を取りまとめた。本研究

会では、実際に視覚障害者が携帯している小型ビデオカメラで兄た映像を、他の場所にいる

介護者が兄て判断し、ＰＨＳで指示を行う実験を駅構内で行った。

　

(ウ)視覚障害者用音声アシストシステム

　

信越電気通信監理局では、８年度から祝覚障害者が切望している盲導犬の不足を補完し、

視覚障害者の行動を支援するための電波利用システムとして、位置情報や安全情報等をFM

波を使い、ラジオ受信機で受信する｢視覚障害者用音声アシストシステム｣の調査研究を実施

している。なお、調査研究では、システムを視覚障害者だけでなく、聴覚障害者等の障害者

や高齢者、在目外国人も利肝可能とする研究を引き続き行うこととしており、文字多重情報

を｢見えるラジオ｣に提供するシステムを開発し、実用化に向けた実験を実施する予定である｡

　

(エ)障害者の自立生活情報室

　

障害者にとって必要な情報がばらばらに存在し、どこに必要な情報があるかわからないと

いったことがあるっ例えば、コンサートや映画に行くとき、その会場の障害者用エレベータ

ーやトイレの有無、駅の障害者用エレベーターの有無などの情報が必要となる｡そのために

も、障害者自らが情報を収集レ情報を発信することが必要である｡

　

｢わかこま・白立生活情報室｣は、八王子淑(東京都)から障害者関係の情報発信を行ってい

る団体で、５人(うち障害者が４人)のメンバーで運営されている、障害を持つ自分を兄つめ

直し自信の回復や良い人間関係を形成し自立に近づくことを目指し白久したいと願う障

害者に、独立した乍活を始められるまで援助したり、障害者にとって必要な情報を提供して

･---
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いる丿|肖報宗では、初心者向けのパソコン教室を行ったり、パソコン通信やインターネット

を活川して、情報を収集している

　

また、情報提供にあたっては、障害者の立場に立って、

障害者の自白牛活を支援し、生活に役立つ正確な情報を提供することを基本としている。

　

ウ

　

効用と課題

　

（ア）効用

　

テレビ電話やパソコン通信、インターネットを活用することにより、高齢者や障害者の自

立を支援したり、生きがいの創造など、生活の質の向上をもたらすこととなる。また、仕事

や社会活動を促進させることが可能となる。

　

（イ）課題

　

情報通信機器の進歩は激しく、使える者と使えない者の格差が生じやすい。高齢者や障害

者が満足した生活を送り、また社会参加を果たしていくためには、誰でもが等しく情報通信

を利活用できるような環境を整備することが不可欠である。ハード、ソフトともわかりやす

さ、見やすさ、聞きやすさ、使いやすさに考慮レ高齢者・障害者が扱えるデザインや技術

の開発、また、困ったときに助ける二とができるサポート体制の充実も必要である。

８

　

地方行政サービス

（1）一般的動向

　

ア

　

行政分野における情報化の流れ

　

行政における情報化は昭和40年代に始まったといえる。当時のシステムは、業務の効率化

を主目的とレホストコンピュータを中心とした財務会計システム、税金収納システム、住

民記録システムといったシステムに代表される。昭和60年代に入り、情報機器が高性能化す

るとともに低価格化レ個人利用が可能となり、「ニューメディア」が注目され、住民サービ

ス向上を目的として行政情報提供の充実が図られた。また、リアルタイムで証明書類の更

新・発行を可能にするため、既存システムのオンライン化も進められた。

　

さらに、近年では、技術的発展を踏まえ、通信ネットワークを利用レ多様な住民ニーズ

にこたえる様々な行政サービスが展開されている。具体的には、行政への申請・届出等の手

続を一か所で行うワンストップサービス､更には24時間手続が可能なノンストップサービス、

インターネットを活用した情報発信などが挙げられる。

　

イ

　

国としての取組

　

国においても、「行政情報化推進基本計画」の改定を始めとして、法制度の見直しが進めら

れている

　

具体的には、書類の電子データによる保存、申告・申請手続の電子化・ペーパー

レス化など、政府全体として行政の情報化を積極的に推進することとしている。



(2)行政サービスにおける情報通信メディアの利用実態

　

ア

　

行政における情報システムの整備状況

　

８年11川現在、地方公共団体においては、第二セクター等で導入されているもの七介め、

全国で4,457の情報システムが導入されている、システム区分別に見ると、｢行政窓□オンラ

インサービスシステム｣が最も多く整備されており、また、｢図書館情報ネットワークシステ

ム｣のほか、阪神り炎路人震災以来の防災意識の｢らまりから、気象情樅の伝達や避雌対策の

指示などを早急に行うための｢防災情報提供システム｣の幣備が増加している(第1一丿－72

表参照)｡

第1－2－72表

　

地域情報通信システムの整備状況

システム区分 整備数 開発中

行政窓ロオンラインサービスシステム 991 86

行政情報提供システム 257 111

公共施設案内・予約システム 86 73

図書館情報ネットワークシステム 390 144

生涯学習支援システム 122 75

保健医療・福祉情報提供システム 83 112

防災情報提供システム 609 146

その他 1,919 576

合　計 4,457 1,323

郵政省資料により作成

　

イ

　

地方公共団体のホームページ

　

近年、行政分野ではインターネットの活用が本格化しており、都道府県では100％、顔町

村では18.4%がホームページの開設ヒにを行っている｡

　

肖初、地方公共団体のホームページは、インターネットのグローバル性に着目レ対外的

な情報発信手段として利用されることが多かったが、近年では、インターネットのべ方向性

に着目レ地域のコミュニケーションJ1段として活用する取組が多く行われている、更に住

民サービスの向上を目指しホームページにより、単なる情報提供にとどまらず、行政サー

ビスの提供を模索する取組もなされているっ
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地方公共団休がホームページで捉供している情報の利用状況について已ると、特に生活情

恨について、利川状況及び利用意㈹がともに高い二とが注日される(第1－2 －73図参照)｡

　

課題として、防災、保健・医療、教育等仰|吉報は、住民の利川ニーズは高いものの利用状

況は低い状況にあ以今後、これらの分野については、住民ニーズに応じた情報の提供や情

報内容の充実化が求められる(第1－2－73[胤第1－2－74図参照]、

第1－2－73図

　

地方公共団体がホームページで提供している情報の利用状況・利用意向

　　　　　　　　　

(インターネット利用者対象)
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第1－2－74図

　

ネットワークを活用した行政サービスへの要望（インターネット利用者対象）
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また、地方公共団休のホームページの利川は、インタートパヽ刊川t≒のムi撰II?度にととま

ｏ、自分のい伴地の∩治休のホームページのfjイ|{を翔らなト行七多く、ホームヘーレトて前

供されている行政情報は他の情報と比較してoﾐ民の満尾度が低いといった状況右あ〇、今削

自治体の史なる収組が求められる(第１－ご‐乃川、第↓－ツー76川参川)

第1－2－75図

　

居住地自治体のホームページの利用状況（インターネット利用者対象）
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ホームページ上での提供情報の満足度（インターネット利用者対象）
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ケーブルテレビ

　

条件不利地域では、ヶ－ブルテレビが行政情報の提供ト段として大きな役割を果たしてい

る

　

これら地域における行政情報の人手方法を見ると、一般的には｢広報誌｣、[自治会の回

覧]、｢行政則仙川刎等の順で紙ベースの情報に依存しているが、ケーブルテレビが敷設さ

れている町村では、行政機関の情報の人卜方法として、｢広報誌｣、叩｣治会の回覧｣の次に

｢ケーブルテレビ｣が挙げられており、有力な行政情報の提供分段となっている(第1－2－

77図参照)

　

エ

　

行政サービスに対するニーズ

　

行政手親に対する住民の要望として、取扱時間に関する制限の解消とともに、一つの窓口

で証明書等の発行などの申詰]ﾄ続等をｰ括して行うことができるワンストップ行政サービス

の実現に対する期待が高いっワンストップ行政サービスの実現により、身近な場所で申請手

続等が可能になれば、住民負担が軽減され、住民の利便性の向上が図られる(第1－2－78

図参照卜

第1－2－77図

　

条件不利地域における行政情報の入手方法

　　　　　　　　

広報詰
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その他
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行政手続・公的サービスに対するニーズ
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また、ネットワークを活川しか行政サービスとして、［証明､11等の発行サービス］ムオン

ライン申請・Ｕ出サービス］などに対する要望が高くなっている（第1－2－79図参照）

第1－2－79図

　

ネットワークを活用した行政サービスに対するニーズ

　　　　　　　　　

(インターネット利用者対象)
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(3)メディアの先進的な活用事例

　

ア

　

情報提供サービス

　

(ア)自治体のホームページ

　

千葉市(千葉県)では、インターネットのホームページを開設しているが、市民のインター

ネット普及率がまだ低いことから、ホームページで提供している情報を、ファクシミリを通

じて利用することができるインターネットファクシミリサービスをり年12月から開始してい

る。インターネットファクシミリサービスでは、ホームページの情報が自動的にファクシミ

リ情報に変換されるため、新たにコンテントを作成する必要はない。

　

また、鎌辞市(神奈川県)では、ホームページにおける提供情報のうち、特に牛活情報を充

実させている、行政{続の案内だけでなく、病院や巾立施設の場所と業務内容の案内、ごみ

の分別方法、主要駅の始発終心情報など、生活に密着した情報を提供している、

　

(イ)コミュニティ放送

　

市町村内の一部の地域において放送を行うコミュニティ放送は、生活情報、行政情報、災

害情報などの地域に密着しか|冑報を日常的に提供するメディアとして地峡江民に親しまれて

いる。

　

武蔵野市(東京都)の出資する第二セクター｢むさしのＦＭ｣では、萌

関連情報等を中心に、生放送の特長を生かした放送を行っているI
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巾政関連情報については、武蔵野巾及び隣接するり鷹市(束京都)の行政情樅を提供してい

るI武蔵野巾の行政界組は、30分番細が１日丿回、毎目、市からファクシミリで送られてく

る情報が捉供されるほかよlfの行政川肖社が毎日10分程度出演しており、市の事業について

市民に直接語０かけている｢むさしのＦＭ｣では、巾民から寄せられた市政への意見等はす

べて叔二伝え、市と市民の窓目的役割を担っており、｢tfの他の制度よ０市のレスポンスが速

いと市民に好評である、

　

また、乍活関連情報については、各町単位に総勢161名の巾民ボランティアの協力等を得

ながら、交迫|青報や地域のイベント|吉報等をきめ細かく提供している

　

イ

　

公聴活動

　

インターネットのれ方向性を活用レ行政と住民・事業者とのコミュニケーションを高め、

地方行政への住民の参画拡大を図る収組がなされている。

　

中央区(東京都)では、電了メールやネヽバヽニュース、電子掲示板等を用いるごとにより、

町づく叫二関する住民の意兄を広く収集した。都心に位置する中央区は、昼夜問大[1の格差

が非常に大きくづ町づくりを検討するにあたって、区民のみならず在勤する大たちをも含め

た意見を収集する必要があった。そこで、昼夜を問わずに意見収集が可能なアクセス１段と

してインターネットを活用したのである。

　

その古果、電子メールや電子掲示板等を介して寄せられた町づくりに対する意見の総数は

359件に達している(ファクシミリ等でも募集したが、寄せられた意兄は数件程度)。電子メー

ルや電子掲示板等は、従来のコミュニケーション手段よりも意見を送ることに対する心理的

な障壁が低いため、これまで地方行政に参画していなかった層に乱参画を促す効果がある

ものと思われる｡

　

なお、二うした電八媒体を利用した議論では、インターネットの利用者属性の偏りがある

ため、議論の結果を自治体が活用する場合には注意が必要となる。ネットニュースを使った

議論において、特定の発言者に発言が集中し他の参加者の発言に対する議論が続かないと

いった二とのないような体制の確立などが服要となる。

　

ウ

　

公共施設予約サービス

　

人阪府及び府内巾町では、共同で人阪地城情報サービスネットワーク｢オーパス｣において、

スポーツ施設予約サービスの提供を行っている(第1－2 －80図参照)］年度末現在で９自

治体のスポーツ施設(127施設、365[fii)の利川中込みなどが行え、10年度以降、更に４団体が

参加戸定であるｴ

　

利川脊録者はヽ電話゜ファクシミリ゜ハソ２ン通信゜街頭端末などの複数のアクセス手段

を使いヽ竹約の申込みや施設利ｍの抽選結果の確認を24時問行う二とができ、使用料につい

ては[]座振替により自動的に徴収される、
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「オーパス」メニュー端末画面
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[オーハス]は、り年度4､｣現有ﾓで約383万件の利川かなされるほど利川状況は高く、f･iﾐ民か

らは|‾抽選や巾込みに行く卜間が宵けた｣∠2乱印肘叶目可能]など好評である(第1－2－81表

参川)

第1－2－81表

　

サービス開始によるメリット

項　目 回答率（％）

抽選や申込みに行く手間が省けた 73.4

24時間利用可能 53.7

空いている施設がすぐに分かる 45.0

刊川村の口座引落し 38.4

人仰山々料によ０什成

（汀）因数回答吋

　

エ

　

行政手続サービス

　

(ア)郵便局におけるワンストップ行政サービス

　

郵政省では、９年11川26日から10年１月末まで、郵便局の情報端末から自治体が提供する

様々な公的サービスの申込み等を行う二とができる｢ワンストップ行政サービスの実験｣を、

台判)((東京都)､岡崎市(愛知県)､竹富町(沖縄県八重山郡)の３地域において実施した。この

実験により、①利用者が使いやすド|吉報端末の開発、②サービスメニューに関する問題点・

要望の調査分析、③ネットワークllのセキュリティ、①郵便局と自治体との連携の在り方に

ついて検証した、

　

実験地の一つである竹富町では、実験のモニターが、ＩＣカードを利用して、情報端末か

ら行政資料の送付請求のほか、施設の利用許可、ホームヘルパーの派遣申請、日常生活用具

の給付・貸与申請等、各種許可申請の手続を行った。

　

また、実験には40名のモニターが参加したが、２か月余りの間で、各種許可申請の件数は

約200件であった。

(竹富郵便局)

ﾉ４ﾇ

(情報端末の利用風景)

郵便局におけるワンスIヽツプ行政サービス



　

(イ)双方向サービス

　

情報端木了取り扱える定型的な不続にとどまらず、職員との航淡を要するような専門的な

手続についても、通信子一段を介して提供するための取組がなされている

　

浜松市(静岡県)では、自治休ネットワーク施設整備事業として電了丿i役所構想を推進して

おり、このシステムはテレビ電話を使い、市民の身近な場所である市民サービスセンター等

に設置される定子､'lf役所ブースと市役所を双方向で結び、相談や卜続を行うというものであ

る、

　

具体的には、①職にの遠隔操作により、相談や于一続にゼ凛な資料や巾請潜煩を、職０及び

巾民側、双方の画面Ｌに衣示しブース内のプリンタに印刷、口呻請占頬の記入方法につい

て職員側からその両面を指示しながら説明、③ブースに設置されたスキャナーを職員が遠隔

操作し、｢り詔書を読み込むことにより、職員側で中詰書の受信を行う｡

　

課題としては、テレビ電話を附いて円滑なコミュニケーションを行うためには、1.5Mbps

の通信ﾏが置を賄保する必要があるため、通信回線の整備に費用がかかることや、また、本格

的サービスの実施にあたっては、電ｆ市役所ブースからの定子巾請行為が正式なものと認め

られるかという制度的な問題がある(第1－2－82図参照)、

第1－2－82図
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（ウ）ネットワークサービス

　

インターネットを利用した新しい行政サービスも実施されている。

　

千葉市では、現在、宅地開発許可に関する申請書様式のダウンロードサービスをインター

ネット|ﾆで提供しており、今後は提供方式の充実を図ることとしている｡

　

このようなサービスは、申請書を市役所に取りに行く于開か宵け、市民の利便性向トにつ

ながるサービスであり、ホームページの新しい利肝方法といえる。

（4）効用と課題

　

ア

　

効用

　

情報システムを活用することにより、住民が情報提供や行政手続サービスを受ける上での

時間的な制約や、利用場所に関する制約を解消し住民の利便性向上につながる。特に、ワ

ンストいノプ行政サービスは、身近な場所で各種の申請手続等を一括して行えるなど効果が高

い、また、今後は、情報システムが行政参画の手段として有力になると考えられる。

　

イ

　

課題

　

住民サービスの向上に向けて、インターネット等のネットワークの活用を推進するために

は、本人確認や個人↑肘剛呆護などの枝術開発のほか、ネヽバヽワーク利用に即した法制度の整

備を行う必要がある。

　

また、自治体においても、端末の所有状況・情報リテラシーによ叫主民の享受できるサー

ビスに差が生じないよう、街頭端末の設置、インターフェースの改善等に配意する二とが重

要である、さらに、自治体職員の情報リテラシーの向上を図るとともに、住民サービスを念

頭においた行政内部の情報化を進めることも必要である。



第３節

　

情報リテラシー

情報リテラシー

　

情報通信は、あらゆる分野の坊盤であり、情報化・ネットワーク化の進震とともに、

活川の坊本となる情報リテラシーは、今後の国家の発展にかかおる服要な課題として、

において積知的な取組がなされている

その

各国

　

本項においては、｢デジタルネヽツトワーク桂勁｣において必要とされる情報リテラシーの現

状について、日米で比蚊検､けを行い、史に我が田における情報リテラシーの現状と課題につ

いて明らかにする

(吋情報リテラシーの定義

　

ア

　

情報リテラシーの定義

　

情報リテラシーの定義には、情報機ぶの操作などに関する観点から定義する場今(狭義)と、

操作能川二加えて、情報を収り扱うllでの理解、更には情報及び情報‾ト段をi{体的に選択レ

収集活川するための能力と意欲まで加えて定義する場合(広義)がある。

　

イ｢通信白書｣における情報リテラシー

　

参∩書においては、｢デジタルネットワーク社ま｣に適応するために必要な能力という観点

から、情樅リテラシーを広義の意味において使用することとする｡

　

さらに、情樅リテラシーについて、その使用できる機器のレベルに応じて、工情報基礎リ

テラシー、口ＰＣリテラシー(ＰＣ活川能力)､③ネットワークリテラシー(ネットワーク活川

能川の:几ljとしてとらえることとする(第1－J3－1図参照ト

第1－3－1図

　

情報リテラシー概念図

郵政fi資料により什成
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情報リテラシーの点数化の考え方

　

目米双方の什代印O名を対象にアンケート訓たを行い、その能力を点数化することにより、

分析を行った

　

情樅坊礎リテラシーの卜項目、ＰＣリテラシーの７眉目、ネットワークリテラシーの３項

出二ついて、汚トlyとし、ネットワークリテラシーの項目は、ＰＣリテラシーの項目に内包

されるので、15点満点とする±5ト

(2ド晴報リテラシーの日米比較

　

ア

　

得点分布の状況

　

情樅リテラシー全体を兄ると、15点満点で平l均点は、日本8.29点に対して米国8.97点で、

米国のぢが高く、日米格羊は0.68点であった｡

　

酎点分布の状況を兄ると、日本は7～10点が最多層になっているのに対して、米国は10～

13点が最劉削二なっており、令般的に米国の方が高得点者が多い状況にある(第１－ｊ－２

図参照ト
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第１－３－２図

　

日米の得点分布

　

0点
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2点

　

3点

　

4点

　

5点

　

6点

　

7点

　

8点

　

9点

　

10点

　

11点

　

12点

　

13'','

　

14点

　

15点

邱政竹口忖によL)作成

　

イ

　

高リテラシー者、低リテラシー者の平均像

　

肘点13点以卜を高リテラシー行、得点４点以トを低リテラシー一行として、日米の両占の平

均㈲を已てみる

　

目本におけるバリテラシー者は、人部所作性の高学歴・高年収の20代剔牛が中心となって

いる

　　

丿、米川における鳥リテラシー晋は、高学り叫ｂ[Lヽであるが、性別、属住地区、年収

における柳川よあまり兄らかなト



第１－３－３表

　

高・低リテラシー者の平均像

国 属性 低リテラシー者 高リテラシー者

日本 性別 女性 男性

年齢 印代 20代

居住地区 地方都市 大部巾

学歴 短大卒以下 大卒以上

年収 300万円未満 700万円以上

米国 性別 大差なし 人差なし

年齢 60代 20～40代

居住地区 地方都市 大差なし

学歴 短大卒以下 大卒以上

年収 ２万ドル未満 大差なし

郵政省資料により作成

　

また、低リテラシー行は日米ともに地方在住の低学歴・低年収の高齢者(60代)が中心とな

っているっ米国では、性別による格差は兄られないが、目本では女性に多い(第1-3-3

衣参照)｡

　

ウ

　

情報リテラシーの階層別分析

　

ここでは、①情報基礎リテラシー、②ＰＣリテラシー、③ネットワークリテラシーの階層

別に、各階層のリテラシーを点数化卵削して年齢、学歴、年収等の属性との関係について日

米比較を行った。

　

各階層を比較すると、情報基礎リテラシーにおいては、顕冷な目米格差は兇られないが、

ＰＣリテラシー、ネヽバヽワークリテラシーとなるにしたがって、各属性における日米格差が

拡人レ米田優位となっている。

　

特に目立つ傾向としては、10代における目米の格差であり、ＰＣリテラシーで20.3ポイン

ト、ネットワークリテラシーで30.7ポイント、日本の方が劣っている。

　

また、次に目立つ傾向としては、性別である。各階層とも¶月性では目米格差がほとんど見

られないのに対レ女性では、顕片な格差が兄られ、ＰＣリテラシーで21.3ポイント、ネッ

トワークリテラシーで24.0ポイント、目本の方が劣っている(第１－３－４表・図参照)。

　

エ

　

日米格差の要因

　

今回の調介において、ＰＣリテラシーについて、口米で顕河な格差が生じた原囚のつと

して、キーボードの操作能力の有無が･ぢえられる。米国においては、従来からタイプライタ

ーが汗及しており、９割近くの大が当該質問頃目で得点しているのに対して、日本において

はワープロが家庭に普及しているといえ、得点した人は約６割にとどよっている｡

　

また、ＰＣリテラシー及びネヽツトワークリテラシーについて、格差に影響を及ぼしている

要囚の

　

つとして家庭へのインターネヽツト淳及率の相違が考えられる。目本の家庭における

インターネットの汗及率は6.4%なのに対して、米田における首及率は28.4%''i 17)と４倍以|う

の河及率になっている。

　

10代におけるネットワークリテラシーの格差については、公久学校におけるインターネッ

ト接続率が目本では9.8%にバ｢｣であるのに対して、米田は78.0% ( 9年)にまで達してお０、
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第１－３－４表

　

日米の情報リテラシー比較

よ犬上
情報基礎リテラシー

　　　（８項目）

ＰＣリテラシー

　(７項目)

ネットワークリテラシー

　　　Ｏ項目）

全体 口孔で顕著な差は兄られ

ない

米田が9.7ホイバヽリード 米国が12.0ポイントリー

ド

性別 特に顕者な賠が生じてい

ない，

男性は、特に差が生じて

いない．

女性は、米国が21.3ポイ

ントリード

男性は、日米で同点

女性は、米国が24.0ポイ

ントリード

年齢 特に顕苫な差が生じてい

ない

各年一代で米国がリード

特に10代で、米国が20.3

ポイントリード

40代でも、米国が13.0ポ

イントリード

各年代で米田がリード

特に10代で、米国が30.7

ポイントリード

20代で16.0ポイント、40

代でも15.0ポイント米国

がリード

住居地区 特に顕河な差が生じてい

ない、

大部巾で、米田が1恚Oポ

イントリード

地方でも、宋IIIが7マポイ

ントリード

犬部巾ほど格差が拡大

大部巾で、米国が14.7ポ

イントJ一ド

地方でも、宋国が9.7ポイ

ントJ一ド

大部市ほど格差が拡大

学歴 大卒以1こで、米国が5.6ポ

イン|ヽリード

短大卒以ドで、［］本が5.6

ポイントリード

大卒以llで、米国が8.3ポ

イントリード

短大卒以ドでも、米国が

10.1ポイントリード

大卒以しては、米国が

11.7ポイントリード

短大卒以ドでは、［］本が

11.0ポイントJ－ド

年収 特に顕荷な差が生じてい

ない。

高年収回で、米国が13.1

ポイントノート

低年収回でも、米国が

10.1ポイントリード

高年収回のみが格差が拡

大

高年収層で、米田が18.0

ポイントリード

低年収回でも、米国が

12.0ポイントリード

高年収騨のみが格差が拡

大

意欲 特に顕苫な差が生じてい

ない

意欲Ｏ点て7.0ポイント、

意欲１点て9.3ポイント、

意欲２点て10JボIインド

米国がリード

意欲点が増えるほど日米

格差が拡大

意欲Ｏ点で6.7ポイント、

意欲１点て9.3ポイント、

意欲２点て15.7ポイント

米国がリード

意欲点が増えるほど日米

格差が拡大

相談相手の有無 特に顕苫な差が生じてい

ない

相談相トなしで、10.6ポ

イント、ありで、9.7ポイ

ント米国がリード

相談椙トがなしの方が日

米格差が拡大

相談椙T･なしで、14.3ポ

イント、ありで、11.3ポ

イント末岡がリード

相談相Ｌがなしの方が日

米格差が拡大

郵政肖り料により作成

口つ各片層とも満点を100ホイントとして件片袷を計算

　　　

高年収回とは、年間の収人か日本で700万円以li、米国てう万トル以ﾄの人

　　　

低年一収川とは、人やけにこは、年問の収人が日本で700万円柚臨

　

刈申てて>　!iトル七満の人



ネバヽ

　

リテ

ネッ1ヽ

　

リテ

ワーク

ＪＳフレー

ワーク

Ｊ¶フン一

ネノﾄ

　

リテ

ワーク

ラシー

第１－３－４図

　

日米の情報リテラシー比較
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歴
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1日佃と㈲ぐ乍川川

ふ相ll人営以I-

心相巾や人卒以上

不ノトワーク

　

リテラシ一

－●一目本意欲Ｏ点

¬･r一目本意欲１点

¬･ｒ一目本意欲２点
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郵政省資料により作成

片け礎

リテラレ一

PC

リテラシー

意欲の程度

　　　　

士米国意欲Ｏ点

　　　　

－○―米国意欲１点

　　　　

一●一米円意欲２点

情報基礎

リテラシ一

PC

リテラ

不
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/
一卜日抑O川竹
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収
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PC
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べ〉一米国相談相手あり
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ク
PC
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この格差と家庭でのインターネット普及率の格差が相乗して、今回の格差を生む要因になっ

ているものと考えられる。

　

女性における格差については､｢キーボード人力｣､｢インターネット利用｣､｢パソコンを使っ

てのグラフの作成｣､｢電子メールの利用｣などの項目で、日本が人きく劣っていた。これらの

項目はいずれも拍ニパソコンの利川を前提とする項目であり、日本の女性がパソコンに慣れ

親しむ機会が不ﾄ分であることを反映していると考えられる。

(3)日本の情報リテラシー分析

　

ア

　

属性による分析

　

年齢、性別、属住地区のlつの属性について、川本国内における格差を平均得点により分

析してみる

　

年齢別では20代の9.73点がトップで次に30代の9.28点が続いている。

　

一番低いのは60代の

6.22点了、20代と比べると3.51点といテ刈】臨な格差が|[t代間で生じていることが分かる｡



　

性別では呪性の9.02点に比べ女性が7.29点にととまっており、I乃々闘で1.7:イリ緋卜にか生

じている。

　

居住地区別では人都市8.58点に対して地方が7.卯点とかっておし0.5り点の桁とかＴ①て

いる(第１－ｊ一八表参照)

第１－３－５表

　

日本人の基本属性による平均点分析表

年齢 性別 居住地区 平均点

1爪 鼎|牛 犬高市 り.23

10代 ｢乃性 地方 7.83

10代 女性 犬高市 7.92

1爪 価|生 地方 7.00

10代合計 8.02

20代 鼎|生 大都市 10.60

20代 即今 地方 11.40

20代 如才 矢部巾 8.64

20代 父性 地方 8.22

20代価 |- 9刀

牡に 男性 大部巾 10.40

30代 期生 地方 10.00

30代 父性 大部市 8.54

30代 女性 地方 8.19

30代価 |^ 9.28

40代 男性 似姉 10.00

40代 1乃性 地方 9.26

40代 列生 大部市 7.75

40代 女性 地方 6.59

40代合，|’ ≪.41

50代 男性 大部巾 9.64

50代 ﾘ甘|ﾐ 地方 8.n

50代 女性 大都市 7.14

50代 女性 地方 6.81

50代価- |’ 7.94

60代 男性 人高市 7.,57

60代 男性 地方 6.44

60代 帽生 大部市 5.54

60代 女性 地方 5.32

60代価 ト 6.22

男性合計 9.02

女性合計 7.29

大部巾合計 8.58

地方合計 7.99

郵政省資料により作成
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意欲等による分析

　

情報に対する意欲の程度及び身近に情報火皿万機器に関して質問できる人前いるかどうか、

という

　

しつの項口と情報リテラシーとの関係を兄る

　

情報に対する意欲の程度では、意欲が高い人ほどリテラシーが高い(第１－ｊ－６図参照)。

　　　　　　　　　　　　　

第１－３－６図

　

意欲の程度と得点分布
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郵政省資料により作成

　

相談相手の有無では、相談相Ｌがいる人の方がいない人よりもリテラシーが高い。特に10

点以ll取っている人の割合を見てみると、全休では34.2%に対して、相談相千加いない人の

場今は17.6%と約半分にとどまっていることから、身近に相談相手がいることが、情報リテ

ラシーの向上に深く寄ケしているものと思われる(第↓－３－７図参照)。

　　　　　　　　　　　　

第1－3－フ図
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ウ

　

国内格差の要因

　

国内格差で最も顕著な差が兄られたのは、年齢別の格差であったノ|吉報リテラシーは、20

代を頂点にその後は低くなる傾向にある、特に50代から60代にかけての低下加大きい。この

ことは情報リテラシーが就労機会と密接に関係していることを示唆している……､公立学校にお

けるインターネット接説率が9.8%等の現状では、就職することにより情報リテラシーを向

トさせているものと思われる

　

そして60代では過去において情報リテラシーを向上させる機

勁がなかったものと思われる



　

国内格差でもう

　

つ特筆すべきことは、ﾘ5女間格差の存在である。米国ではI乃帽副がいが

ほとんど兄られないことから、二の問題は、日本固有の問題とぢえられ、女性の付づ丿延出の

状況がこの格差を生じる原因となっていると考えられる

　

経済企州庁の｢国民生活ｎ」]即

年度)によると、女性の情報リテラシーの高い米国と比較すると、女性の管理職比率に午)

は米田の42.7%に対して、｢|本はわずかに8.2%にとどまっている、また、サラリーマンのガ

の専業卜婦率(ｊ年)を兄てみると、日本がおよそ47.1%であるのに対して、米田は33.7%で

ある。

(4)日本における情報リテラシー政策

　

ア

　

情報リテラシー政策

　

以ﾄ｡の分析を踏まえ、今後とるべき政策について述べる、

　

第

　

ﾍﾟﾆ、我が国においては、タイプライターの使川という習慣がなかったことから、キー

ボードの操作能力か弱く、二のことがパソコンへの接触を遠ざけている一因となっていると

考えられる。ワープロ等の普及により徐々にキーボードアレルギーは、解消される方向にあ

ると思われるが、今後はパソコンの操作能力令般の向上を図る必要がある、その際には、よ

り高度な情報リテラシーの向Ｌを｢1指し、インターネット等のネヽツトワークヘの接続を図る

ことが大切である。

　

第二に、青少年に関しては、学校教育における情報リテラシー教育、特に米国との差の人

きいネットワークリテラシーに関する教育の充実を図る必要があり、インターネットへの接

絞率の向llを図るとともに、パソコン等を指導できる教にの確保を図るべきである、

　

第帽二、高齢者に関しては、郵便局、公民館、図片館等の身近なコミュニティにおける施

設を中心に、パソコンを始めとする情報迪信機器に接触し利川できる環境を整備するべきで

ある。また、相談相トとして、社会教育施設や社会福祉施設の関係職員の情報リテラシーの

向上も不口f欠である。

　

第四に、女性に閔しては、家庭におけるネットワーク接続率を高めることにより、ネット

ワークを利用できる環境を整備すべきである、その際には、ショッピング等のな性利用者向

けアプリケーションの充実を図ることも必要である

　

イ

　

郵政省における取組

　

郵政省では、文部省と共同で９年12月から、｢教育分野におけるインターネットの活川促

進に関する懇談会｣を開催しネットワークリテラシーを向Ｌさせる観点を含め、教育分野

におけるインターネｎノトの活用に当だっての考え方や利川環境の整備の在り方などについて

検討を行っている。

　

また、郵政省では、-部の郵使局において、地元自治体等と連携のうえ、郵便局の施設等

を高齢者の集いの場として地域に開放し地域の高齢者等を対象としたパソコン教字を開催

している。

　

さらには、■mi会人においても、生涯学習における情報教育の充実により、情報リテラ

シーのかん養を図っていく必要がある。
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諸外国の情報リテラシー政策

(1)米国の状況

　

ア

　

連邦政府の問題意識

　

米川においては、近年人きく分けて:つの問題意識から、国民の情報リテラシーを向上さ

せる政策に収り組んでいる

　　

ｰつは、情報通信枝術を使いこなせる労働力を育成・確保する

こと猷谷務になっているという点である、ゴア副大統領が1995年11月に行った演説によれば、

2000年には、米国における新しいUうlの60％が情報関連スキルを必要とすると予想されてい

るが、そのようなスキルを持っている労働力は、現時点では全体の20％にしか満たない。そ

のため、米国政府は、人材不足が米国経済の競争力の低トにつながるとの危機感を募らせて

おり、職場の情報化への動きに合わせて、教育現場の情報化を促進しなければならないと考

えているのである、

　

また、第万の問題意識として、米国の教育レベルの向上を図る二とが挙げられる。米国政

府は、米国の教合、特に理系教育の現状に強い危機感をもっている。世界41か国の８年生

(中学２年生)において行われた数学と理科の試験の得点が、それぞれ28位と17位という低さ

たったことが、その危機感に拍巾をかけた。米国政府は、この理系教育のレベルを上げるた

めに、情報通信技術を活川することが重要であると考えている、

　

イ

　

連邦政府の政策・施策

　

米田政府の情報リテラシー教育政策の基礎をなしているのが、1996年２月15日にクリント

ン人統領が発表した｢↑酎財好町リテラシーへの挑戦｣である。

　

この中では、以下の四つの目標が定められている。

　

①

　

乍徒がパソコンや情報スーパーハイウェイを利川して学習する手助けができるよう

　　

に、すべての教師に必要な教育と支援をケえる。

　

②

　

学校の教育課程に不日f欠なものとして、有効かつ魅力的なソフトウェアとオンライン

　　

の学習手段を開発する。

　

③

　

すべての教師と生徒が公新のコンピュータに触れられるようにする。

　

①

　

米田のすべての学校と有畜を情報スーパーハイウェイに接続する(りコ8)。

　

クリントン大統領は、これら目標の達成のために1997年から５年間で20億ドルの予算を充

てることを拙案レ1997年予算として２億ドル、1998年･や算として４億2,500万ドルの予算

を決定している｡これらの予算は、マルチメディア・パソコンの設置、教師へのトレーニン

グ、高rい質の教育ソフトの所発のために使用される。

　

なお、辻邦通信委貝会(ＦＣＣ)はこのような政府の政策、および1996年･の通信法の改正(汁19)

を受けて、1997年Ｕ｣、学校や図再館、病院等がインターネットに接続する場合のために、

割引料金｢E-rate (education rates)｣の設定をプロバイダ、電話会社に義務づけた。これは、

ばとんどの学校゜図片館でインターネット八のアクセス費用が半額に、最も貧しい学校・図

占館ではほとんど無料になることを意味しており、令米で年間25億円のディスカウントとな

るとされている。

　

ウ

　

ＮＰＯ、ＮＧＯの活動

　

米｢巾二おいてはヽ政府の政策・施策以外に、ＮＰＯやＮＧＯによるり:の根の運動が活発に

行われ、人きな成功を収めている二とが特徴的である。



　

例えば、スマートスクールズ・ネットデイはスマートバレー公什というX P 0か巾心とな

り、民問企業や一般巾L印)ボランティアとともに、地几の小巾ヅ校にパソコンを萍べし

　

そ

れをインターネットに接続する活動を展開している

　

さらに、情樅技術を使い二なせる者と使いこなせない片との間に桁差が広がること會強く

懸念レ高齢の人々のために、シニア・ネッドド)活動が行われている

　

二のXIJOは、55

混以llの人たちのパソコンネットを運営する団体で、令米32州に125の支部を持つ人きな示

織である。従来からインターネットのホームページで、医療や保健などの鳥齢州㈲ﾅの仏頂

を提供しているが、企業からの寄付による機器を利川しながら、ボうンティアが令米でパソ

コン教宇を開催するなど、高齢者のパソコン教行にも力を入れている

(2)ヨーロッパの状況

　

ア

　

ＥＵの問題意識

　

ＥＵにおいても米旧と同様、将来の労働力の質について厄機店を抱いている。しかもﾄ2じ

では、労働市場の国際化の進展が激しく、それに耐えうる質の鳥い労働片を行成する必要が

ある、このためＥＵでは、人々の情報通信技術に対するリテラシーを向卜させるとともに、

情報格差のない社会を目指して、学校数行や職業訓練の場で基礎的な知識をケえることを屯

硯レ米国と同様な政策を収り始めている

　

また、ＥＵが中心となって展開されたNetd⑨ys Europe 1997は、米田のスマートスクール

ズ・ネットデイのようなＮＰＯ、ＮＧＯやボランティアが中心の活動というよりは、ＥＵ及

び各国政府が中心のイベントではあったが、インターネットllで学校が情報発儒や情報交流

を行い、各地で行われている300近くのプロジェクトの成米が公衣されるなど、米国での活

動と同様に、学校におけるインターネット利川の促進に白献するものであった｡

　

イ

　

ＥＵの政策・施策

　

ＥＵにおいても、いくから、情証社会における教肯がいかにあるべきかについて検､汁加な

されてきた、例えにし1994年には欧州委０会に対して松山された｢欧州並びにグローバル情

報化会一欧州理分会への勧告上いわゆるバングマンレホーＵを基に政策捉にが収りまとめ

られるとともに、[情報社会に向けた欧州の収り組み方一行動計画]という行動計|由｣が発衣さ

れた｡ここでは、|欧州委員会が、情報格差や大列二よる新しい技術の拒絶劃坊ぐために、で

きるだけ多くの人に実際に情報技術を利川する機会を提供レ適切な教合やトレーニンフを

行う必要があることを指摘しているっ

　

また、1995年には、｢教官と学習に関する白書｣が発衣され、にに政策4｣ムにうり様の認識が

示されている｡

　

そして、1996年にＫＵにおけるリテラシー教育の怯礎をなすアクションプラン｢情樅社会

における学習一欧州教育イニシアチブのための行勁計|山i｣が発衣されている

　

これは／宍校

(特に小学校と中学校)をネットワーク化レ教師のトレーニングをレ必要なソフトを即発

するという、国あるいは地城レベルでの様々な活動を促進するための行動計|山iである

　

二の

行動計画に従って、コンピュータ会社や通信会社などの企業が参加して、学校に対して、機

器や技術的な支援、ネットワークへの接続、教師のトレーニング機会などを提供レマルチ

メディアコンテントの開発に％めている。

　

また、1998年初頭には、この行動計画をより実i｣リJのあるものとするために、｢マルチメ

ディア教育のためのヨーロッパ財団｣が側設された、二の財ﾄ川よ、ﾄ八千)数合方人ﾄﾂﾞ)ド、

企業経営者、組織、公共機関の排月引係を調整した肌テクノロジーの見展や教育の卜段に
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ついてのシンクタンクとしての役割を米たすことになっている

　

ウ

　

ＥＵ各国の動向

　

(ア)ドイツ

　

ドイツでは、政府がドイツテレコムの協力のもと、1996年から｢シューレン・アンス・ネ

ノソ(ＳＡＮ)プロジェクト｣を遂行している‥

　

これは、2000年､までに１万校を目標として学校をインターネットに接続するために、ドイ

ツテレコムで3,600万マルク、連邦教育学術研究技術省で2,300万マルクの合計5,900万マルク

の‾P算を組んでスタートさせたプロジェクトである。現白ﾐ、パソコンメーカー、出版社など

約20社がスポンサーとして参加しており、参加校は既に6,500校に上っている。

　

具体的には、各校で、インターネット企画構想を提出し、それが審査機関で承認されると、

詣由に応じてパソコン、サーバー、ＩＳＤＮ回線、通信料などが提供されるというものであ

る、1997年12月ににし史にドイツテレコムが6,0㈲万マルク、連邦教育学術研究技術省で

4,000万マルクの合計１億マルクの追加投資を決めており、学校をインターネヽ川丿二接続す

るだけでなく、教師、親、牛徒のためのインターネット講座やネット管理部の設置、インタ

ーネットを使う校内一自宅用学習ソフトの開発も助成することを決めている。

　

(イ)英国

　

英目では、1997年９月にフレア首相が、産業界などの協力を得て、2002年までに令英の小

巾学校をインターネットで↓判硫することを柱とした学校教育の情報化構想を発表した。これ

に併せて、ブリティッシュテレコム(ＢＴ)などが協力を表明している。また、1998年を｢英

田ネット年｣とし同年秋には、構想実現のための政府と産業界の共同組織を発足させるこ

とになっている｡



第４節 サービスが抱える問題

(ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽを安心して利用できる環境の整備)

　

情報辿信の高度化に伴い出現している様々な問題に対する対応を検討することが必要とな

っている。

　

郵政省では９年８月から、[高度情報通f計|づこに向けた環境幣備に関する研究勁]を開催し

てきたが、10年:丿｣よ川告yl:}を収０まとめた

　

その慨要は、１～１及び７のとおりである

また、Jうでは、情報流通ルールの在り方、６では、放送炭聴者政策について紹介している

１

個人情報保護

(1)背景

　

インターネットなどのオープン・ネットワークの急速な発震は、コンピュータの小型化に

みられる技術革新とあいよって、現実の世界では令く兄ず知らずの個人同IJの情報交換やよ

業・消費者問等の電]に商取引をIltＷ規模で行うことを卜f能としている‥このような環境にお

いては、ネットワークを通じて／旭引青報である個人情報を容賜に収集・石仏することが目f

能になり、アクセス・ロブ３が本人の知らない間に収集された０、また、不llでなアクセスで、

個人情報が卜則にない形で収集、利川される可能性がある

　

このようなことに対して、国民

に不安感があり、緊急に対策を取る必要がある

(2)対応策の現状と課題

　

ア

　

我が国における個人情報の保護の現状

　

個人情報保誰に関する我が国の対応としては、行政機関における個人情報のコンピュータ

処理の拡大及び二れに伴う個人の拾利利益の侵害のおそれ等を背附に、H対日63年に｢行政機

関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律｣が制定され、行政機関の

保有する電子計算機処理に係る個人情樅の収扱の幕本的事項を定めるとともに、行政機関に

対する個人の情報開示請求権の創設等個人の権利利益の保護が図られた。

　

地方自治体レベルでは、り年ぺ川現ｲ'Iﾐで1,312団体、令体の39.5%の地方自治体が個人情報

保護条例を制定している。これら個人情報保誰条例の対象としては、公的部門の心f一計算機

処理に係る個人情報を規定しているに|休が多いが、民問部門の保什する佃人情報についても

対象とレ民間催業者に対する努力義務を脱定する地々自治体も増加している

　

しかしながら、民問部門では、貸金業の服制等に関する法仲及び割賦販売法において信川

情報の｢|的外使用を禁IIﾐする規定があるものの、｢個人情報｣の取扱い制|混を旧交で規定する

法律は行在せず、電気通信、放送、金融など分野ごとに関係省庁や民問け|休がガイドライン

を作成して民間事業者の白↑ﾓ的な取組を促すことにより対応している

　

例えば、発祐電品番

号表示サービスの利川における個人情樅保護については、り吊11Uに｢允信引吉樅通知サー

ビスの利用における発信削囚人情樅の保駿に関するガイドライン｣が恥心・公八されている

　

また、電‾子商収引における個人情報の取扱については、り乍12川に∧心jイ川州|の友計大
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験を拾進する｣]叶朴｣|休であるサイバービジネス|迄議勁が[サイバービジネスに係る個人情報

の保駿目刺するガイドライン]引圓定し、ｔアクセス・ロゲ等の情報収集の|ぷ実、利用の可

能性について本人に明節にしておくこと、叫川人情樅の収扱方法についてはホームページ上

で帖樅捉供を行うなどび爪紅目排置を講ずることなど／心j≒跨取引にかかおる訂業者がインタ

ーネットの特質を踏まえた∩ﾄﾞ的な保護ルールを整備することを促している｡

　

イ

　

個人情報保護における課題

　

ガイドラインによる仙心Γ･法にし浅間事業晋が収集する個人情報の内容、利川・提供の方

法などに保護対策をぶ心肘るという点でメリットがあるがハレムt･一業界団体に参加していないア

ウトサイダー的なよ業や俵白二よる個人情報の流出といった刳列には対処できないこと、②

ﾄλて仰)諸外田の施策との訓和・統七考慮する必要があること、に鑑みればその効力には

　

うムノ)限界がある

(3)今後の制度整備の方向性と問題点

　

個人情報の保護は、ネットワーク利川に対するf副叫生を高めるための環境整備の重要な要

素であり、今後、包括的な個人↑白報保護法の検討・マーク付り聯丿度等による民間の自主的な

個人情樅保護の取組みの促進など保湾対策の充実を図っていく二とが必要である。

２

　

無権限アクセス対策

(1)背景

　

桂丿言乱斤活動における情樅辿信ネットワークの鳥皮な利川の進展は、ネットワークを通じ

て、頃要情報へのアクセスを容り化レ桁利のない者が不副ニアクセスして、情報の盗用・

流川や、不正潜き換えを行うという、無権限アクセスの問題が発生している、、

　

米川コンピュータ馳ご引見ヽセンターに報占された無帽限アクセスの件数は、1988年の６件

から1996年には2,400件と句激に増加しており、1997年には減少したものの2,134件となって

いる(第１－４－１川参照)

　

目本においても／心気辿fよいし片の研究所のコンピュータ通信網が１年以｣丿二わたって外

部から無佃判アクセスを受け、社内業務情報等が漏洩していた事件や大学の人型計算機セン

ターの特録制で運川しているコンピュータシステムが珀年近くも無権限アクセスを受け使用

されていた乍件などが発生しているが、巾.なる無権限アクセスについては現行法上は不可罰

となっている

　

二のように、ネットワーク伴勁における利川占の保護はト分とはいえない．

(2)対応策の現状と課題

　

ア

　

刑法の改正

　

.冶外川のコンピュータ犯罪に対する法制度幣備の動向も受け、昭和62乍に刑法改正が行わ

れた

　

改自作綱よ、トLt円か服処川細識において川いられる定磁的記録について、その不正

作出及び印ﾐ川並びに毀仰壱処罰する硯定し旧言‰d録不lﾄ作出罪等)、①砲引吉報処理組織に

よる人心迅速な帖樅処川しょって行われる泉肩を妨害する行為を処罰する規定(電子計算機

拍峡才気肩肘大罪犬上

　

ンイ巾二に肩のよ済町加心磁的記録を用いて自動的に行われる事務

処理の形態今川川して財山川丿言ヅ仲川ぷをぐる行為を処罰する規定(電ｆ計算機使用乱欧罪)
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米国コンピュータ緊急対応センターに報告された無権限アクセスの件数
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の３類型の規定を設けた。

　

イ

　

行政の対応

　

近年のインターネットの普及により生じている諸問題については、セキュリティ意識を啓

もうするため、ネットワーク提供者、利用者のそれぞれが講すべき対策を行政がガイドライ

ンを作成し勧告している。郵政省では９年７月に、｢情報通信ネットワーク安全・信輯|生基

準｣(郵政省告示)を改定し、パスワード管理、アクセス管理、アクセス履歴の保存等無権限

アクセス防IL対策を新たに規定した(第↓－４－２表参照)。

(3)今後の制度整備の方向性と問題点

　

無権限アクセスは、ネットワーク社会の発展に伴い将来的には解決すべき重要な問題であ

り、無権限アクセスを禁止する法制度整備の検討、不正アクセス防止の実効性を確保するた

めのセキュリティ技術の開発・普及の推進が今後の課題である。
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第１－４－２表 情報通信ネットワーク安全・信頼性基準（抄）

　

（昭和62年郵政省告示第73号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ﾄ’線部はずりJいドiし改llで部分）

項　目 対　　　策

実　施　指　針

第一種電気

通信事業者

用ネットワ

ーク

特別第二極

電気通信事

業者用ネッ

トワーク

その他の第

二種電気通

信事業者用

ネットワー

ク

自営情報通

信ネットワ

ーク

ユーザネッ

トワーク

第１　設備基準

１　一般基準

（8）通信の秘密

保護、データの

保護及びネット

ワークの不正使

用の防止

ア　利用者の識別・暗記を要

　する通信を取り扱う情報通

　信ネットワークには、正当

　な利用者の識別・確認､を行

　う機能を設けること｡，

イ　アクセス可能領域及び使

　用可能な命令の範囲に制限

　を設ける等のシステムの破

　壊並びに他人のデータの破

　壊及び窃取を防IIﾐする措置

　を講ずること，

ウ　利用者のパスワードの丈

⑤

○

○－

○

○－

○－

○－

○－

○

○

○

○

○

○－

Ｏ

Ｏ－

○－

○－

Ｏ－

○

○

○

○

○

○－

○

○－

○－

○－

○－

○

○＊

○

○

Ｏ

Ｏ－

Ｏ

Ｏ－

○－

○－

Ｏ－

Ｏ

○＊

○

⑤

Ｏ

Ｏ－

○

○－

○－

○－

○－

○

○＊

○

字列をチエックレ一般的

な単語を排除する機能を設

　けること､，

エ　アクセス大敗㈲故の坊準
一
　を設定するとともに、枯草

　値を越えたものについては、

　履歴を残しておくこと_

ォ　保護することが求められ

る重要な情報については、

その情報に対するアクセス

要求を記録レ保存する機

　能を設けること

カ　ネットワークへのアクセ

ス履歴の表示あるいは照会

が行える機能を設けること，

牛　　･定期間以上パスワード

を変更していない利用者に

対して注意喚起する機能を

　設けることI

ク　一定期間以上ネットワー

クを利用していない刊ｍ者

がネットワークにアクセス

する際に、［ﾘ開の意思を蔭

認する機能を設けること

ケ　機密度の高い通信には、
一
　秘話化又は暗号化の措置を

　講ずること

三　迫田な漏話減衰量の怯塵

　を設定すること

サ　ネットワークの不止使用
－
　を陶山する措置を講ずる二

　と

：実光すへきてある

　

＼.＊:技4j的な叫Iり度".'/-■:をとや.レこ段|心的に実施するべきである
：火光か叩ましい
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苦情処理体制の整備

9

1）背景

　　

第１－４－３図

　

国民生活センターに寄せられた苦情・相談件数

巾

６年度 いﾄ度 が|こ度

　　　　　　　　

田民乍活センター資料によ0作成

　

また、り年度に実施した電気通信サービスモニターに対するアンケート調査によれば、電

気通信サービスについて｢相談した二とがある｣は28.6%であり、その相談先としては87.4%

が電気通信今業者の窓口、次いで消費者センターの窓トIが11.5%となっている。その相談結

果については、｢大いに不満｣、｢ややｲく満｣とするものが40％強となっており、その理由とし

て｢川告が解決しなかった｣、｢回答が適切ではない｣、｢相談窓｢1牡専門的な知識を欠いてい

るニりjとなっている(第１－４－刊胤第１－ニ↓一引図参照)。

　　　　　　　　　　　　　　　

第１－４－４図

　

相談した印象

わからない

　　　

0.4％

邱政がj料によ０作成

人いに満足

6.5%
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第１－４－５図

　

相談に不満を持った理由

訓告が解決しなかった

回答が適切ではない

相談窓口が専門的な知

識を欠いている

神心が遅い

たらい[口]しにされた

その他

０
10

郵政省資料により作成

20 30 40

Ｎ＝１
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丿
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（2）対応策の現状と課題

　

ア

　

郵政省の苦情処理

　

郵政省では、電気通信サービスに関する一般利用者や消費者団体、各地の消費者センター

等からの苦情、相談、要望等の受付窓口と苦↑青等処理手続の明確化を図るため、９年７月、

電気通信局電気近信事業部に電気通信利用環境整備室を設置レ利用者が安心してサービス

を利用できるための環境整備を図っている、

　

イ

　

苦情処理・相談体制の課題

　

複雑化、専門化する情報通信サービスにおいては、サービスの提供に関する苦情について

利用者が事業者と相対で解決することは情報力や交渉力の格差から困難となっており、両者

の関係を当事者の自治に委ねておいたのでは、消費者の利益が具体的に害されるおそれがあ

る。また、現在、多くの利用者の苦情吋目談窓口となっている消費者センターにおいても情

報通信サービスの高度化には必ずしも対応できていない、従って、利用者の権利実現のため

の救済手続きである、情報通信サービスに対応した苫情処理・相談の円滑な実施を行う体制

の幣備につき、行政牡支援する必要性が高まっている、

（3）今後の制度整備の方向性と問題点

　

今後の片情処理・相談の方向性としては、引二被害を受けた利用者の苦情の解決にとどま

らず、一般の利用者からの住設的な意兄を受け付け、政策の決定過程に利用者が参加できる

道を拓く必要がある

　

また、そのためには利肝者加|冑報通信の発展に円本的に参加できるよ

う、情報捉供を積知的に行うべきであるｰ



４

　

電子商取引の実現

（1）背景

　

ネツトワ―クを通じた電11商収引は、消費者の利使性の向工及び企業活勤の効率化をもた

らすとしてその可能性か汀目されており、電子商収引の成長のための枠組みづくりについて

は、欧米諸国においても重要な政策課題に位置づけられている，

　

しかレ電子商収引を推進するためには、伝送容量か遅い、犬容にデ一夕か送れない、デ

ータ改ざん、他人のなりすまし等の解決すべき課題か多く、インターネツ卜の超高速・犬官

量化や安全・信

５ インターネット上の情報流通

　

郵政省では、電気通信事業者の責任範囲の明確化などの情報流通に関するルールを作成す

るため、９年10月から｢電気通信サービスにおける情報通信ルールに関する研究会｣を開催し、

９年12月に報告書｢インターネットトの情報流通ルールについて｣をまとめた。概要は、次の

とおりである。

(1)背景

　

インターネットは、個人の自己表現の発展、経済取引の利便性の向上等、我々の文化的・

経済的・社会的生活を豊かにしている一方、わいせつ情報や他人を誹誘中傷するといった違

法又は有害な情報の流通が大きな社会問題となっている。インターネットを国民生活に根付

いた、誰もが安心して利用できるコミュニケーションの手段とするためには、情報の自由な

流通を確保しつつ、インターネット上の情報流通に関するルール作りを行っていくことが必

要である。

(2)情報流通ルールの具体的な在り方

　

ア

　

自己責任の原則の確認

　

インターネットにおける情報発信は手軽であるが、発信者は、公然性を有する通信におい

て、その影響力は想像以上であることを認識レニれにげテ貞任とリスクを､ぷ識する必･堤が
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ある｡また、受信行はインターネヽツトLの情報には儒頼性の低い情樅等があることを自覚し、

常識や客観的佐七とも照らし訃わせだLで、冷静な対応を収ってい

　

イ

　

違法な情報発信に対する現行法の適用

　

｢オフラインで違法なものはオンラインでも違法｣であることは国際的にも共通の認識とな

っており、違法な情報流通に対しては、まずは、現行法の適川で対応すべきであり、それが

将来の違法行為の抑制にもつながると考えられる｡

　

ウ

　

プロバイダによる自主的対応

　

プロバイダの貞任を法律によって規定することは慎重に検討すべきであり、当面はプロバ

イダの自主的畑立､に期侍していく二とが適当である｡

　

また、プロバイダが発信者への注意喚

起や利用停111等の措置を取ることは、電気通信事業法ト可能であると考えられる。

　

エ

　

発信者情報開示(匿名性の制限)の検討

　

公然性を有する通にや１対１の通信において、うljの要件のﾄﾞで､適止な手続きに従って、

発信者を特定する情報を開示することを可能とする月々を設けることを検討すべきである｡

　

オ

　

受信者の選択を可能とする技術的手段の活用

　

レイティング及びフィルタリング技術の活用及び普及のための施策を推進していく必要が

ある、また、迷惑通信対策として、電子メールの受信拒否機能の導入を進めていくことも必

要である｡ﾕ｡、

６

　

視聴者政策の推進

(1)我が国の放送分野における視聴者保護政策に関する取組

　

近年、青少年による凶悪な事件の発生等により、テレビ番組の暴ﾉJシーンの青少年への影

響が問われていることから、放送分野における視聴者保護政策について調介研究会を開催す

る予定である、訓査研究会においては、米国のＶチップ等、諸外国の収組に関する調査、放

送分野における視聴者保護政策の課題の抽出等を行い、その方策諾について検討を行うこと

としている｡

(2)放送番組審議機関に関する制度整備

　

郵政省では放送番組密議機関の活性化を図るため、放送法及び打線テレビジョン放送法の

改正を行った｢９年1叫｣施行)､改正は、①=放送番組審議機関の答中・意見を尊服して放送事

業者が講じた措置の内容、訂正放送制度の実施状況、放送番組に関して巾出のあった苫情そ

の他の意兄の概要等を放送番組審議機関に報告しなければならないこと、②j番組審議機関の

答申・意見の内容その他議事の概要等を公表しなければならないこと、を規定した。なお、

９年ぺ]リ｣から、ＮＨＫと民放連が、放送による権利侵害等についての苫情を扱う第三者的な

機関として｢放送と人権等権利に関する委員会｣を発足させており、叫｣から機能している。

(3)放送と視聴覚機能に関する検討会

　

いに2川アニメーション番組を見ていた炭聴者が、休調のμ常を訴える帽ﾀﾞ|｣が発生した。

そこで、郵政省では[放送と祝聴覚機能に関する検討会]を川催し放送界組の視聴的効果・

乍理的効米等について幅広く検討を行っており、10半白1までし肛占を収りまとめる∩定で

ある



(4)｢放送における視聴者の加入者個人情報の保護に関するガイドライン｣の策定

　

放送の多チャンネル化に伴う有料放送、双方向的な放送サービスの進展により、今後放送

事業者に、視聴占が祝聴した番朧|青報、料金情報等の広範囲な個人情樅が蓄鍋される二とが

ら、これらの情報が目的外に使用されたり、外部に流出したりした場合、祝聴者のプライバ

シーが侵害されるおそれがあり、個人情報の保護に関する対応が必要となっている｡

　

このため、８年月｣、放送事業者が加入契約を伴う放送サービスを提供するに当たって、

加入者の個人情報を作州扱う際に留意すべき必要最低限の項目と号えられるものについて、

｢放送における視聴者の加人別固人情報の保護に関するガイドライン｣を策定した｡

(5)訂正放送制度の定着化の推進

　

訂正放送制度は、貞実でない放送によって名海きそん、信川矢吹等の権利侵害を受けた者

が、その放送を行った放送事業者に対して、訂IIで又は取消しの放送の請求を行うことができ、

放送事業者は、調査の結米、その放送が真実でない二とが判明した場合には、訂正又は取消

しの放送を行わなければならないという制度である

　

さらに、本制度の実効性を高める観点

から、こうした放送による被害者等が番組内容の確認を行えるようにするため、放送事業者

に対して、放送後の一定期間、番組を保存することを義務づけている。

　

この訂正放送制度について、郵政省では、リーフレット、ポスターを作成し、全国に配布

するなどその周知に努めている｡

７

　

諸外国の動向

　

諸外国の立法状況は、次のとおりである(第１－４－６表参照)｡

(1)米国

　

ア

　

個人情報保護

　

連邦政府が保有する個人情報の保護の法律としては、｢1974年､プライバシー法(Privacy Act

of 1974)]があり、連邦政府による個人識別情報の収集、保有、利用及び頒布を規制してい

るノ|吉報通信の利用にかかおるプライバシー・個人情報の保護については、米国では、通信

内容の保護と情報通信サービスに係る顧客情報保護の二つの側面から法制度が整備されてい

る。

　

(ア)通信内容に関するプライバシー保護

　

歴史的には電話盗聴規制の問題として捉えられており、1934年通信法705条において規定

されている、さらに1968年･総今犯罪防止及び街頭安令法において初めて盗聴の禁止を導入し

た、そして、1986年電f通信プライバシー法により、盗聴禁Illの対象に電f通信が追加され

た、

　

[イレ晴報通信サービスに係る顧客情報保護

　

通信記録のプライバシー保護け]本では｢通信の秘密保護｣に該当するっ)については、1986

年電子通信プライバシー法により、ヶ－ブルテレビ加入者の視聴者個人情報保護については、

1984年ヶ－ブル通信政策法により、電気通信事業者等の顧客情報の収集、利用・管理につい

ては、1996年ご電気通信法により規定されている｡
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第１－４－６表

　

サイバー社会に向けた環境整備に関する諸外国の主な取組状況
(97年末)

暗号技術・認証制度 ネットワーク･システム関連 個人情報の保護 違法･有害な情報流通への対応 消費者保護(苦情処理)

米

国

●ュ列片岨ｆ習名法

　(1995年制定、

　1996年収|白

●その他、州法で電

　子署名法制定

●連邦刑法典(1984

　年膜び1986年改正）

　く無権眼アクセスを

　処罰〉

●その他、州法

●通信法

　(222条:1996年改白

　ぐ電気通信他業者の付す

　る顧客の情報等の守秘

　義務を規定〉

　(631条:1984年,改疋)

　くヶ－ブル他業者の有す

　る顧客の情報の守秘義

　務等を規定〉

＊プライバシー法(1974

　年)

く公的部門における個人

　情報の保護を規定〉

　へわいせつ情報に対する規制》

●通信法(223条:1996年改正）

　く発信規市|」につき一一部違憲刊

　決〉

●通信法(230条:1凶6年改正）

　くプロバイダの民お責任認定

　条件について規定〉

　ぐめいわく通信等の発信に対

　する規制》

●通信法

　(223条、224条、227条）

　［電話利用者保護法(1991年）

　による改正］

●通信法

　(208条:1988年改正)

　く苫情処理について

　規定〉

英

国

●政府提案を公表

　(1997年)

　く認証機関に関する

　免許制度、暗号寄

　託制度の導入を検

　討〉

●Computer　Misuse

　Act

　(1990年）

　く無権眼アクセスを

　処罰〉

＊データ保護法(1984年）

く公的・私的部門におけ

　る個人情報の保護を規

　定〉

《わいせつ情報等の発信に対

　する規制》

●電気通信法(1984年）

※インターネット・プロバイ

　ダの事業者団体が、自主規

　制の体制を整備(1996年）

　《めいわく通信等の発信に対

　する規制》

●電気通信法(1984年）

●電気通信法

　(1984年)

　[公益事業競争・サ

　ービス法(1992年)

　による改正]

く苦情処理について

　規定〉

ド

イ
ツ

●デジタル署名法

　(1997年)

　くマルチメデ｀ィア法

　の一部〉

く認証機関の義務や

　免許制度について

　規定〉

●刑法典

　(1986年収白

　く無権眼アクセスに

　よる情報取得を処

　罰〉

●電気通信法(1996年）

く電気通信事業者による

　個人情報収集・処理・

　利用の規律〉

●テレサービスに際して

　の個人情報に関する法

　律(1997年）

くマルチメテ｀ィア法の一一

　部〉

くサービスブIロバイダの

　有する顧客↑MI報等の保

　護を規定〉

＊デ｀一タ保護法(1990年）

く公的・私的部門におけ

　る個人情報の包括的保

　護を規定〉

●テレサービスの利用に関す

　る法律

　〈マルチメディア法の一一部〉

　くプロバイダの刑事責任認定

　条件について規定〉

フ

ラ
ン

ス

●電気通信規制法

　(28条:1996年改正)

　ぐ暗号規制の緩和、

　認証機関の免許制

　度等について規定〉

●刑法典

　(1988年改正)

　く無権限アクセスを

　処罰〉

＊データ処理・データフ

　ァイル及び個人の自由

　に関する法律

(1978年)

く公的・私的部門におけ

　る個人情報の包括的保

　護を規定〉

●通信の自由に関する法律

　(1996年改正)

　く43条の１：アクセス制限・

　選別の技術的手段の提供義

　務について規定〉

　く43条の３：プロバイダの刑

　事責任認定条件について規

　定

　但し、同条文は憲法院にて

　違憲決定〉

●通信の自由に関す

　る法律

　(1996年改正)

　く43条の２：憲法院

　にて違憲決定〉

く苦情処理について

　規定〉

郵政省資料により作成

　

イ

　

情報流通ルール

　

1996年電気通信法は、その巾の｢第Ｖ編わいせつ及び暴力｣にインターネット等の電気通信

を規制する規定を設けた。この第Ｖ編は｢1996年一通信品位法｣と称されている。しかし、1997

年６月、連邦最高裁判所は、1996年電気通信法中の∩゛品な｣及び｢明らかに不快な｣の文言は

過度にあいまいてあり、憲法修正第卜条(右現の白山)に違反するとして違憲判決を下した。

　

二れを受けて、臼卜規制による対応及び技術的対応(フィルタリング等)をさらに拒心して



いくこととしている、クリントン大統領は1997年7 j･|、｣！どもを行害情報から守るためのフ

ィルタリング・ソフトの活用等について、業界の白土規制による対応を要請した

(2)英国

　

ア

　

個人情報保護

　

英国では、1984年にデータ保護法が成ゲレ現在に至っているが、保護の廿象となる情報

は、電子計算機処理に係るもののみであるっ[[jJ法では、８頃目のデータ保護原則を宣バレ

データ利用者(電子計算機処理に係るデータを保有する者)等にそれを遵守させる‥J般的義務

を負わせている。データ利用者等は、政府機関であるデータ保護登録官の保有する登録簿へ

の登録を義務づけられている。

　

イ

　

情報流通ルール

　

インターネットにも既存の法律の適用があり、名言毀損法、わいせつ出版法及び児童保護

法により規制されている。

(3)ドイツ

　

ドイツではインターネット等による電子商取引やその他マルチメディアサービスの利用に

関する法的枠組みの整備を推進するため、1997年８川、｢情報通信サービスの基本条件の規

制に関する法律｣(通称｢マルチメディア法｣)を施行した。

　

マルチメディア法は複数の法律を総称した法律であるので、内容的には｢テレサービスの

利用に関する法律｣、｢テレサービスに際しての個人情報保護に関する法律｣及び｢デジタル署

名に関する法律｣の三つの新法と｢刑法｣、｢秩序違反法｣、｢青ケ年に有害な文書の流布に関す

る法律｣、｢著作権法｣、｢代価情報法｣及び｢代価情報令｣の六つの法律の改正からなっている。

(4)フランス

　

フランスでは1978年に、情報処理についての個人の権利と自山を保障することを主要な目

的として、目青報処理、ファイル及び個人の諸臼由に関する法律｣を制定した、二の法律は、

①公共部門及び民間部門の双方の情報処理システムを対象としたオムニバス方式、②=･当該情

報に係る自然人を識別しうる個人情報(記帽青報)を保護の対象、①|青報システムの事前の登

録・許可制度の採用、①個人情報の収集・記録り呆存についての個人の権利保障、⑤フクセ

ス権、訂正権等の承認、⑥コンピュータ処理だけでなく、]ﾄ作業処理について一定の権利保

障、などの特徴がある。

　

また、インターネットＬでの違法情報の発信に対しては一般法の適川があるが、既存の法

律では追求することができないプロバイダの責任等については、1996年､４月、電気通信規制

法を改正し対応した。
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第５節

　

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｯﾄﾜｰｸ社会の実現に向けて

課題への対応

　

これまで兄てきたように、デジタルネットワークにより提供される多様なサービスを普及

させるためには、様々な課題があり、積極的な取組がなされている、

(1)誰でもがネットワークサービスを利用することができる環境の整備

　

ア

　

情報通信インフラ整備

　

加人者系光ファイバ網と放送インフラ(衛星放送、地ll放送、ケーブルテレビ)のデジタル

化を進める必ガがあるが、郵政省では、光ファイバ網の令国整備を2010年を念頭において早

期に実施することを目標とし200ジトヘの前倒しに向け努力することとしている。また、全

放送メディアのデジタル化についても2000年べ二実現することを目標に政策を推進している。

　

また、デジタル化され万行線系と無線系、移釣系と固定系という各種ネットワークインフ

ラをシームレスに接続する∩ヽ一タルデジタルネットワーク]の構築についても、現在検討を

行っているところである(第３慨参F㈹(第１一卜－↓図参照)、

　

さらには、こうしたトータルデジタルネットワークの普及を念頭におき、競争による通信

料金の低㈲化を図るため、料金規制の在り方について、インセンティブ規制の導入を行うこ

ととしている(第Ｓ章参照)

　

イ

　

公共分野への情報通信アプリケーションの導入

　

教育づ矢療・隔祉、行政子の公共分野に各種アプリケーションの導入を進める必要がある

が、地方公共ﾄ川本が、地域の作叫五を反映レ公共アプリケーションの開発・普及を主導レ

郵政省は、先進的な公共アプリケーションの整備等を刎暖することとしている(第３章参照)。

　

ウ

　

情報リテラシーの向上

　

第:{節でも詳述したように、情報リテラシーの向上剖ｼﾞく|ることが必要であり、郵政省では、

学校におけるインターネット活川の促進等、情報リテラシー向上のための施策を行うことと

しているI

　

エ

　

端末のマンマシン・インターフェースの改善

　

訂もが情報通儒サービスの恩更を一戸受するためには、情報リテラシーの向ﾄ｡とともに、使

いやすくヽ安価な端木の片及が必々である

　

二のため、郵政省では、①高齢者・障害者等を

ですか

　

'般ニーサー加旨いに|ら度な情樅通祐サービスをゾ受できるユーザーフレンドリーな端

七機器の問允‘付及ヽツサービスの別別ﾋに七軟に対応できるような端木機器の共川化、な

どを推進することとしている(第卜卜参照)
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（2）ネットワークサービスを安心して利用することができる環境の整備

　

ネットワークサービスを安心して利用する二とができる環境を整備するために、第４節で

見たとおり、郵政省ではづ固人情報保護、無権限アクセスへの対応、情報流通ルールの整備、

苦情処理体制の整備など、電子商取引等のサービスを安心して享受できるようにするための

検討を行っているｰ

２

　

デジタルネットワーク社会の実現（真の豊かさの獲得）

　

ネットワークサービスを利用するための二つの環境整備を､並行して進めることによって、

｢デジタルネットワーク社会｣が到来しつつある、

　

まもなく到来する｢デジタルネットワーク社会｣は、第２節で見たように、次のような特色

を有すると考えられ、我々は、｢多様な選択｣と｢自由な参加｣の機会が提供され、｢個性の発

揮｣できる真の意味の豊かさを獲得できる。

(1)人的ネットワークの広がり(オープンな社会、自由な参加)

　

地域コミュニティ、ボランティアへの関心の高まりなど、会社関係以外の人的ネットワー

クの広がりがみられるが、デジタルネットワークは、こうした動向を加速させ、時間・空間

を克服することで、人と人とのネットワークに更なる広がりをもたせる。

　

また、家族・友人との絆は、従来のコミュニケーションに加えて、デジタルネットワーク

を介して多様な手段により連絡を密にとることができるようになることから、一層強まる。

　

我々は、従来では決して出会うことがなかったかもしれない、自分と関心を同じくする

人々と、サイバー空間を通して出会い、意見を闘わせ、さらには関心事項について社会活動

を共にすることが可能となる、

(2)多様な選択肢の提供

　

デジタルネットワークは、趣味・娯楽・消費等我々の多様なニーズを満たす様々な情報を

賦与してくれ、余暇を豊かに過ごすための手段となる。

　

従来であれば、刊二することができなかったような多様な情報をネットワークを介して入

手する二とて、自らの個性に基づき、自らのニーズを満たす豊かな生活を送ることができる。

(3)個性の発揮

　

デジタルネットワークにより、世界は均一化され個性が損なわれていく面がある一方で、

デジタルネットワークを活用し、多様な情報を受発信することにより、他人にはない個人の

様々な能力を発揮する場が提供され､自分の個性を発揮できる生活を実現することができる。

(4)ユニバーサルサービスの実現

　

医療・福祉、教育、行政等のパブリックサービスを、居住地域や年齢等にかかわりなく、

均等に享受したいというニーズはヽ高齢化・過疎化等が進むにつれて、一層高まると考えら

れる

　

デジタルネットワークの活川によってヽ誰もがづ也域バト齢、障害等の有無にかかからず、



医療・福祉、教育、行政サービス等のパブリックサービスを均等に受けたり、また、障害の

有無、年齢に関わりなく、就業の機会を得る二とが可能となる、

(5)時間のゆとりの拡大

　

仕事を効率的に行うことができ、余暇時間が生まれ、また、テレワークの普及により、遠

距離通勤が解消することから時間的なゆとりが拡大する。

　

ただし、デジタルネットワークは、時間・距離を克服するが故に、自らが望まない時に望

まない相ﾆ]トとのコミュニケーションを成立させてしまうので、第２節で見たように、生活の

変化として｢寝る時間が減った｣、｢忙しくなった｣と回答しているネットワーク利用者が多い

が、こうした問題は、ネットワーク利用者の間で、一定のモラル(ネチケッＵが醸成されつ

つあることから、次第に解決されてゆくと考えられるっ

(6)その他

　

テレワークの普及による環境(大気汚染)の改善、ネットワークを介した住民参加による行

政意思決定への関与等の効果がある。

■■I-
ぷ

　

ー

　

リ

－ij-

出」

デ

ジ

タ

ル

帛

ツ

Ｐ

ワ

」

ク

髄:

趾

の

チ4

.ﾘﾂj

に

同

け

て

２

ﾐli
ア

ジ

タ

ル

ネ

ッ

ト

ワ

　

｜

ク

社

会

の

実

現

八
真

の

豊

か

さ

の

獲

得

心ﾉ

１０９



2j

」

一一
ぶ

ミ●●
７‾

ジ

こン

ル

アJこ

乙ﾆ／

j｀-

Ｃﾉ

　

』

ｓ／

まこ

ΞΞ

二り

こｊ

副』

17

　

；

こ２

４こｊ

り

jン

く

ー
二／

一「

Ｓ／

ニ乙

こﾆ／

一「

Ｊレ

　

；

１１０

巾ミト情匹迄屈センサス

　　　

帖報流通七ンサスについてにし弟リ;回川節午参川

(汁り情樅装備指標及び情樅じ｢･1指標の内宮

指標払 内宮

情報装備指標 水府における情報大汗L千加)多様化の推移

１　情報通信機影の[目ｼ肝当たＯ保有数

けヽt賠)

カラーテレビ、衛星辰送受に装置、ＶＴＲ、ステレオ、ワープロ、パソコン、

プッシュホン、ｃＤプレーヤー、ファクシミリ、ラジオカセット、ビデオカメ

ラ、ビデオディスクプレーヤー、カラオケ装置、カメラ、カーナビゲーション、

携帯|青報端末

２　情報通削ネットワークへの附帯当た０む目人数

　(付則

僕tjけ劫口入電話、携帯・∩勅令電話、ＰＨＳ、無線呼出しパソコン通信、イ

ンターネット、ＢＳ放送(ＮＨＫ、ＪＳＢ、ＳＤＡＢ)、ＣＳ放送(アナログテレ

ビ、ＰＣＭ放送、デジタルテレビ)、ケーブルテレビ

情報帽お指標 家計帽帽二おける情報通に関連4ど出の袷伴（消背昔物価指数によ０実質化）

１　情報通信機器の購入額

　け才蒙）

逆討機器、テレビ、ステレオセット、テープレコーダー、ビデオテープレコー

ダー、パソコン・ワープロ、カメラ、ビデオカメラ、テレビゲーム

２　↑除服通信社ットワークヘの加入・俗説料

　けj傀）

郵便料、電話通信朴に放送受信料

ｊ　ハッケーゾ剔青報ソフトの購入額

　(対蒙)

オーディオ・ビデオディスク、オーディオ・ビデオ七使用テープ、オーディオ

・ビデオ収録済テープ、新聞、雑誌・週川誌、書籍、その他の印刷物

｢家計訓介年々l^_

rレジャーイレ|卜

（総務斤）．「消叫動向調査」（経済お坤）白、「通いfl」用動向調介」（郵政省）、

け財）余暇開兄センタ十）によｏ化成

(汁訓国民生活の情穣化に関する国際比較のデータ煩卜内容

項目 内容

庄七出走 刮目|綿加入率 圧抑↑]電話回線数／全財帯数

通信行妬中言 世帯当たりの郵便料及び電話等通信サービス料（円換算）

携帯電話(我が国においてはＰＨＳを片か)

㈲大宰
携帯づ」動巾電話（我が国においてはＰＨＳを含む）加人数／全
世帯数

無線呼出し加入子 無線呼出し加人数／全世帯数

ＶＴＲぽ右府 ＶＴ

ハソコン保打率 居H諸100人当たりの保有率

ハソコン通信祖|大半 ハソコン通信加人数／全[[t帯数

インターネット加入寸 インターネット加人数／帽lt帯数

ケーブルテレビ加入寸 ケーブルテレビ加人数／争|げ借款

衛足紋辻郭大率 衛星放送アンテナ款／粂肘借款



(汁卜国民生活の情報化に関する川|;帽ゼ坤Jテー一判PI叫

項目 国Y, 出典 謳斤特凹
入|｜ 日本 ｜目乍統,訓ﾚ服三白乃斤 づ川

相川 U.S. ISureau of the C(ヽIISUS ∩八州

帽H Office of I'opulatic川Censuses皿(I Siii'vリｓ ∩万口

トイッ Sばislischi-s仙hi-l)uch1りり7 バ｢土州

韓国 1賄5 Populalic】バm(IHousing Ci'nsus Kc】)Orl ∩万口

シンガポール Singapore Yearb( ok ol Statistics づ|で目

肺肝数 目乍 ,‾目付谷口ﾄ副往訪斤 (ドレリ]

椙目 U.S.Bureau of(lieCensus ∩万口

帽ﾛ Yearbook (「Statistics19(S(i-1995 ∩I II

ドイツ StalislischcsI油rbucli19!-庁 バ午｜目

帽1ﾐ| 1㈲5 Population and Housing Census Report 万円1目

ンンカホール ＼'eai'b(okO fStatistics1り8(>1995
∩‾｜川

汗口日電話回線

加入子

目氷 □ﾐ要恍川回付史］X T T リ午バ目

枇I」 statisticsof Communicatif ns Common Carriers 1994/1995 ドト士ﾘｊ

帽h］ BT Annual Ｒ即Orl り巾ﾝ;目

ドイツ Deulsche 'lVlekom Ann皿I Report ∩土州

帽1』 1闘5京計弟娘 ∩七月

シンガポール 痛恨apore Telecom資料 り甲づ目

通信行I,- Ml 日参 「京計測だ年貢］総務斤 y4吊

桐[| U.S.Bureau of the Cfiisus ド|こ

帽卜」 Family Spendingり(>97 回申

ドイツ Stalistischt'sJ油l'biich1り㈲ ∩，

韓国 1り95家計不犯 ∩し

シンガポール Report on the H( usehold Kxi)i'nditui･eSui'vey兜/闘 ドト

携帯定詰

　（我が国におい

てはＰ目Ｓを

汗か）圓八寸

日本 郵政六百料 ドレリ|

米国 CellularTelec()inmunicati(ns IiiduslrvAssoc治山)汀月付 郷∩川

帽LI Mobile CO mmuiiications ∩こ1川

ドイツ Mobile CoiiiiminicポiOns り■r-i2)i

韓国 Asia-PacificTelecom niLinicatonsIndicators 1㈲7 回目ジ］

シンガポール Singapore TelecO m百科 ∩悦川

無線呼出し

加入子

目水 郵政省資料 づ∩目

水田 情他出⑤ヽンドノニクIﾘヅ｢塵 ∩七日

帽I!| MO bile Comnuinications 引ド川

ドイツ Mobile ＣＯmmunicalions ∩て川

韓国 Asia-PacificTeleconimunicatons Indicators 1㈲7 ぐ｢12川

シンガポール Singaporドrelec( m臼杵 ∩バ川

ＶＴ同県打率 目本 ｢消費動白洲が|経済謳|由貯 り年べい］

剔LI StatisticalAbstractof the United Slates1㈲7 ７彫

か』 RegionaドFI･ends(Central StatisticalOtfice) ７彫

ドイツ StatislischesJahrbucl八白6 ７弟

帽王| 七言石印｢突所行料 |ド11

シンガポール Reporい)n the Household Expenditure Sui'vevり2/り:3 ドト

ハソコン保付子 目本 World Telecommunication Development Report 1りり(VI997 ７彫

剔I』 World TelecoiiiniuiよatioiiDcvelopiiienlReport 1996/1997 ∩･

帽lil World Telecommuiよatioii Develonmenl Report lりり6/U)97 丁彫

ドイツ World Te】ecOniinunicati(n Development Report n)96ハりり7 ７巾

韓国 World Tcleconimuiよ涌on Development Repor川996/1997 ∩，

シンガポール W'oiiclTflec( m四面calioii Deve10 piiien円蛸川rtWW程1凹7 丁子

｀ドt

tで51

゛／

／~。



沼

ｊ

一一
ぶ

＝●●
こノ‾

ジ

こン

ル

ごlこ

ツ

J｀’

にﾉ

　

Ｊ

Ｃ／

万心二

ΞΞ

乙り

こｊ

ぷ」

け

　

；

こ辺

Lfン

り

jン

　

／
た

こ／

－「

Ｓ／

７.

こン

ー「

ｊレ

１１２

頑[｣ 目付 illll典 調査時期

犬ノコン通に

り｢]へ率

｜休 情仰山,ヤハンドブヴク哨年版 り年

剔I』 情報通回ハンドブバノ’りがﾄ脱 り年７月

竹田 情報通fヤヽンドブｊク’り川り内 ８年，

ト仁ｿ 情耶引脂ヽンドブｊク’㈲不戦 り年７目

帽11 - -

シンガポール 情報通信ハンドブック'り7年版 高年い

インターネリト

㈲人率

日本 World Telecommunication Development Report 1996/1997 ∩こ

水田 World Telecommunication Development Report 1996/1997 7 'f■

川口 World Telecommunication Development Report 1996/1997 ７年

トイッ World Telecommunication Development Report 1り96ハ997 ７弟

帽ly World Telecommunication Development Report 1996/1997 ７年，

シンガポール World Telecommunication Development Report 1996/1997 ７年

ケーブルテレビ

加入率

日参 郵政省資料 いし3月

水田 StatisticalAbstractof the United States1997 ８弔10月

帽‾月 郵政省資料 ８年１日

ドイツ Deutsche Telekom Annual Report 回年12月

韓国 Yearbook of Statistics198(>1995 ７年12月

シンガポール Yearbook of Statistics1986-1995 ドト１月

衛星放送加入率 日本 Yearbook of Statistics1986-1995 バト１月

札国 Yearbook of Statistics1り8(3-1995 ７年･12f]

憾国 Yearbook of Statistics1986-1り95 ７年-１月

トイツ Yearbook of Statistics1986-1995 ７午

帽主| World Telecommunication Development Report 1り96/1997 ７年

シンガポール - -

(注J5 インターネットビジネスに関する研究会

郵政省の目崔において、1㈲丿川から２月にかけて開催された研究会一

(注りふ|冑報通f,ﾆlと乍活に関するアンケート)

　　　　

郵政省か行ったアンケートで、り年12月から川子１月にかけて、ファクシミリ、携帯電話、ＰＨＳ、

　　　　

インターネット、パソコン通信、ＣＳ放送及びケーブルテレビの保自話及び加入者を対象に、情報通

　　　　

信メディアの利川状況及び刊川による生活の変化について、各メディア毎に、以ドの方法で調査した

　　　　

ものである

情報通信メディア 訓佐川去 有効回答数 実施期間
ファクシミリ 対象者300人に郵送配仙・郵送回収 207 川口2月18目～10年いド目

携帯電話 対象者300入に郵送配布・郵送回収 214 ９吊12月18日～珀年1 J17日

PH S 対象者300人に郵送配布・郵送回収 211 り年12月18日～1㈲≒月７日

インターネット インターネット「.でのオンライン

アンケート
351 いﾄ12n25目～10年-１月20日

ハソコン通信 ニフティサーブllでのオンライン

アンケー|ヽ
1,911 5ドド2目19日～9ドド2月25日

ＣＳ放送 対象者750人に郵送配乍・郵送回収 215 Sバド2M26日～1㈲こけ114目
ケーブルテレビ 対象者800人に郵送配布・郵送回収 302 Sドド2月2り日～10吊1)114目

(注 ＶＣＯｙ]

〕ﾚ

　

慶応大学S FC(湘南I肌尺キャンパス)研究コンソーシアムの･一つとして実施
－

リ

ー
－=

　

イン･ターネ川ヽ等を使つだ‾情報コミュニティ１巾に関する実証研究プロジェクトで、金子郁容

研究牢か巾心になってけわれている

旧で馴ゆりのき台自治会アンヶ－|･

　　　　　

いい川に1日、ゆＯのき台川脂ﾆこか、計い1,0911日:帯を対象にアンヶ－ト他実施し

　

∩□り目に207

　　　

件川丿|卜今白たもの



(注９)ボランティア団体アンケート

　　　　　

ＹＡＨＯＯのボランティア活動のヘージヒホームヘージが糾勧ヽされているもの(299団体)のうち、

　　　

電子メールアドレスを表示しているもの全数(273団体)に対して、電ｆメールによるアンヶ－ト調だ

　　　

を実施

　　　

(10年１月実施

　

アンケート回収数83通)

(注10卜|青報通信とライフスタイルに関するアンケート

　　　　

郵政省が行ったアンケートで、８年12月にニフティ(株)が運宮するパソコン通信サービス｢ニフテ

　　　　

ィサーブ劫口人会員を対象に、情報通信の利用による生活令般の変化並びにインターネット、P H

　　　　

Ｓ・携帯電話及び多チャンネルテレビ放送の利川状況について、同パソコン通信ネット11に訓在票を

　　　　

掲示し回答を得る方法により調査したものである、回答数は、3,417人(男性2,580人、女性837人)であ

　　　　

る．

(注11)アンケート調査

　　　

ともに，10年１巾二郵政省が行った調査

　

概要は次のとおり｡

　　

①一般消費者向けアンケート調査

　　　

調査対象：全円，満20歳以上の男女個人

　　　

調査方法：調査員による個別面接聴取法

　　　

標本数

　

:2,000

　　　

回収数

　

:1,398(回収率69.9%)

　　

②インターネット利用者向けアンケート調査

　　　

調査対象：インターネットを利用するり5女個人

　　　

調査方法：調査会社のホームページ上に記戟しかアンケート調査票に回答する形式

　　　

回収数

　

：総回答数1,329(うち，行効[川答数1,268]

(注12)市場規模

　　　　

｢サイバービジネス｣の市場規模の数値(第２－７－１表参照)，

(注13)ネチケット

　　　　　

ネットワーク上でのマナー、エチケットのこと

　

ｎｅtとetiquetteの造語、パソコン通信やインターネ

　　　　

ットで情報をやり収りする場今のマナー｡

(注14)

　　　　

都道府県の開設率については、り年1叶|に郵政省が47都道府県に対して行ったアンケートによる｡

　　　　

市町村の開設率については、８年11月に郵政省が3,255市田町村に対して行っだアンケートによる、

（注15）情報リテラシーに関するアンケート概要

　

○調査期間：９年12月16日から10年１月15口

　

○対象地域：目本

　

大都市

　

東京23区、大阪市内、名古屋市内

　　　　　　　　　　

地

　

方

　

人口５万人未満の全市町村

　　　　　　　

米国

　

大都市

　

合衆国行政予算管理局総合大都「↑i統計地区の殼大都巾

　　　　　　　　　　　　　　　

（ニューヨーク、ロス・アンジェルス、アトランタ等）

　　　　　　　　　　

地

　

方

　

大都市統計地区以外の地域

　　　　　　

※大都市と地方の比率はおおむね等分

　

○調査方法：電話によるアンケート調査

　　　　　　　

年齢、年収、学歴に関する質問を除きｙｅs／ｎｏ方式（二者択一）

　

○回答人数：日本

　

600人（男性300人、女性300人）

　　　　　　　

米国

　

600人（男性300人、女性300人）

　　　　　　

※年齢比率

　

15～19歳は50人、20、30、40、50、印代は110人

　

○匿報リテラシーに関する質問（＃は質問番号）

　　

⑤|青報基礎リテラシーに関する質問（８問）

　　　

＃４

　

あなたは定期的に雑誌を読みますか

　　　

＃７

　

あなたは欲しい情報はお金を払ってでも入Ｌするのが当然だと思います力

　　　

＃８

　

あなたはビデオの番組予約をご自分でできますか

　　　

＃９

　

あなたは金融機関のＡＴＭを使用できますか
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１１４

　　

＃10

　

あなたはキャッシュカード等の暗証番号を他人に分からないようにｆ大していますか

　　

＃11

　

あなたはご自分で留守番電話の留守録の設定と丙生かできますか

　　

＃12

　

あなたはファクシミリで書類等の送信ができますか

　　

＃13

　

あなたは図書館で欲しい本の検索ができますか

　

⑤ＰＣリテラシーに関する質問行問）

　　

＃15

　

あなたはワープロ又はパソコンを使って文章を作成できますか

　　

毒16

　

あなたは無理なくキーボードで人力ができますか

　　

毒17

　

あなたはパソコンを使ってグラフを作成できますか

　　

＃18

　

あなたはソフトウェアをコピーして使っていますか

　　

＃19

　

あなたはインターネットを利用したことがありますか

　　

＃20

　

あなたは電f･メールを送ったことがありますか

　　

＃21

　

あなたはご自分のホームページを作成したことがありますか

　

③ネットワークリテラシーに関する質問Ｏ問）

　　

ＰＣリテラシーに関する質問の＃19、20、21

0点数化の方法

　

＃18以外は「yｅs」を１点、＃18は「ｎｏ」を１点として測定レ上記①十②十③で満点は15点。＃18に関

しては、低リテラシー者は、そもそもソフトウェアをコピーして使えないために加点されてしまうが、リテ

ラシーが高くなるにつれ、得点率が下がり、高リテラシー者になるとまた得点率が上がる傾向にある。

○その他の質問

　

情報リテラシーとの関係を兄るため以下の質問を実施

　

干意欲の程度に関する質問（２問）

　　

＃ら

　

人よりもｙく情報を得たいと思いますか

　　

＃６

　

情報はできるだけ多く人手したいと思いますか

　

②相談相手の有無に関する質問∩問）

　　

＃14

　

あなたの身近に情報機器（例：ビデオ、ファクシミリ、パソコンなど）について尋ねることの

　　　　　

できる人はいますか

　

③その他（２問）

　　

毒22

　

あなたの年収について以1゛からお答えトさい

　　　

1

　

300万円柚砿

　

乞

　

300以上500万円未満、S

　

500以に00万円未満、4

　

700万円以ヒ

　　

＃23

　

あなたの最終学歴を教えていただけますか

(注16)

　

各階層ごとにすべての設問項目について得点した場合を100ポイントとして計算レ比較を行った，

（注17）

　

野村総合研究所「情報通信利川片動向の調査」（10年･2月）

（汁18）

　

従来より、米国政府は、ＮＩＩ構想において全米の教宰や図書館を「情報スーパーハイウェイ」に接続する

という計画を発表している｡

　

「Goal 2000 : Educate America Ａｃt」という、国民に対してよりよい教育の場を与えるための計画（国民の９

割以Lの高校卒業、理科と数学における米国の優位の確保、安全で麻薬のない学校の実現等の目標を定めてい

る）で乱10年以内に全米のすべての学校をインターネットにつなぐように奨励している。

（汁19）

　

ユニバーサルサービスであるとされたサービスを教育目的で小中学校・図書館が利用する場合には、他の機

関へのサービス料金より低能でサービスを提供する義務を電気通信訂業者が負うと規定された(254条）。


